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第６期浜中町まちづくり総合計画
　町長あいさつ

　はじめに

　浜中町では、まちづくりの基本となる総合
計画をこれまで５期にわたり策定し、厳しい
ながらも広大な大地と豊かな資源を育む太平
洋に恵まれた農・漁業を中心に、自然と調和
するまちづくりを進めてまいりました。

　しかし近年、人口減少や少子高齢化の進行、
基幹産業である農・漁業を取り巻く環境の変
化、公共施設等インフラの老朽化、大規模自
然災害の発生など多くの課題に直面しており、
このような中にあっては、今まで以上に産業
振興を基本に、町民と行政が創意工夫を凝ら
しながら、本町ならではの安心・安全で個性
豊かなまちづくりを目指す必要があります。



　そのためにも、これまで推進してきたまち
づくりの成果と反省を踏まえ、本町の持続可
能な発展を継続するために、まちづくりの指
針となる「第６期浜中町まちづくり総合計画」
を策定いたしました。

　本計画は、目指すまちの将来像を「笑顔輝
く共創のふるさとを　未来へ　自然とともに
生きる　豊かな大地と海のまち　はまなか」
と掲げ、地域と行政が一体となり、かけがえ
のない自然環境を大切にし、地域特性を活か
した産業振興を図りながら、郷土に対する愛
着と誇りを醸成し、町民一人ひとりの笑顔が
輝くまちを目指すもので、町民の皆様ととも
にこの将来像の実現に向けたまちづくりを進
めてまいりますので、一層のご理解とご協力

をお願い申し上げます。

　結びに、本計画の策定にあたり、町民・小
中高校生アンケート調査やまちづくり委員会
などを通じて、多くの貴重なご意見やご提言
をいただきました皆様をはじめ、ご審議いた
だきました総合計画策定審議会委員、町議会
議員の皆様に心から感謝とお礼を申し上げま
す。

　　　　　令和２年３月
浜中町長　松　本　　　博
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第
１
章　

総
合
計
画
の
趣
旨

　本町では、まちづくりの基本となる総合計

画をこれまで５期にわたり策定してきました。

平成22年度（2010年度）からは「第５期

浜中町新しいまちづくり総合計画」を策定し、

「生命支える大地と海　自然と調和するまち

はまなか～未来につなごう豊かな環境～」を

まちづくりのテーマ（将来像）と定め、その

時代背景や社会情勢に対応しながら総合的か

つ計画的にまちづくりを進めてきました。

　しかしその間、人口減少や少子高齢化の進

行、基幹産業である農・漁業を取り巻く環境

の変化、公共施設等インフラの老朽化、東日

本大震災や西日本豪雨災害、北海道胆振東部

地震等の大規模自然災害の発生など、多くの

難題に直面しています。

　このような中で、本町においても国の「地

方創生」政策を受け、平成28年（2016年）

３月に「浜中町人口ビジョン」及び「浜中町

創生総合戦略」を策定し、産業の後継者対策

や子育て環境の充実など、地域経済の発展と

活力ある地域社会の形成を目指し、人口減少、

少子高齢化対策に取り組んでいるところです。

また、地震や津波などの大規模自然災害の発

生が本町においても懸念されており、防災拠

点としての機能を備えた役場新庁舎の建設や

防潮堤、避難道の整備、津波防災避難訓練や

防災教育の推進など、災害に強い安心・安全

なまちづくりを進めているところです。

　しかし、このように様々な課題が山積する

中にあっては、今まで以上に産業振興を基本

に、町民と行政が協働しながら、本町ならで

はの安心・安全で個性豊かなまちづくりを目

指す必要があります。

　そのためにも、これまで推進してきたまち

づくりの成果と反省を踏まえ、本町の持続可

能な発展を継続するために、新しいまちづく

りの指針となる「第６期浜中町まちづくり総

合計画」を策定します。

総合計画の趣旨第１章

序　　論
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第
２
章　

総
合
計
画
の
位
置
付
け

　平成23年（2011年）5月に「地方自治法

の一部を改正する法律」が公布され、総合的

かつ計画的な行政運営を図るための指針とな

る基本構想の法的な策定義務がなくなり、策

定については地方自治体の判断に委ねられる

こととなりました。

　本町では、厳しい財政状況の中でその限ら

れた財源を有効に活用しながら、総合的かつ

計画的に町政を推進するため、町民にまちづ

くりの長期的ビジョンを示す必要があると考

えることから、浜中町総合計画策定条例を定

め、浜中町の未来への発展を成し遂げるため

の総合計画を策定し、まちづくりの最上位計

画として位置付けます。

総合計画の位置付け第２章
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総合計画の名称及び構成と期間、進捗管理第３章

❖第１節　名　称
　「第６期浜中町まちづくり総合計画」

　本計画は、本町の将来に向けたまちづくりを実現するための指針となるもので、第５期までの

名称を踏まえた表現としました。

❖第２節　構成と期間
　〔構　成〕

　この総合計画は、「基本構想」「基本計画」「実施計画」により構成します。

第
３
章　

総
合
計
画
の
名
称
及
び
構
成
と
期
間
、
進
捗
管
理

　基本構想は、本町の将来目標とその目標の達成に向け
た基本姿勢を示し、基本計画や実施計画の基本理念とな
るものです。

　基本計画は、基本構想で設定された本町の将来像を実
現するための方向性、さらには実施計画の基本となる施
策を示すものです。

　実施計画は、基本構想や基本計画で定められた施策や
大綱をいかに展開するかを具体的な事業等をもって示し
たもので、地域の実態や緊急性、財政状況を勘案しなが
ら策定するものです。

基本構想及び基本計画は、令和 2年度から令和 11年度までの 10年間とします。
実施計画は 3年間とし、令和 2年度から令和 6年度を前期、令和 7年度から令
和 11年度を後期と定め、毎年度見直します。

〔期間〕

〔基本構想〕

〔基本計画〕

〔実施計画〕

基本構想

令和２年度
2020

令和3年度
2021

令和4年度
2022

令和5年度
2023

令和6年度
2024

令和7年度
2025

令和8年度
2026

令和9年度
2027

令和10年度
2028

令和11年度
2029

基本計画

実施計画

実施計画

実施計画
前期 後期



笑顔輝く共創のふるさとを 未来へ
　自然とともに生きる 豊かな大地と海のまち はまなか

5

第
１
部

序
　
　
論

❖第３節　計画の進捗管理
　総合計画を実効性あるものにするために、計画（Plan）・実行（Do）・評価（Check）・改善

（Action）のＰＤＣＡサイクルを確立し、着実な実行、実施した施策・事業の効果を検証し、必

要に応じて見直しをしながら推進していきます。

第
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図：ＰＤＣＡサイクルの図

Ｐlan（計画）

総合計画・個別計画

Ｃheck（評価）

施策・事業の進捗

の把握・評価

Ａction（改善）

必要に応じて見直し

Ｄo（実行）

施策・事業の実施
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総合計画策定の背景第４章

❖第１節　浜中町の概要
１　浜中町の沿革と歴史

　本町は、元禄14年（1701年）に当時の

松前藩がアッケシ場所を割いてキイタップ

場所を開いたのがはじまりであり、明治2年

（1869年）7月函館に開拓使が設置され、同

月蝦夷は北海道と改められましたが、このと

きから当地は佐賀藩の支配地となりました。

同藩では12戸の農工民を移住させ、この人

たちが本町における定住のはじめとなりまし

た。

　以来、明治13年（1880年）には榊町に

戸長役場が設けられ、明治39年（1906年）

に霧多布外1町4カ村を合わせて浜中村と改

め、2級町村制を施行、大正8年（1919年）

には1級町村制を施行し、国鉄根室本線の開

通後は本格的な入植が始まり、急速に発展し

ていきました。

　昭和27年（1952年）の十勝沖地震津波、

昭和35年（1960年）のチリ沖地震津波と

二度にわたる大津波により甚大な被害を受け

ましたが、町民の努力により驚異的な復興を

成し遂げ、昭和38年（1963年）には町制

を施行し浜中町となり、平成26年（2014年）

に開町135年、町制施行50周年を迎えました。

２　位置、自然状況

　本町は、北海道の東部、釧路振興局管内の

東端に位置し、東は根室市、北は別海町、西

は厚岸町に接し、東南を太平洋に面しほぼ中

央に霧多布半島が形成され、厚岸道立自然公

園の一角をなしています。

　町の総面積は、423.63k㎡で67kmに及

ぶ海岸線は砂浜や奇岩絶壁を有し、嶮暮帰島

をはじめとする大小の無人島が点在していま

す。南面を形成する海岸線の中央にある霧多

布湿原は、一部が「霧多布泥炭形成植物群落」

として国の天然記念物に指定されているほか、

火散布沼や藻散布沼と合わせ『ラムサール条

約登録湿地』に登録され、北海道遺産にも認

定されています。

　内陸部は中央を東西に鉄道が走っており、

森林と農村地帯が広がり平坦な丘陵原野を形

成しています。気候は年間平均気温5～ 6℃、

最高気温は海岸部で20℃前後、内陸部で25

℃前後、最低気温は－10℃前後と冷涼であ

り、春から夏にかけては沿岸部を中心に霧が

発生しやすく、また秋から冬にかけては好天

が続き年間降雨量は1,000㎜程度です。

　交通は釧路市と根室市を結ぶ国道44号線

のほか中標津空港へ接続する道道別海厚岸線、

海岸線を結ぶ根室浜中釧路線（北太平洋シー

サイドライン）、町道の約300路線は地域住

民の生活と産業道路そして観光道路として重

要な役割を果たしています。
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❖第２節　本町の現状
１　総人口

　本町の人口は、平成27年度（2015年度）

の国政調査によると総数は6,061人、世帯数

2,325世帯となっており、1世帯当たりの世

帯員数は2.6人となっています。昭和35年

（1960年）には11,915人を数えていました

が、その後の高度経済成長期に若者を中心と

する町外への流出と少子化が進み、減少傾向

が続いています。

２　年齢別人口構成

　人口構成については、平成27年度（2015

年度）の国勢調査によると年少人口（0～

14歳）が804人で13.3％、老年人口（65

歳以上）が1,741人で28.7％、約3人にひ

とりが高齢者となっています。平成22年

（2010年度）と比較すると年少人口は減少

する一方で高齢者人口の増加が続いています。
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３　世帯数

　世帯数は人口減少にもかかわらず、単独世

帯や少人数規模の核家族化、世帯分離などに

よりほぼ横ばい状態が続いています。

４　産業別就業者数

　産業別就業者構成では、第一次産業が

1,887人（50.4％）、第二次産業が613人

（16.4％）、第三次産業が1,243人（33.2

％）となっており、平成22年度（2010年度）

と比較すると就業者人口は減っているものの、

産業構成比率にはほとんど変化がない状況で

す。

第
４
章　

総
合
計
画
策
定
の
背
景

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

1.5

2.0

0.5

1.0

2.5

3.0

3.5

2000年 2005年 2010年 2015年

一世帯数
あたり
の人数

世帯数

世帯数の推移

3.1

2,340

3.0

2,337

2.8

2,344

2.6

2,325

0

20

40

60

80

100

2000年

％

2005年 2010年 2015年

第三次産業

第二次産業

第一次産業

産業別就業者数の推移

34.9％

13.1％

52.0％

33.9％

13.9％

52.2％

32.9％

16.3％

50.8％

33.2％

16.4％

50.4％



笑顔輝く共創のふるさとを 未来へ
　自然とともに生きる 豊かな大地と海のまち はまなか

9

第
１
部

序
　
　
論

❖第３節　浜中町を取り巻く社会・経済動向
　本町を取り巻く社会・経済動向は大きく変

化しています。今後のまちづくりを進めるた

めに踏まえるべき代表的な社会・経済動向は

次のとおりです。

１　「人口減少社会」と「地方創生」

　これまで、我が国の総人口は増加を続け、

昭和42年（1967年）に１億人を超えました

が、平成20年（2008年）の1億2,808万人

をピークに減少に転じ、国立社会保障・人口

問題研究所（以下、「社人研」という。）の推

計では今後も減少が続き、令和42年（2060

年）には、9,284万人まで減少すると見込ま

れています。

　本町の総人口においても、昭和35年

（1960年）の11,915人をピークに減少に転

じ、平成27年（2015年）には6,061人と

なっています。以降、社人研の推計では、人

口減少の傾向は変わらず、令和2年（2020

年）には5,568人（ピーク時の約50％）、令

和42（2060年）年には2,303人（ピーク

時の約25％）と推計されています。

　このような中、国においては、急速な人口

減少や少子高齢化、大都市への人口集中に歯

止めをかけ、それぞれの地域で住みよい環境

を確保して、将来にわたり活力ある日本社会

を維持していくことを目的に、平成26年に

「まち・ひと・しごと創生法」を制定しました。

これを受け、本町においても人口・経済・地

域社会の課題に一体的に取り組むべく、「浜

中町人口ビジョン」や「浜中町創生総合戦略」

を策定し、産業の振興や雇用の創出、若い世

代の結婚や出産、子育て環境の充実、誰もが

安心・安全に暮らせるまちづくりを基本目標

に据え、取組を進めています。

２　安心・安全に対する要望

　我が国は古来より、地震や津波、豪雨、洪

水、土砂災害、火山の噴火など多くの自然災

害が発生してきました。

　近年、未曾有の被害をもたらした平成23

年（2011年）の東日本大震災や平成28年

（2017年）の熊本地震、平成30年（2018年）

の西日本豪雨、北海道胆振東部地震など大規

模自然災害が発生しています。こうした経験

を通じ、不測の事態に対する我が国の社会経

済システムの脆弱さが明らかとなり、今後想

定される首都直下型地震や南海トラフ地震等

の大規模自然災害への備えが国家的な重要課

題として認知されることとなりました。

　このような中、国においては、平成25年

（2013年）12月に、「強くしなやかな国民

生活の実現を図るための防災・減災等に資す

る国土強靭化基本法」（以下「基本法」という。）

が施行され、平成26年（2014年）６月には、

基本法に基づく「国土強靭化基本計画」が閣

議決定され、北海道においても、高い確率で

第
４
章　

総
合
計
画
策
定
の
背
景



10

第
１
部

序
　
　
　
論

＊醸成（じょうせい）…ある状態・気運などを徐々に作り上げてゆくこと。

発生が想定されている日本海溝・千島海溝周

辺海溝型地震をはじめ、火山噴火や豪雨・豪

雪などの自然災害リスクに対する取組を進め、

北海道の強靭化を図るための地域計画として、

「北海道強靭化計画」を平成27年（2015年）

３月に策定するなど、今後の大規模自然災害

に備え、事前防災及び減災に係る施策を総合

的に推進するための枠組みが順次整備されて

います。

　本町においても、太平洋沖における大規模

な地震・津波の発生が高い確率で想定されて

いるほか、過去の経験から、暴風雨・暴風雪・

高潮などの自然災害に対する備えが喫緊の課

題となっています。

３　地域との協働による自治の再構築

　住民に身近な行政はできる限り地方公共団

体が担い、その自主性を発揮するとともに、

地域住民が地方行政に参画し、協働していく

ことを目指していく改革として地方分権改革

推進法（平成18年）が施行され、国から地方、

都道府県から市町村へ権限委譲や規制緩和な

どが行われ、国と地方公共団体が担う役割が

大きく変わりました。

　この改革により地方公共団体は、自らの判

断と責任で自らの進むべき道を見定め、具体

的な方策を自ら実行する力が求められるよう

になりました。

　また、その個性を活かし自立した行政運営

が行えるようになった一方、「自己決定、自

己責任」によるまちづくりや税収減、地方交

付税の削減などによる厳しい財政状況下での

行政運営となり、これまでの行財政の在り方

を見直し、時代に即応した組織づくりが求め

られています。

　このような自立したまちづくりにおいては、

住民の参画や協働が必要不可欠です。自分た

ちのまちは自分たちでつくるという意識を持

ち、多様化する地域課題の解決や住民主導に

よる特色ある地域づくり、住民と行政との協

働によるまちづくりを行うために、より一層

の意識の醸成＊や体制の確立、情報共有が求

められています。
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＊�持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）…2015年 9月の国連サミットで採択された2016年から2030年までの国際社会共通の
目標。17の目標、169のより具体的な目標から構成される。

❖第４節　まちづくりの現状と課題
　本町の現状や特性、第５期総合計画の点検・

評価、町民からの提言やアンケート調査等を

踏まえ、今後のまちづくりを進めていくため

の現状と課題を整理すると次のとおりです。

１　人口減少社会への対応

　我が国の人口減少は急速に進行し、浜中町

においても生産人口の減少や過疎化など、産

業やコミュニティなど地域社会に大きな影響

を与えることが懸念され、対策は喫緊の大き

な課題となっています。

　本町では、これまで人口の将来推計や目標

数値等を示す「浜中町人口ビジョン」や人口

減少対策の方向性や具体的な施策を示す「浜

中町創生総合戦略」を策定し、様々な施策を

展開してきました。

　今後もこうした計画等との整合性を図り、

産業振興による後継者対策や雇用の創出、子

育て環境の整備、福祉・医療の充実、住環境

の整備など横断的な施策により、すべての町

民が安心して暮らし続けることができる環境

づくりが求められます。また、町外からの移

住希望者や外国人労働者等の受け入れ体制の

整備も求められています。

　さらに、持続可能な地域づくりを推進する

ために、国連が提唱し国も取組を進めている

「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）＊」などの

考え方を取り入れた地域づくりを進めていく

ことが求められています。

２　持続可能な産業の振興

　人口減少や世界的な経済の長期低迷、国際

貿易協定の影響などにより、本町の基幹産業

である酪農業や漁業などの第一次産業は、後

継者不足や足腰の強い経営基盤の確立、競争

力の強化など多くの課題に直面しています。

　本町ではこれまで、産業基盤の整備や経営

の安定化、後継者などの担い手の確保に努め

てきました。

　今後も人口減少や景気動向など不透明な状

況が続きますが、本町が誇る高品質な牛乳や

乳製品、牛・豚肉などの畜産物、昆布やウニ

などの海産物などにより魅力ある産業の育成

を図るとともに、本町の有する豊かな自然環

境や地域資源の有効活用に努めながら、商工

業や観光業などすべての産業が主体的に一体

となって雇用創出や就業機会の確保、後継者

対策、人材育成、外国人及び移住者の受け入

れなどを進める必要があります。

３　自然環境の保全と生活基盤の充実

　本町は、天然記念物に指定されている「霧 多布泥炭形成植物群落」を中心とした霧多布
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湿原や多くの岬を有する海岸線、広大な丘陵

原野や森林など豊かな自然と共生しながら酪

農業や漁業などを振興し、発展を遂げてきま

した。この豊かな自然は、町外に誇れる町民

の貴重な財産であり、後世に引き継いでいか

なければなりません。

　また、生活基盤における上・下水道施設や

道路・橋梁などの老朽化や耐震化の問題、地

域公共交通ネットワークの維持、情報基盤の

整備など住環境における課題もあります。

　今後のまちづくりにおいても、美しい自然

環境や景観を守りながら、環境負荷の少ない

快適で住みよいまちづくりを進める必要があ

ります。

４　災害に強いまちづくり

　本町は、過去幾度にわたり地震やそれに伴

う津波など自然災害の甚大な被害を受けなが

らも復興し、今日に至っています。また、東

日本大震災など度重なる大災害を受け、国や

北海道では大規模災害に備え強靭な国づくり

が進められており、本町においても「浜中町

地域防災計画」の策定や防災行政無線の整備、

津波避難訓練の実施などを行ってきました。

　しかし災害は、突然、想定を上回る規模で

襲ってきます。災害時でも機能不全に陥るこ

となく、町民一人ひとりの生命と財産を守る

「災害に強いまちづくり」をさらに推進する

必要があります。

　また、公共施設や道路、橋梁などの耐震化

や老朽化に対する対応が必要な時期に差しか

かっており、適切かつ計画的な管理、更新が

必要となっています。

５　安心して暮らせる福祉と医療

　本格的な人口減少や少子高齢化社会の中で、

本町においては時機に応じた福祉施策を展開

し、特に、子育て支援に関しては、妊産婦健診

交通費や不妊治療費の助成、出産祝金の支給、

高校生世代までの医療費の無償化、保育施設

の建設や保育料の負担軽減などにより、子育

てしやすい環境の構築を目指してきました。

　今後は、経済的負担軽減とともに子育て環

境の整備に対するニーズが多いことから、子

どもの遊び場や交流の場の創出、支援などが

課題となっています。また医療については、

広域的な取組により医療体制の充実に努めて

きましたが、町立浜中診療所の常勤医師１人

体制への不安や小児科開設の要望等があるこ

とから、運営についての抜本的な検討が必要

となっています。

６　地域に根ざした魅力ある教育

　人口減少や少子高齢化などの影響により、

本町でも学校の統廃合が行われ、現在は小学

校３校、中学校３校、小中併置校１校、高等

学校１校となりました。また、グローバル化

第
４
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合
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画
策
定
の
背
景
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第
１
部

序
　
　
論

＊共創（きょうそう）…多様な立場の人たちと対話しながら、新しい価値を「共」に「創」り上げていくこと。

の進展は社会に多様性をもたらし、急速な情

報化や技術革新は人間生活を質的にも変化さ

せつつあります。本町ではこれまで、地域の

人材や素材を活かしたふるさと教育や環境教

育などを取り入れながら、個性と創造性豊か

な人間性を培う学校教育の推進や幼児から高

齢者までが主体的に学び、生活に潤いと活力

を生み出し、学習の成果を地域社会に還元す

る社会教育の推進に取り組んできました。

　今後は、本町の教育の将来ビジョンを明確

にしながら、学校教育や社会教育、文化活動、

スポーツ活動、地域での活動など様々な場面

で、大人と子どもが関わり合いを深め、学ぶ

ことと自分の人生や社会とのつながりを実感

しながら、自らの能力を引き出し、学習した

ことを活用して、生活や社会の中で出会う課

題の解決に主体的に生かしていける資質や能

力を持った人を育成することが求められてい

ます。

７　地域と行政との共創＊

　情報化やグローバル化によりライフスタイ

ルなどが大きく変化し、価値観が多様化・高

度化している現在、地域的課題もまた多様化

しています。そのため、多様化・高度化する

地域的課題の解決には行政のみならず、その

地域に住む住民や地域コミュニティなどとの

協力が不可欠です。

　本町では、自治会連合会や各自治会・町内

会との連携を図りながら、地域と行政が一体

となってまちづくりを進めてきました。

　しかし、ライフスタイルの多様化や核家族

化にともない、人と人との繋がりが希薄化し、

地域コミュニティの活動が衰退し、地域の力

が低下しつつあります。地域コミュニティは、

個人や家族だけでは解決できない地域課題を

共助、相互扶助により解決する大変重要な役

割を担っており、近年では災害等を契機に、

共助社会の重要性が再認識されています。

　本町ならではの個性豊かなまちづくりを推

進するためにも、こうした地域コミュニティ活

動が継続でき、地域と行政が共にまちを創る

ための多様な仕組づくりが求められています。

８　行財政の的確な運営

　本格的な人口減少社会の到来により、本町

もこれまで以上に厳しい財政状況の中で行政

運営をしていかなければなりません。本町で

は、８次にわたる行政改革大綱を策定し、安

全かつ良質な行政サービスの提供や財政健全

化などに取り組んできました。

　しかし、地方分権が進む中にあって、多様

化・高度化する住民ニーズに対応するために

は、さらに柔軟かつ効率的な行政サービスの

提供が求められます。また、限られた財源を

選択と集中により効果的、重点的に投資する

必要性があります。そのためには、公正・公

平性・透明性を一層高めつつ情報発信を積極

的に行い、時代の変化に即した効率的、効果

的な行財政運営に取り組んでいく必要があり

ます。
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浜中町民憲章

　わたしたちは無限に広がる大海原と大平原に包まれ、美しい自然の中に生きる浜中
町民です。
　先人のたくましい開拓精神を受け継ぎ郷土の未来の発展を願い、よりよい町を築く
ためにこの憲章を定めます。
　１　豊かな自然を生かし、生産を高め、活気のあるまちをつくりましょう
　１　たがいに助け合い、あたたかいまちをつくりましょう
　１　スポーツに親しみ、健康で楽しいまちをつくりましょう
　１　子どもの夢を育て、幸せなまちをつくりましょう
　１　文化を高め、きまりを守り、平和なまちをつくりましょう

昭和５３年１０月１日　制定

❖第１節　基本理念（浜中町民憲章）
　浜中町民憲章は不朽の基本理念であり、まちづくりの原点としてすべての町民が心におき、展

開していく必要があります。
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❖第３節　浜中町のまちづくりのテーマ（将来像）

笑顔輝く共創のふるさとを　未来へ
　　　自然とともに生きる　豊かな大地と海のまち　はまなか

❖第２節　まちづくりの基本的な考え方
　本町は、厳しいながらも広大な大地と豊か

な資源を育む太平洋に恵まれ、農・漁業を中

心に自然と調和したまちづくりを進めてきま

した。

　近年、町を取り巻く環境は大きく変化し、

人口減少や経済の低迷、多様化・高度化する

価値観や生活スタイルに伴う地域課題の複雑

化、大規模な自然災害の発生など多くの難題

を抱えています。しかし、先人が幾多の困難

を乗り越えてきたように、私たちも責任と未

来に希望をもってこの困難を乗り越えていか

なければなりません。

　そのためにも10年後の将来を見据え、地

域と行政が一体となり、かけがえのない自然

環境を大切にし、地域特性を活かした産業振

興を図りながら、郷土に対する愛着と誇りを

醸成し、町民一人ひとりの笑顔が輝くまちづ

くりを目指していきます。

❖第４節　実現に向けた基本姿勢
「笑顔輝く共創のふるさと　はまなか」
　だれもが安心して暮らし続けることができる「ふるさとはまなか」を町民と行政とで共に創り

上げることで、町民一人ひとりの笑顔が輝くまちを目指します。

「自然とともに生きるまち　はまなか」
　美しい自然環境を守りつつ、自然災害への対策を進め、快適で住みよいまちを目指します。

「豊かな大地と海のまち　はまなか」
　大地と海の恩恵を受けながら第一次産業を振興し、商工業や観光業との結びつきにより、まち

全体の活性化を目指します。

第
１
章　

め
ざ
す
ま
ち
の
姿



18

第
２
部

基
本
構
想

目標人口：令和12年（2030年）人口4,900人

0
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年

目標人口推移

社人研推計
6,511

5,700

4,900

4,100

3,400

2,700

6,511

5,568

4,645

3,764

2,964

2,303

浜中町の目標人口推計

❖第５節　将来人口の指標
１　本計画における目標人口

　今後のまちづくりを進めていく上で、人口

減少は地域社会に大きな影響を与えます。国

立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）

に準拠した推計では、今後も本町の人口減少

が進むことが見込まれ、本計画の計画期間が

終わる令和12年（2030年）には、4,645

人程度になることが予測されています。

　そこで、総合計画に基づく各種施策の展開

により持続可能なまちづくりを進めることに

より、令和12年（2030年）の目標人口を

次のとおり定めます。
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年齢別人口構成推計

855 639 645 528 436 341 

3,970 

3,193 
2,496 

2,045 
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1,686 

1,868 

1,759 

1,527 

1,331 
1,042 

6,511 

5,700 

4,900 

4,100 

3,400 

2,700 

0
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年

年少人口
０～14歳

生産年齢人口
15～64歳

高齢者人口
65歳以上

２　目標人口推計の前提条件

○�平成27年（2015年）の人口を基準とし

ています。

○�現在の合計特殊出生率は1.54ですが、令

和2年（2020年）までに1.879、令和7

年（2025年）までに2.07まで上昇させ

ることを目指します。

○�純移動率について、転出者数を抑制し、社

会減を一定程度改善します。
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想 ①　宅地・市街地地域

　公共施設や住宅街、商店が集まる霧多布市街地域・散布市街地域・茶内市街地域・浜中市街

地域・姉別市街地域をはじめ町内の住宅地については、自然環境と調和した快適で安心・安全

な住環境の整備を進めます。

②　丘陵原野地域

　町北西部から東部に広がる丘陵原野には、農地や森林が広がっています。本町の基幹産業の

一つである酪農業の振興を図りながら、環境負荷の少ない酪農業の推進や森林の乱開発を防ぐ

など、自然環境を守りながら土地利用を進めます。

③　海岸地域

　町南部の太平洋に面した海岸地域については、本町のもう一つの基幹産業である漁業の振興

を図り、豊かな漁場や増養殖漁業の場として活用しながら、海洋環境や美しい海岸線の景観保

全に努めます。また、海岸侵食防止対策を進めます。

④　自然地域

　天然記念物に指定されている「霧多布泥炭形成植物群落」を中心とした霧多布湿原や大小様々

な湖沼、広大な丘陵原野など、浜中町は恵まれた自然環境が保持されています。土地利用にあ

たっては、長期的な視野に立ち、自然の保全と利活用の調和を図りながら土地利用を進めます。

❖第６節　土地利用の基本方針
　土地は全ての生活の基点であり、居住によ

り文化が生まれ、生産活動の基盤として町の

発展の基礎を形成しているものです。

　本町の恵まれた自然環境と美しい景観の保

全を図るとともに、地域経済の発展と生活の

質的向上に努めながら土地の保全・利用を進

めます。
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将来像実現のためのまちづくりの分野別基本目標第２章

基本目標１【産業の垣根を越えて、みんなで築きあげる活力あるまちづくり】

　農林水産業、商工業、観光業など浜中町の恵まれた自然環境や地域資源を有効活用した産業

振興など、産業界が一体となった活力あるまちを目指します。

基本目標２【自然を守り未来につながる住みよいまちづくり】

　本町が有する豊かで魅力的な自然環境や景観を守り継ぎながら、住環境の整備など快適で住

みよいまちを目指します。

基本目標３【災害に強く町民によりそったまちづくり】

　自然災害に対し強くしなやかな防災対策を進めるとともに、消防・救急体制の強化を行い、

町民の生命と財産を守るまちを目指します。

基本目標４【子どもから大人まで安心して暮らせる未来のまちづくり】

　町民が互いに支え合い、出産や子育て、健康づくりなど地域福祉や医療体制の充実を図りな

がら、だれもが安心して暮らし続けることができるまちを目指します。

基本目標５【豊かな学びを育み、未来に向かって挑戦し続ける人づくり】

　ふるさと浜中に誇りを持ち、生涯にわたり心豊かに学び続け、健やかな人生を実現する、次

代を担う人づくりを目指します。

基本目標６【地域とともに歩む創意に満ちたまちづくり】

　行政の公正・公平性・透明性を一層高めつつ情報発信を積極的に行い、町民に信頼される行

財政運営を進めるとともに、町民一人ひとりがまちづくりの主役となる、共創のまちを目指し

ます。

第
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❖第１節　まちづくりの基本目標
　まちづくりを担うすべての人が目指すまち

の姿を共有して、その実現のために力を合わ

せていくことが重要です。そこで、目指すべ

きまちの方向性を６つの基本目標として定め

ます。
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将 来 像 まちづくりの基本目標 施　策　の　大　綱

　
　
笑
顔
輝
く
共
創
の
ふ
る
さ
と
を
　
未
来
へ
　
　

　
　
　
　
　
　
自
然
と
と
も
に
生
き
る
　
豊
か
な
大
地
と
海
の
ま
ち
　
は
ま
な
か

基本目標１
産業の垣根を越えて、みん
なで築きあげる活力あるま
ちづくり

（１）農業の振興
（２）林業の振興
（３）漁業の振興
（４）商工業の振興
（５）観光業の振興

基本目標２
自然を守り未来につながる
住みよいまちづくり

（１）土地利用
（２）自然保全・景観形成
（３）環境保全・環境衛生
（４）公園・緑地・墓地整備
（５）交通安全・防犯対策
（６）住宅・住環境整備
（７）情報通信の整備
（８）道路・交通網の整備
（９）上・下水道の整備

基本目標３
災害に強く町民によりそっ
たまちづくり

（１）町土の保全
（２）防災体制の整備
（３）消防・救急体制の整備

基本目標４
子どもから大人まで安心し
て暮らせる未来のまちづく
り

（１）地域福祉
（２）高齢者福祉
（３）障がい者福祉
（４）子育て支援・児童福祉
（５）母子・父子・低所得者福祉
（６）医療体制の整備
（７）保健・健康づくりの推進
（８）保険・年金

基本目標５
豊かな学びを育み、未来に
向かって挑戦し続ける人づ
くり

（１）学校教育の充実
（２）社会教育の推進
（３）芸術・文化活動の推進
（４）スポーツの振興

基本目標６
地域とともに歩む創意に満
ちたまちづくり

（１）町民と行政の共創によるまちづくり
（２）コミュニティ活動の推進
（３）開かれた行政運営の展開
（４）健全な財政運営の推進
（５）地域間交流・国際交流の推進
（６）広域行政の推進

❖第２節　施策の体系図
　まちづくりの６つの基本目標を実現する手

段として、35の施策の大綱を定め、基本計

画の中で主要な施策や主要事業について定め

ます。
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将来像の実現に向けて第３章

１　だれもが安心して暮らせるまち　プロジェクト

　　　「笑顔輝く共創のふるさと　はまなか」

　だれもが安心して暮らし続けることができる「ふるさと　はまなか」を町民と行政と

で共に創り上げることで、町民一人ひとりの笑顔が輝くまちを目指します。

第
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❖第１節　戦略プロジェクト
　まちづくりのテーマ（将来像）「笑顔輝く

共創のふるさとを　未来へ　自然とともに生

きる　豊かな大地と海のまち　はまなか」　

実現のために、基本目標や施策の大綱を横断

して戦略的に取り組むプロジェクトとして

「戦略プロジェクト」を設定します。

　人口減少が進む現在、子育て環境の整備や

地域医療の充実、地域を支える人材の育成、

コミュニティ活動の促進など安心して暮らせ

る環境の整備がまちづくりに求められていま

す。

　本町の基幹産業である農業・漁業を中心に、

若い世代が働きながらしっかり子育てができ

る環境を整えるとともに、地域医療の充実や

地域福祉の基盤整備を進める必要があります。

　また、地域の人材や素材を活かしたふるさ

と教育や環境教育、スポーツ活動などを取り

入れ、郷土愛の醸成につなげる必要がありま

す。

　持続可能なまちづくりを進めるためには、

住民や行政がそれぞれの役割を発揮し、将来

像を共有し一緒にまちを創り上げていくこと

を意識し、課題を解決することで町民一人ひ

とりの笑顔が輝くまちを目指します。

関連する主な施策の大綱

地域福祉　　　　　　　　　　　　　学校教育の充実

高齢者福祉　　　　　　　　　　　　社会教育の推進

障がい者福祉　　　　　　　　　　　芸術・文化活動の推進

子育て支援・児童福祉　　　　　　　スポーツの振興

母子・父子・低所得者福祉　　　　　町民と行政の共創によるまちづくり

医療体制の整備　　　　　　　　　　健全な財政運営の推進

保健・健康づくりの推進　　　　　　広域行政の推進

保険・年金
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２　安心・安全な住みよいまち　プロジェクト

　「自然とともに生きるまち　はまなか」

　美しい自然環境を守りつつ、自然災害への対策を進め、快適で住みよいまちを目指し

ます。

　町民が安心・安全に、将来にわたって住み

続けるためには、豊かな自然環境を守りつつ、

日常の生活基盤の向上を図るとともに、災害

からしっかり安全が確保されることが必要で

す。

　本町は、雄大な自然に育まれ発展してきま

した。この豊かな自然は大切な財産として後

世に残さなければなりません。そのためにも

循環型社会の構築による自然との共生や地域

資源の持続可能な活用を意識した取組を進め

る必要があります。

　また一方で、住み続けるためには、快適で

住みよいまちの形成が求められます。道路網

や上・下水道、住環境の整備をはじめ、交通

インフラや情報通信インフラなど快適で魅力

的な生活環境の整備が必要です。

　さらに、本町は過去に多くの自然災害に遭

遇した経験とその教訓をもとに「災害に強い

まちづくり」を進めており、今後も対策を進

め町民一人ひとりの安心・安全な住みよいま

ちを目指します。

関連する主な施策の大綱

自然保全・景観形成　　　　　　　　上・下水道の整備

環境保全・環境衛生　　　　　　　　住宅・住環境整備

土地利用　　　　　　　　　　　　　町土の保全

公園・緑地・墓地整備　　　　　　　防災体制の整備

交通安全・防犯対策　　　　　　　　消防・救急体制の整備

情報通信の整備　　　　　　　　　　コミュニティ活動の推進

道路・交通網の整備　　　　　　　　開かれた行政運営の展開第
３
章　
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来
像
の
実
現
に
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て
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３　産業の魅力度アップ　プロジェクト

　「豊かな大地と海のまち　はまなか」

　大地と海の恩恵を受けながら第一次産業を振興し、商工業や観光業との結びつきによ

り、まち全体の活性化を目指します。

　将来にわたって基幹産業である農業・漁業

を守っていくことは、本町のまちづくりの基

本です。豊かな自然環境を活かし、生産基盤

の整備や経営基盤の安定化などを進めながら

魅力ある産業の育成が必要です。

　また、持続発展的な産業育成のため、産業

後継者の確保、人材育成の強化を進める必要

があります。

　さらに、一次産業と商工業、観光業を結び

つけ、地場産品の付加価値化やブランド化な

どに取り組み、本町の優れた観光素材等と併

せ、オール浜中で魅力を対外的にＰＲするこ

とで、交流人口の拡大を図りながらまち全体

の活性化を目指します。

関連する主な施策の大綱

農業の振興

林業の振興

漁業の振興

商工業の振興

観光業の振興

地域間交流・国際交流の推進
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第１章【基本目標１】�産業の垣根を越えて、みんなで築きあげる

活力あるまちづくり

第２章【基本目標２】�自然を守り未来につながる住みよいまちづくり

第３章【基本目標３】�災害に強く町民によりそったまちづくり

第４章【基本目標４】�子どもから大人まで安心して暮らせる未来
のまちづくり

第５章【基本目標５】�豊かな学びを育み、未来に向かって挑戦し
続ける人づくり

第６章【基本目標６】�地域とともに歩む創意に満ちたまちづくり
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❖第１節　農業の振興
　

＊１　�６次産業化…一次産業としての農林漁業と二次産業としての製造業、三次産業としての小売業等の事業との総合的かつ一体
的な推進を図り、付加価値を生み出す取組のこと。

＊２　�ＴＰＰ１１…環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定。環太平洋地域の国々による経済の自由化を目的
とした経済連携協定のこと。

＊３　�日本とＥＵ（欧州連合）間における貿易や投資など経済活動の自由化による連携強化を目的とする経済連携協定のこと。

■施策の目的

　環境と調和した農業を将来に渡り持続する

ために、循環型農業を基本とした生産基盤の

整備を図ります。また、地域の担い手となる

意欲と能力のある後継者の確保と新規就農者

の育成を行い、酪農業を発展させ、地域コミ

ュニティの維持に必要な施策を講じます。さ

らに、浜中町で生産される高品質乳の生産を

維持するため、生産環境への支援を行うとと

もに、６次産業化＊1を推進し、選ばれる浜中

ブランドの確立を目指します。

■現状と課題

　本町の農業は、冷涼な気候と恵まれた土地

資源を背景に土地利用型酪農地域として発展

を遂げ、近年では乳価も比較的安定した状態

を維持しており酪農経営も安定化が図られて

きました。しかしながら世界情勢に目を向け

ると、2018年12月にＴＰＰ11＊2、2019

年2月に日ＥＵ・ＥＰＡ＊3の協定が発効され、

酪農業を取り巻く環境は大きく変化し、輸入

農畜作物の増加に伴う価格低下など、酪農経

営における影響も懸念されております。

　良質な自給飼料生産を行うため、土壌分析

や施肥設計に基づいた土づくりを励行し、適

正に処理された家畜ふん尿を利用した循環型

農業と計画的な土地改良を進めていく必要が

あります。平成20年に1戸あたり平均63頭

だった経産牛の頭数が、平成30年度には80

頭と増加し、酪農経営は安定した一方、従来

の家族構成員だけでは過重労働や労働力不足

といった問題も見られるようになってきまし

た。さらに経営主の高齢化はますます進み、

担い手不足などから農家戸数は年々減少して

いますが、この10年間で㈲浜中町就農者研

修牧場での研修を経て酪農経営を開始した新

規就農者は10組と、担い手確保の取組が一

定の成果を上げています。また、新規卒業者

やＵターン者を対象とした支援も平成29年

度より進めていますが、本町の酪農業を支え

る新規就農者を確保し、後継者の育成をさら

に進める必要があります。

　耕作放棄地や遊休農地の発生を防止するた

め、規模拡大を目指す農家に農用地を集積し

農用地の有効活用を図る必要があります。ま

た、規模拡大だけではなく、家族農業経営を

含めた地域の多様な経営体が活躍できる政策

を進めていく必要があります。

　国営総合農地開発事業並びに国営環境保全

型かんがい排水事業の完了から一定の期間が

経過しましたが、施設の老朽化が進み施設改

修など、更新の時期を迎えようとしておりま

す。今後は施設の維持管理と機能向上に向け

た取組を進める必要があります。

　本町の特色ある酪農業及び畜産物の確立を

関係機関と協力し、さらには情報媒体などを

活用しながら町内外に本町の魅力を発信して

いく必要があります。
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＊１　�ＩＣＴ…Information and Communication Technology の略。情報通信技術のこと。
＊２　�アニマルウェルフェア…人間が動物に対して与える痛みやストレスといった苦痛を最小限に抑えるなどの活動により動物の

心理学的幸福を実現する考えのこと。

■主要な施策と主要事業

　 生産基盤の整備

　強①生産基盤の整備

　草地整備・大区画化を推進し、ICT＊1

機器などの導入に取り組むことにより、

作業の効率化と省力化を図ります。

　強②農地の保全

　計画的な草地整備事業を行い、農業水

利施設の維持管理を行うことにより、生

産性の向上に努めます。

　　③農用地集積の推進

　浜中町農業経営基盤強化促進基本構想

をもとに、意欲的な経営体に対して農用

地の集積を図り、耕作放棄地や遊休農地

の発生を防止します。

　強④農道の整備

　大型機械に対応するため、老朽化した

施設の更新と未舗装路の整備を進め効率

的な輸送を確保します。

　　⑤エゾシカ被害対策の強化

　エゾシカによる牧草などの食害を防止

するため、侵入防止柵などの整備を進め

ます。

　 自然と調和した農業の展開

　　①循環型農業の推進

　かんがい排水事業で整備した施設を引

き続き活用し、家畜ふん尿を適正処理、

草地還元することにより循環型農業の推

進を図ります。

　強②農村の持つ多面的機能の発揮

　植樹活動の推進と農村景観の向上によ

り、人と動物に住みよい環境づくりを進

めます。

　 担い手の育成・確保

　強①担い手の確保

　新規就農者の就農支援を充実させると

ともに、新規卒業者やＵターン者といっ

た将来の担い手となる後継者育成のため

の就農支援に努めます。

　 牛にやさしい環境づくり

　①適切な飼養管理の推進

　家畜改良や飼養管理技術向上のための

支援を関係機関と連携して行います。ま

た、アニマルウェルフェア＊2に配慮した

飼養管理の推進に努めます。

　②家畜防疫の推進

　飼養衛生管理基準の遵守・徹底を図り、

地域農業と酪農経営に重大な影響を及ぼ

す家畜伝染病や届出伝染病の予防と拡大

防止に努めます。

　 ６次産業化及び地産地消の推進

　強①６次産業化の推進

　地元畜産物の６次化や商品開発を進め、

生産から販売まで一貫した体制づくりを

構築します。

　②食育活動の推進

　町内の各学校に提供している学校給食

に、町内で生産された牛乳をはじめとす

る地元の畜産物を提供し、地元の畜産物

のおいしさや安全性を発信し、浜中酪農

の魅力を引き出します。
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■関連する主な計画等

　　浜中町農業経営基盤強化促進基本構想（平成29年～令和3年）

　　浜中町酪農・肉用牛生産近代化計画(平成28年～令和7年)

　　浜中町農業振興地域整備計画

　　浜中町田園環境整備マスタープラン

　　中山間地域所得向上計画　浜中地区

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

生乳生産量 ｔ 107,672 110,200 109,600

生乳生産戸数（法人含む） 戸 166 165 160

新規就農者 組 2 5 10

産業後継者就業交付金交付数 人 2 10 20

※�強マークは、国土強靭化地域計画である浜中町強靭化計画に位置付けられている取組を示
しています。
　強靭化計画については、第４部に記載しています。
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■施策の目的

　森林の持つ多面的な機能を維持・保全して

いくため、浜中町森林整備計画に基づき、森

林の健全な維持管理を主とした事業を進める

とともに、木材などの普及促進に努め、さら

なる森林資源の有効活用を図ります。また、

農林業被害を最小限に抑制するため浜中町鳥

獣被害防止計画に基づき、エゾシカなどの個

体数の適正管理を図るとともに、新規狩猟者

の確保に努めます。

■現状と課題

　本町の森林面積は、16,033haで町内全

域の約38％を占め、国有林6.3％、道有林

28.4％、町有林18.1％、私有林47.2％で構

成されており、総森林面積の69.7％が保安

林の指定を受けています。また、人工林、天

然林の区分でみると天然林が全体の69.0％

を占めています。

　森林は、木材などの林産物の供給をはじめ、

水源涵養、山地災害の防止、生活環境の保全、

さらに近年は、自然とのふれあいの場、保健

休養など公益的な機能を通じて町民や近隣市

町村の生活に深く関わっています。また、森

林と海は密接な関係にあり、豊かな森林が栄

養分に富んだ水を安定的に海へ供給する重要

な役割を果たしています。

　近年、森林・林業を取り巻く情勢として、

人工林が本格的な利用期を迎えており、国内

の豊富な森林資源を循環利用することが重要

課題となっています。そうした中、国産材需

要の高まりとともに木材自給率も徐々に上昇

傾向にあります。一方、原木価格は依然低位

な状況が続いており、森林所有者の経営意欲

の低下などにより、間伐や主伐後の再造林と

いった整備が適切に行われない森林が増加傾

向にあります。このような中、林業従事者の

減少や高齢化などが進んでおり、担い手の確

保に向け北海道をはじめ関係機関と連携しな

がら必要な対策を講じていかなければなりま

せん。

　エゾシカの生息頭数の増加などにより、町

内における農林業被害が深刻な状況にありま

す。また、ヒグマの出没も年々増加傾向にあ

り、特に市街地周辺における出没回数も増加

しています。このため、地元猟友会による有

害駆除や侵入防止柵設置など、各種対策の強

化が求められています。

　今後、町有林や民有林の森林整備事業を積

極的に推進するとともに、道有林においては

治山事業による保安林整備事業を北海道に要

請し、計画的な森林施業を実施する必要があ

ります。また、間伐事業などを計画的に推進

するため作業道や林業専用道などの路網整備

事業についても継続する必要があります。

❖第２節　林業の振興
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■主要な施策と主要事業

森林の整備と木材普及

　強①町有林の整備

　浜中町森林経営計画に基づき、町有林

の適切な管理を計画的に進めます。

　強②民有林の整備

　民有林の適切な整備を進めるため、森

林整備事業を支援します。

　強③道路網の整備

　木材の安定供給や間伐などの推進を図

るため、森林整備に必要な路線の確保に

努めます。

　　④森林とふれあう場の整備

　町民が森林とふれあう場として、植樹

祭の推進や森林機能と資源循環の大切さ

を子どもたちが学べる場の提供を増やし

ます。

　　⑤林産物の利用促進

　浜中町地域材利用推進方針に基づき、

地域材の消費拡大へ向けた取組を推進い

たします。

　 鳥獣被害防止対策の推進

　強①森林被害の防止

　エゾシカや野鼠による森林被害防止の

ため、有害鳥獣の生態把握、防護柵など

の設置、捕獲駆除など有害駆除対策に努

めます。

　　②ヒグマによる事故防止

　ヒグマによる事故を未然に防ぐため、

関係機関と連携し必要な対策を講じます。

　強③捕獲従事者の確保

　有害鳥獣捕獲従事者の確保のため、必

要な支援を図ります。

　 林業従事者の育成・確保

　強①林業の担い手確保

　高齢化や担い手不足により減少してい

る林業従事者の育成・確保に向け、関係

機関と連携し必要な支援を図ります。

　　②林業技術の向上対策

　高性能林業機械など技術習得へ向けた

支援を図ります。

■関連する主な計画等

　　浜中町鳥獣被害防止計画（平成31年～令和３年）

　　浜中町森林整備計画（平成29年～令和９年）

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

農林業被害額の減 千円 108,510 70,500 65,000

鳥獣捕獲従業者の確保 人 6 11 15
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＊�ＡＩ…Artificial Intelligenceの略。人口知能のこと。言語の理解や推論、問題解決などの知的行動を人間に代わってコンピュー
ターに行わせる技術。

■施策の目的

　漁村の持つ多面的な機能を維持し、持続可

能な漁業を実現するため、科学的知見に基づ

く水産資源の適切な管理や増養殖事業の推進、

昆布藻場・干潟の保全、港湾・漁港関連施設

の整備・保全など、生産基盤の整備や機能維

持に努めます。

　また、漁業就業者の減少、高齢化に対応す

るため、後継者の育成・就業支援による担い

手の確保やＩＣＴ・ＡＩ＊などの活用による

効率的な漁業生産体制を推進して漁業経営の

安定、強化を図ります。

■現状と課題

　本町の漁業は、浜中湾や琵琶瀬湾など周辺

海域約67kmに及ぶ海岸線、火散布沼や藻散

布沼などの湖沼、寒暖の海流が交錯する沿岸

漁場など、豊かな自然環境と豊富な水産資源

により発展してきました。

　近年は、海洋環境の変動や外国漁船の操業

活発化による資源の減少、消費者ニーズの変

化による「魚離れ」の進行、燃油高騰による

経費の増加など、漁業環境の厳しさから10

年間で漁家戸数が約80戸減少し、高齢化に

よる漁業生産体制の脆弱化が進むなど漁業経

営は厳しい状態が続いています。

　このため、漁業者、産業団体、行政が一体

となって、本町沿岸の自然条件を活かした資

源の増大、担い手の確保や生産基盤の整備・

維持管理を実施しています。

　ウニの完全養殖や種苗の放流、カキの養殖

試験事業、マツカワ稚魚の放流や海水温、塩

分などの測定、また、国や北海道の補助を活

用した水産多面的機能発揮対策事業による昆

布藻場の岩盤清掃などの実施により、栽培漁

業及び資源管理型漁業の推進を図ったほか、

ウニの生産拡大のため、種苗生産センター建

設を進めています。同時に、後継者不足の解

消や定住促進のため、新規就業者やＵターン

就業者に対する就業支援、技能習得のための

研修支援などを行い、担い手の確保を行って

います。

　また、散布漁港の整備や各漁港の浚渫など

の機能維持、町民の生命や財産を守るための

防潮堤の嵩上げ工事などを国や道に要望し実

施しています。今後は、水産物の供給や自然

環境・生態系の保全といった漁村が持つ多面

的な機能の発揮を推進し、後継者の就業支

援・研修支援による担い手確保や生産基盤の

維持に努めながら、産業全体で連携し、消費

者のニーズに合った水産物・水産加工物の生

産、ブランド化による付加価値向上に取り組

み、地域の特性を活かした水産業の活性化が

必要です。

　また、平成30年度に漁業法が約70年ぶり

に改正され、水産資源の管理による漁業の安

定化、漁業許可や漁業権の柔軟な対応による

生産性の向上などが求められていることから、

本町においても、持続的で安定した漁業経営

のため、漁業協同組合と連携し、ＩＣＴなど

を活用した資源管理や漁業権管理を適正に行

う必要があります。

❖第３節　漁業の振興
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＊ＩＱ対象品目…一定期間内における、輸入製品の販売量を制限している品目のこと。

■主要な施策と主要事業

　 漁業生産の安定

　　①資源管理の推進

　国や北海道の補助制度を活用し、昆布

藻場の岩盤清掃による藻場整備、資源量

調査による資源管理や密漁の抑止など、

持続可能な漁業を支援します。

　強②増養殖事業の推進

・�漁業経営の安定化・収益性向上のため、

増養殖漁業の整備、研究を支援します。

・�漁場改善計画に基づく種苗の生産放流、

環境保全による災害に強い資源増養殖

漁場づくりのため、環境調査などを支

援します。

・�効率的な漁業経営のため、ＩＣＴやＡ

Ｉを活用した「スマート水産業」の導

入を支援します。

　強③漁業の担い手の育成・確保

　組合員数の減少に歯止めをかけるため、

各種研修、技術や知識習得等への支援を

し、新規就業者誘致や後継者不足の解消、

定住の促進を図るための事業を推進しま

す。

　強④漁業経営の安定

・�漁業協同組合の経営基盤の強化を図る

ための指導と支援をします。

・�昆布のＩＱ対象品目＊（輸入数量制限

品目）の堅持を国や北海道道などへ強

く要望します。

・�漁業所得保障制度や共済制度の拡充の

ため、国や北海道などへ強く要望しま

す。

・�水産物の付加価値向上を図り、販路拡

大を進め、未利活用資源の有効利用に

向けた製品開発を推進します。

・�漁業機器の更新や購入を資金面で支援

するため、漁業近代化資金利子補給な

どによる事業を推進します。

　 漁業基盤の強化

　強①水産関連施設の整備

　水産物の付加価値等向上に必要な加工

施設などにおける設備の更新や新技術の

導入を支援します。

　強②港湾・漁港関連施設の整備

　港湾整備計画、漁港整備計画に基づき、

霧多布港及び各漁港の機能保全及び機能

増強による関連施設の基盤整備を促進し

ます。

　 消費者志向に即した水産業の推進

　強①安全で安心な流通・加工体制の整備

　魚介類鮮度保持や水産加工製品づくり

による高付加価値化に努めるとともに、

地域一体となった地域ブランド化の取組

を進めます。

　　②衛生管理体制の整備

　水産物の品質や安全を確保するため、

検査体制の整備や水揚げから流通に至る

衛生管理の高度化を推進します。

　 魅力ある漁村づくり

　強①海の環境づくりの推進

・�水中の酸素供給、産卵や稚魚等の生息

場所として、水産資源の増殖に大きな

役割を持つ藻場や、水質浄化等の自然

環境を保全する機能を持つ干潟の保全、

機能回復による生態系の維持を支援し

ます。
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・�河川からの土砂、栄養塩などの流入を

安定させ、海域における生態系を維持

するため、植樹や湿原保全活動などの

環境保全活動を支援します。

・�漁業集落排水施設における機器などの

機能保全により環境保全対策を促進し

ます。

　　②漁業系廃棄物の削減

　魚類の残さや漁具などの漁業系廃棄物

の有効活用を推進します。また、海洋に

おけるプラスチックごみを減らすため、

環境に配慮した素材の漁具などの導入を

推進します。

　　③活力ある漁村づくり

　加工業・外食産業等の連携による浜中

町の特性を活かした水産物の提供、美し

い景観・自然とのふれあいや漁業体験な

どによる交流といった、漁村の持つ多面

的な機能を活かした活動を支援します。

■関連する主な計画等

　　浜中町公共施設等総合管理計画（平成29年～令和11年）

　　霧多布港国直轄港湾整備事業（継続事業：昭和61年～）

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

漁業生産量 ｔ 7,623 7,250 6,900

漁業生産高 千円 3,951,743 3,900,000 3,850,000

組合員数 人 484 464 445

産業後継者就業交付金交付数 人 17 42 67
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■施策の目的

　商工業の経営の安定と改善を図ることを目

的に、商工会と連携・支援を行うとともに、

地元企業に対する支援を継続的に行います。

また、一次産品の付加価値化を図るため、新

製品の開発等を奨励し、新しい産業の創出に

よる雇用の拡大や地域経済の活性化を促進し

ます。さらには、後継者不足の解消及び定住

の促進を図ります。

■現状と課題

　本町の商工業は、基幹産業である農業、漁

業とともに、地域的な商圏形成により発展し

てきました。

　近年の商工業を取り巻く環境は、少子高齢

化等の影響による人口減少から、商店等の売

り上げが減少傾向にあり、それに伴い商店の

数が著しく減少している状況にあります。ま

た、近隣地域の大型店進出や消費者行動の広

域化により、町外への消費購買力の流出が続

いている状況であるとともに、基幹産業であ

る農・漁業の低迷、少子高齢化による買い物

難民の増加も懸念され、町内における消費購

買力の落ち込みも続いています。さらには、

そのような状況から事業継承などの後継者不

足、空き店舗特に飲食店の減少なども深刻な

課題となっています。

　このため、商工会と連携し、消費者目線に

たった経営などの事業経営の改善、購買力の

流失防止、農業・漁業・商工業が連携し、後

継者不足の解消及び定住の促進などを図り、

商工業のさらなる経営の安定化を図ることが

必要となっています。さらには、一次産品の

付加価値化を図るため、新製品の開発等を奨

励し、新しい産業の創出による雇用の拡大や

地域経済の活性化を促進し、産業構造の体質

改善や支援体制の強化を図っていく必要があ

ります。

■主要な施策と主要事業

　 商工業活性化対策の推進

　強①地域商業の育成

　地域住民に対応した生活密着型サービ

スの展開の支援や、中小企業特別融資制

度、産業振興資金貸付金などの運用に努

め、中小企業の金融の円滑化と経営の近

代化を支援します。

　強②商工業の担い手の育成

　商工業の担い手確保と本町への定住促

進を図るため、産業後継者就業交付金の

制度の活用や町全体による婚活事業等を

支援します。

　　③地域活動と密着したイベントの開催

　各種イベントの開催など地域活動と密

着した商店街づくりを支援します。

　強④雇用の安定と創出の推進

　雇用の場の確保に取り組むとともに、

若年者をはじめとした求職者に対する就

職支援に努め、雇用の安定と創出を図り

ます。

❖第４節　商工業の振興
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　 商工業活動の促進

　強①商工会の育成・体質強化

　商工会組織の強化と活動の活性化を促

進するとともに、地域事業者への指導体

制を強化します。

　 地域ブランド化の推進

　強①�地域ブランド化推進及びＰＲと販路拡

大への支援

　地域ブランド化を推進するため、各産

業や地域が一体となった推進体制の構築

及び各種イベントでの販売、ＰＲによる

効果的な情報発信と販売方法の確立など

に努めます。

　強②新製品の開発、研究への支援

　新製品の開発や加工技術の研究、技術

指導など、加工生産体制の確立をめざす

団体を支援します。また、地元産品を使

った特産品づくりや、魅力ある一押し商

品の開発など地域ブランド化確立への支

援に努めます。

　　③技術研修の拡充

　加工品の安全性を確保するための技術

研修、指導の強化を図ります。また、中

山間活性化施設の利用促進を図り、水産

物や農畜産物の試作研究、加工製造、技

術研修などの拡充を図ります。

　 消費生活への対策

　　①消費者対策の推進

　消費者を育成するための学習機会の拡

充や悪徳商法などの被害防止のための啓

発、関係団体と連携を図り、消費生活の

相談体制の充実に努めます。また、本町

の物価動向を正確に把握し、消費生活の

安定と向上を図ります。

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

商工業者数 件 245 235 225

新規商工業後継者数 人 0 3 6
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＊�着地型観光…旅行者の受入地域で開発される観光プログラムのこと。地域の特色に応じた独自の観光を開発することで、他との
差別化が図られる。

■施策の目的

　旅行形態の変化や増加する外国人観光客に

適切に対応し、観光地としてのイメージアッ

プを図るため、効果的な情報発信体制を整備

し、浜中町独自の魅力的な観光資源の情報発

信に努めます。また、近隣地域との広域連携

を強化し、自然景観や食、体験などを活用し

た観光振興を図ります。

■現状と課題

　本町は、奇岩絶壁をみせる断崖、岬などの

海岸線の景勝、海跡湖、国の天然記念物に指

定されている霧多布泥炭形成植物群落など学

術的に貴重な資源を有する霧多布湿原を中心

とした厚岸道立自然公園を始め、牧歌的な風

景の内陸部や広大な大地での酪農、豊かな漁

業資源、その他貴重な野生動植物などの生息

地として注目されるなど、バラエティに富ん

だ価値の高い観光資源に恵まれています。

　本町の観光客入り込み数は、天候や自然災

害による増減はあるものの、道東自動車道の

延伸や、近年の釧路地域への訪日外国人観光

客の増加により、今後の本町への観光客入り

込み数の増加も期待されています。

　現在の観光形態は「団体旅行」から「個人・

グループ型」へ移行し、「見る観光」から「体験・

食」という目的の観光スタイルへと移り変わ

っています。さらに、インターネットの普及

により、多様な観光情報が気軽に利活用でき

る社会基盤が確立されていることから、観光

客のニーズに合わせた観光情報を積極的に発

信していくことが求められます。

　このような社会情勢の中、自然や産業、文

化など、本町が持つ魅力や特性を観光資源と

して活かし、質の高いサービス提供を推進す

るため、関係機関（行政、産業団体、商工会、

その他団体など）との連携は不可欠となって

います。

　また、魅力ある観光地づくりには観光客を

受け入れる環境基盤の整備が必要であり、交

通の確保、宿泊施設の充実、ガイド等の人材

育成などは、今後の観光振興の推進を図る上

で大きな課題となっており、関係機関ととも

に検討を進めていかなければなりません。

　さらに、国や北海道へ対し継続して要望を

している厚岸道立自然公園の国定公園昇格が

実現した際には、地域の知名度向上による観

光客増加が期待されるため、周辺環境や交通

の確保、宿泊施設の充実、四季それぞれの魅

力や地域の特性を活かしたイベントの開催な

ど、一年を通して楽しめる観光地づくりに努

め、交流人口の拡大により地域活性化を図り

「通過型観光」から「着地型観光＊」への移行、

さらに移住・定住者の増加へと発展させるこ

とを目指すことが必要となっています。

❖第５節　観光業の振興
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＊ホスピタリティ…おもてなし、歓待の心。来訪者を温かく迎えもてなそうという意識や行動のこと。

■主要な施策と主要事業

　 ホスピタリティ＊の充実

　強①観光施設の整備

　公共施設などにおける情報発信機能を

高め、自然景観や町並みなどに調和した

主要観光施設の持続的な維持整備を進め

ます。

　　②交通アクセスの整備

　北太平洋シーサイドラインへの誘客促

進及び町内での交通基盤の整備を関係機

関などと連携し進めます。

　強③人材の育成・確保

　地域資源である景観、花、産業、歴史、

文化などの魅力を伝える観光ガイドの育

成を図ります。

　　④ホスピタリティの向上

　観光関連事業者と連携し、国内外の観

光客のニーズに応えるサービス提供の向

上に努めます。

　 観光客誘致に向けた活動推進

　強①観光情報発信の推進

　町の魅力を伝えるパンフレット作成や、

外国語にも対応するインターネットを活

用した情報発信を積極的に推進します。

　　②魅力あるイベントの創出

　地域の意見を取り入れ、地域に密着し

た特色あるイベントとしての発展に努め

ます。

　　③国定公園への昇格運動の推進

　厚岸道立自然公園の国定公園昇格に向

けた、浜中町・釧路町・厚岸町の３町の

連携による運動を強化・継続し、昇格後

の観光客誘客促進を見据えた事業展開を

推進します。

　　④広域連携による観光商品の創出

　浜中町・釧路町・厚岸町の３町での北

太平洋シーサイドラインやＪＲ花咲線沿

線を中心とした広域的な連携により、町

の魅力である景観・食・体験を活かした

商品開発を進め、地域への長期滞在者の

増加に努めます。

　 資源を活用した観光の推進

　　①産業を活かした体験型観光の推進

　産業団体との連携を高め、基幹産業で

ある漁業・酪農業に密着した体験メニュ

ーの創出に努めます。

　　②霧多布湿原センターの活用

　町内外の来館者に自然とのふれあいの

場を提供し、本町の魅力を発信する施設

として整備充実を図り、交流人口の増加

に努めます。

　　③ルパン三世を活用した観光の推進

　ルパン三世を活用した観光推進の意識

を町民全体で共有し、町中での見どころ

の充実、イベントなどの開催による観光

客の増大に努めます。
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■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

誘致普及活動実施件数 件 9 8 8

観光施設整備件数 件 20 10 10

イベント参加者数 人 ＊1,734 15,000 15,000

＊イベントが相次ぎ中止になったため。平成29年度は、19,235人。
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■施策の目的

　土地利用に関する法令や指針に基づく適切

な土地利用を誘導するほか、町有地の有効活

用と適切な管理を行い、秩序ある土地利用に

努めます。

■現状と課題

　北海道釧路総合振興局管内の東端に位置す

る本町は、総面積423.63k㎡を有し、砂浜

や奇岩絶壁、嶮暮帰島をはじめとする無人島

など67kmに及ぶ海岸線、中南部には、国内

有数の湿地である霧多布湿原、内陸部は中山

間地域として丘陵原野が広がっています。

　土地は重要な資源であることから、地籍情

報を適正に補完し、利用にあたっては国土利

用計画法や関連する法令を適正に運用し、長

期的な展望に立った秩序ある土地利用を誘導

してきました。今後も、一定の面積を越える

土地の売買に必要な届出の周知を行うととも

に、自然環境や景観との調和を図りながら、

農・漁業をはじめとする各種産業での利用や

快適な生活環境の整備など、地域の特性に合

う長期的な視野に立った土地利用を進める必

要があります。また、近年増加している所有

者不明土地については、活用に向け関係機関

と連携した取組を進める必要があります。

　町有地については、社会のニーズに応じた

町有地の貸付・売却を行う必要があります。

しかし、国有地における公有地の売却手法の

不透明さが社会問題となり、町有地の売却に

おいてもルール作りが必要です。浜中町では

財務規則に公売をすることと規定されていま

すが、本町では既に土地賃貸借契約を締結し、

その土地を使用している方への売買以外の事

例がないため、既に取り組んでいる自治体な

どの状況を参考に、公平な手法での売却を進

める必要があります。

❖第１節　土地利用
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■主要な施策と主要事業

　 計画的な土地利用の推進

　強①土地利用の推進

　地域の特性を生かした土地利用を進め

ます。また、所有者が不明な土地につい

て、関係機関と連携し有効な利用に努め

ます。

　強②土地取引の適正化

　国土利用計画法など関係法令の適正な

運用を図り、秩序ある土地取引を誘導し

ます。

　　③町有地の売却

　遊休町有地の把握のため実態調査を行

い公平な手法での売却に努めます。

　 地籍情報の補完

　強①地籍情報の適正な補完

　土地取引などによる地籍の適正な補完

を行います。

　　②高度集積情報システムへの展開

　地籍情報を集積した高度集積情報シス

テムの構築を図ります。

　強③土地利用情報の提供

　森林情報や秩序ある土地利用に向け、

未利用地の把握をし、土地利用情報の提

供を図ります。

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

未届けの土地取引数（1,000㎡以上） 件 3 0 0

町有地の売却件数 件 実績なし 2 2
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■施策の目的

　貴重な自然環境や農・漁村の景観の向上、

美しい町並みの保全などを図るため、町民や

各団体、行政が連携し、自然環境の保全や調

和のとれた景観形成を推進します。

■現状と課題

　現在、地球規模の自然破壊が進んでおり、

地球温暖化や異常気象、生態系への影響が危

惧され、国際的にも自然環境の保全や自然エ

ネルギーの活用についての取組が進められて

います。

　本町は豊かな自然に恵まれ、総面積の

18.3％を占める7,825haが厚岸道立自然公

園の指定を受けています。また、中南部に広

がる霧多布湿原は、「霧多布泥炭形成植物群

落」として国の天然記念物の指定を受けてい

るほか、平成５年には「ラムサール条約登録

湿地」に認定され、平成13年には北海道遺

産にも選定されています。この豊かな自然に

は、天然記念物に指定されているタンチョウ

やシマフクロウなどをはじめとする多くの鳥

類、ワタスゲやエゾカンゾウなど約800種

類の草花と高山植物、エトピリカやトウキョ

ウトガリネズミなどの希少動物や昆虫が生息

しています。

　こうした自然の恩恵を生かしながら産業を

振興し、本町は発展してきました。この貴重

な自然環境は町民の財産であり、未来に受け

継いでいかなければなりません。そのために

は、自然の大切さを学び、環境にかける負荷

を少なくする生活や取組を進め、限られた地

域資源を持続可能な形で活用する循環型社会

の構築が求められています。そのため、町内

の一斉清掃などによる美化活動と周知、啓発

を続け、町民みんなで浜中町をきれいにする

という意識の高揚を図っていく必要がありま

す。

　また、昨今北海道の沿岸部には、流木を中

心に多くのゴミが流れ着いていることから、

海岸漂着物等地域対策推進事業を活用し、自

治会・町内会や町内企業、関係団体などによ

り回収された海岸漂着物の適切な処理を継続

していく必要があります。

　今後も自然景観や美しい町並みの保全を図

るため、町民との合意形成を図りながら望ま

しい景観の形成やスマートタウン化の推進を

図る必要があります。

❖第２節　自然保全・景観形成
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■主要な施策と主要事業

　 自然環境の保全

　強①川と海の環境保全対策

　魚道などの川の環境保全活動を支援し

ます。また、地域や関係団体と連携した

海岸清掃を実施します。

　　②不法投棄やポイ捨ての禁止

　自治会・町内会などによる清掃活動を

継続し、環境美化活動の啓発に努めます。

　　③自然体系に配慮した保護活動

　希少生物をはじめ動植物の保護・保全

を推進します。また、エゾシカの食害か

ら湿原の植生を守る対策を検討します。

　強④環境教育の推進

　環境保全活動を行う住民団体や学校、

企業、行政などが連携して環境教育を推

進し、自然への理解や環境負荷の軽減な

ど環境保全意識の向上に努めます。

自然エネルギーの利活用と省エネの推進

　強①自然エネルギーの利活用

　地域の特性を生かし、太陽光や風力、

地中熱などの自然エネルギーの利活用や

導入支援を推進します。

　強②省エネの推進

　節電、節水、車のアイドリングストッ

プなど、ＣＯ2の削減に向けた取組を推

進します。

　 自然と調和した景観の形成

　　①景観形成の確立

　本町にとって望ましい景観や保全する

ための方法を町民とともに検討し、景観

形成していきます。

　　②景観形成の誘導

　建築物や構造物の建設や設置による景

観への影響が少なくなるような景観の形

成に努めます。

■関連する主な計画等

　第２次浜中町環境基本計画（平成27年度～令和６年度）

　浜中町地球温暖化対策実行計画（令和２年度～令和４年度）

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

浜中町役場温室効果ガス排出量 ｔ 4,817 4,191 3,565

町内一斉清掃参加者人数（春） 人 1,297 1,250 1,200

町内一斉清掃参加者人数（秋） 人 747 720 700
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■施策の目的

　町民に対し、ゴミ・資源物の分別の徹底を

継続して啓発することで、環境にやさしいま

ちづくりを進めるための意識向上を図ります。

■現状と課題

　昨今、環境問題は、地球温暖化の進行やオ

ゾン層の破壊、希少生物の減少、外来種の増

殖に加え、海洋プラスチックゴミの増加など、

地域や国境を越えて広がる人類全ての生存基

盤に係わる深刻な状況をもたらしています。

　そのような中、近年は、大量生産、大量消

費、大量廃棄という社会から、環境への負荷

が少ない持続可能な「循環型社会」への転換

が求められております。

　本町では、ノーレジ袋運動をはじめ、マイ

バック運動の推進や徹底したゴミの分別によ

るリサイクルの推進など、地球規模での環境

保全対策に取り組んでいるところです。

　本町のゴミ処理については、ゴミを18種

類に分類し、資源物は引き取り業者を通して

リサイクルを行っています。可燃ごみについ

ては、根室市のじん芥焼却場で処理をしてい

ます。また、不燃ゴミについては、町廃棄物

最終処分場で埋立処理を行っていますが、現

埋立地の残容量が減っていることから、今後

新たな廃棄物最終処分場の建設を進める必要

があります。

　ゴミの不法投棄については、年間を通して

数件の情報提供が寄せられており、根絶に至

っていません。そのため、不法投棄の多い場

所については、看板を設置し啓発に努めてい

ます。今後、不法投棄が多い場所に監視カメ

ラの設置を行うなど、根絶に向けた取組を促

進する必要があります。

　今後も町民一人ひとりが、環境美化に対し

高い意識を保ち、本町の美しい自然景観を保

全できるよう、環境にやさしいまちづくりを

推進していきます。

❖第３節　環境保全・環境衛生
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■主要な施策と主要事業

　 環境の保全

　　①環境保全活動の推進

　環境保全意識向上のため、浜中町レジ

袋削減宣言の趣旨のもと、引き続きノー

レジ袋運動を推進します。

　 ゴミ処理対策の推進

　強①適正なゴミの分別促進

　ゴミ排出量の減量化を図るため、ごみ

分別ポスター、ガイドブックなどにより、

各家庭における分別の徹底を促進します。

　　②資源リサイクル推進

　資源物としての家庭ごみの分別による

リサイクルの徹底を図るとともに、資源

物リサイクル活動奨励交付金の継続によ

り、自治会の資源物リサイクル活動を推

進していきます。

　強③�廃棄物最終処分場の建設に向けた取組

　建設地の検討、構想案の作成などを行

い、町民の理解のもと、廃棄物最終処分

場の建設に向けた取組を行います。

　 不法投棄防止の対策

　　①湿原クリーン作戦等の継続

　自然と景観を守る湿原クリーン作戦な

どを継続し、環境美化を図るとともに、

不法投棄防止に向けた意識の向上を図り

ます。

　　②不法投棄防止活動の推進

　ゴミの不法投棄やポイ捨てなどについ

て、パトロールや監視カメラの設置によ

る防止対策を講じるとともに、指導体制

の強化に努めます。

■関連する主な計画等

　一般廃棄物処理基本計画（平成20年度～令和４年度）

　浜中町分別収集計画（令和2年度～令和６年度）

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

ゴミの総量 ｔ 2,128.94 1,622.94 1,447.41

可燃ごみの量 ｔ 1,299.16 1,217.20 1,090.26

家庭系ゴミの1人1日当たりの排出量 ｇ 838.65 800 770

湿原クリーン作戦参加者人数 人 188 190 190

不法投棄と考えられる事案の処理件数 件 6 3 0
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■施策の目的

　公園や緑地など町民が集い、憩う場の整備

と適切な維持管理に努めるとともに、植栽な

ど地域の緑化を推進し、緑で美しいまちを目

指します。また、町内にある各墓地と斎場の

適切な維持管理に努めます。

■現状と課題

　公園・緑地は、遊び場やスポーツ活動、交

流の場など町民が集い、憩う場として、快適

な生活を営む上で重要であるとともに、良好

な景観を形成する大切な役割を果たしていま

す。

　本町では、大規模運動公園やふるさと広場、

榊町いこいの広場、酪農展望台をはじめ地域

に応じた公園・緑地の整備を進めてきました。

　しかし、設置から年数が経過し施設や遊具

の老朽化が目立っており、利用状況や必要性

など地域や自治会・町内会などと協議をしな

がら適切な補修を計画的に進める必要があり

ます。また、清掃や維持管理など公園・緑地

のあり方について地域と共通理解を図り、検

討していく必要があります。

　緑化運動については、自治会連合会ととも

に「花いっぱい運動」を推進し、各家庭や企

業、学校などでの緑化について取り組んでい

ます。また、市街地のメイン道路の花壇整備

のための支援を行っています。今後もこうし

た運動を継続しながら地域の協力のもと花壇

整備など緑化運動を進める必要があります。

　墓地については、各墓地管理組織と連携を

図りながら、町民の需要に応じた整備を行う

など適切な維持管理を行わなければなりませ

ん。また、景観への配慮など、墓地環境の向

上に努める必要があります。

　斎場については、建物や火葬炉の老朽化が

進んでいることから、保守点検と修繕などに

より、計画的な維持管理を行うとともに、施

設内の改修などによる利便性の向上を図る必

要があります。

❖第４節　公園・緑地・墓地整備
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■主要な施策と主要事業

　 公園・緑地の整備

　強①公園・緑地整備の推進

　清掃や環境整備活動による公園・緑地

の適切な維持管理に努めます。

　 緑化運動の推進

　　①緑化運動の推進

　花いっぱい運動を継続し、コンクール

や講習会を開催するなど、地域における

緑化を推進し、まちの景観向上に努めま

す。

　　②緑化意識の向上

　緑化運動を推進し、地域などとの協力

により緑化意識の向上に努めます。

　 墓地・斎場の整備

　　①墓地の整備

　無縁墓地などの区画整理を進め、周辺

環境の向上を図り、安らぎある墓地環境

の整備に努めます。

　　②斎場の適切な管理

　斎場周辺の環境整備を図るとともに、

火葬場、火葬炉の適切な維持管理、施設

内の利便性の向上に努めます。

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

花いっぱい運動参加個人・団体数 件 8 10 12

フラワーマスターの数 人 5 10 10
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■施策の目的

　交通安全設備の整備や交通安全指導の強化

により、交通事故の発生を予防するとともに、

防犯対策などを進め、安心して暮らせる地域

の確立に努めます。

■現状と課題

　国や地方公共団体、関係民間団体などが一

体となって交通安全対策を推進したことによ

り、交通事故死亡者は減少しています。しか

しながら、交通事故死者数に占める高齢者の

割合が依然として高いことが問題となってい

ます。

　本町では、交通安全組織の協力を受けなが

ら、町民の交通安全意織の啓発に努めるとと

もに、今後も関係機関、団体、学校などの協

力により、町ぐるみの交通安全運動を強化し、

住民の交通安全意識の高揚を図る必要があり

ます。

　一方、防犯対策については近年、児童虐待や

配偶者からの暴力、高齢者を対象とした振り込

め詐欺を始めとする特殊詐欺の被害や、インタ

ーネットを介したサイバー犯罪が問題となって

います。

　本町では、今後も防犯協会が主体となって、

警察や関係機関、自治会・町内会との連携を

強化し、幅広い防犯活動を展開していく必要

があります。

■主要な施策と主要事業

　 交通安全対策の推進

　　①交通安全設備等の整備

　カーブミラーやガードレールなどの整

備を図ります。

　　②交通安全意識の啓発

　飲酒運転や速度違反の防止と交通安全

意識の普及啓発に努めます。

　 防犯対策の推進

　　①防犯意識の推進

　防犯意識の高揚を図るため、広報誌な

どによる住民周知など啓発活動に努めま

す。

　強②防犯対策を促進

　日頃から近所で声を掛け合い、不審者

が入り込めないように地域のコミュニケ

ーションの充実を図ります。

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

交通安全街頭啓発 件 10 11 13

広報誌などによる防犯周知 回 4 6 8

❖第５節　交通安全・防犯対策
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■施策の目的

　高齢者世帯の増加や生活形態の変化などの

多様なニーズに対応した快適な町営住宅の供

給や計画的な修繕などを行い長寿命化に努め

ます。民間住宅については、耐震化や永く住

み続けられる住まいづくりを支援し、空き家

対策を進めるなど、安心・安全で快適な住環

境の整備を推進します。

■現状と課題

　住宅は、人が生活を営む上での重要な基盤

であることから、安心・安全で快適な住環境

の整備が求められます。特に本町においては、

大規模な地震の発生もあることから、住宅の

耐震化についても促進が求められます。

　町営住宅については、令和元年度末現在、

257戸を維持管理していますが、昭和40年

代に建設し老朽化した住宅も多いことから、

計画的な建替え事業や長寿命化に努めなけれ

ばなりません。

　民間住宅については、地震に強い住宅を確

保するため、町内に存在する新耐震基準導入

以前の既存建築物について、耐震改修費用の

一部を補助する「浜中町既存住宅耐震改修費

補助金」の利用を促進し、耐震化率の向上に

努める必要があります。また、平成27年度

から「安心住まいる促進事業」を実施してお

り、町内における新築住宅・既存住宅の安全

性、耐久性及び居住性の向上など、町民が永

く安心して住み続けられる住まいづくりや住

環境整備の促進を引き続き図る必要がありま

す。

　また、人口減少や既存の住宅、建築物の老

朽化、社会的ニーズの変化などに伴って町内

でも空き家などが増加しており、防災、環境、

景観などの面で地域住民へ深刻な影響を及ぼ

していることも問題となっています。このこ

とから、「浜中町空家等対策計画」を策定し

ました。今後も関係法令や計画に沿って、空

き家などの適切な管理を促進する必要があり

ます。

❖第６節　住宅・住環境の整備
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＊ユニバーサルデザイン…すべての人が利用できることを目指した計画・設計・考え（デザイン）のこと。

■主要な施策と主要事業

　 快適な町営住宅の供給

　強①町営住宅の整備

　居住環境の向上を図るため老朽化した

町営住宅の計画的な建替えや修繕を行い

ます。

　強②高齢者等に対応した町営住宅の整備

　高齢者や障がい者が安心して居住でき

るよう、手すりの設置や段差の少ないユ

ニバーサルデザイン＊を取り入れた町営

住宅の建設を図ります。

　強③計画的な町営住宅の管理

　長期的な活用を図るべき町営住宅につ

いては、耐久性の向上、躯体への影響の

低減、維持管理の容易性などの観点から、

予防保全的な改善を図ります。

　 地域にあった住環境の整備

　強①既存住宅の耐震化の促進

　町内に存在する新耐震基準導入以前の

既存建築物について、建築物の地震に対

する安全性の向上を計画的に促進しま

す。

　強②住環境整備の促進

　町内における新築住宅・既存住宅の安

全性、耐久性及び居住性の向上を図り、

町民が永く安心して住み続けられる住ま

いづくりや住環境整備の促進を図りま

す。

　 空家等の適切な管理の推進

　強①空家等の適切な管理の推進

　適切に管理されていない空家等の除却

を推進し、安心して暮らすことができる

生活環境づくりに努めます。

■関連する主な計画等

　第二次浜中町公営住宅等長寿命化計画（平成30年～令和９年）

　浜中町空家等対策計画（平成30年度～令和４年度）

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

公営住宅の建替工事 件 1 1 1

住宅の耐震改修率 ％ 59.7 74.7 90.0

浜中町内の空き家戸数 戸 116 100 82
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＊�共同受信施設…地理的にテレビ電波を良好に受信できない場合に、共同でアンテナを設置して各戸にケーブルを引き込み、テレ
ビを視聴するための施設のこと。

■施策の目的

　通信基盤の整備や情報通信システムの整備

などに計画的に取り組み、町民生活の向上や

地域産業の振興などに努めます。

■現状と課題

　情報通信技術の進歩に伴い、世界的規模で

の情報通信ネットワークが構築され、経済・

社会・生活などのあらゆる場面において活用

され、その恩恵を享受する情報化社会となり

ました。

　本町では、こうした情報化社会に対応する

ため高速無線通信による通信環境の整備を行

っています。

　しかし、現在最も高速な光回線の整備は一

部地域のみで、通信の高速化や通信データ量

の増加に伴い、現在の高速無線通信では対応

しきれない場面もでてきています。また、情

報技術は今後も急速に発展し、今以上に産業

の効率化や生活の利便性向上、医療、教育な

ど様々な分野で一層活用されていくことが予

想されています。

　このことから、基盤整備など通信環境の改

善について取り組んでいく必要があります。

　地上デジタル放送については、霧多布デジ

タルテレビ中継局の適切な維持管理に努める

とともに、難視聴地域における共聴施設の整

備を支援し、安定的な視聴環境の保持に努め

る必要があります。

■主要な施策と主要事業

　 情報通信の整備

　強①高速ブロードバンドの整備

　通信環境改善のため、通信基盤の整備

や情報通信システムの整備などを進めま

す。

　強②�地上デジタルテレビ受信施設の管理と

整備

　地上デジタルテレビ受信施設の適切な

管理・運営に努めます。また、難視聴区

域においては、共同受信施設＊の整備を

支援します。

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

共聴施設のデジタル化 件 1 7 7

❖第７節　情報通信の整備
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■施策の目的

　近隣市町村への安定的な移動や輸送のた

め、高規格自動車道や国道、道道の整備につ

いて要望するとともに、生活道路の整備を進

め、車社会の利便性と安全性を図るための事

業推進に努めます。また、町民生活の基盤と

なる公共交通の確保と利便性の向上を図るた

め、地域住民や交通事業者と協力しながら、

利用者のニーズに即した新な公共交通の導入

などの取組を進め、総合的な公共交通体系を

確立するとともに、住民意識の醸成と利用の

促進に努めます。

■現状と課題

　道路・交通網は、町民の生活や生産活動を

支える重要な社会基盤であり、着実な整備と

維持が必要です。道東地域の中核都市である

釧路市と根室市を結ぶ国道44号は、本町の

ほぼ中央部を横断しており、農林水産品の輸

送をはじめ商工業や観光業、医療など町民の

生活を支える重要な道路となっています。し

かし、国道44号は吹雪や冠水などで通行止

めが頻発するほか、事故の多発や津波浸水区

域があるなどの課題もあります。また、北海

道横断自動車道の釧路市延伸や釧路港の国際

バルク戦略港湾化に伴い、道央圏や釧路市へ

の移動時間の短縮や安定的な輸送路の確保な

ど、より一層の道路整備が望まれています。

　こうしたことから、釧路・根室間において

も高規格自動車道の整備促進を関係機関に要

請していく必要があります。

　町道については、300路線で総延長390.7

ｋｍ、改良済が289.5km、舗装率は56.8％

となっており、今後も地域の均衡と緊急性、

重要性を勘案しながら住民生活の向上や産業

振興を図るための道路網整備を計画的に推進

する必要があります。

　公共交通機関について、鉄道はJR花咲線、

バス路線については、地域幹線系統となる霧

多布線、釧路・根室線のほか、町内1路線の

浜中線が運行されています。また、町独自の

施策として、バス路線がない内陸部に町内巡

回バス4路線を運行しています。しかし、巡

回バスについてはJR花咲線との接続が考慮

されておらず、広域移動を行うにあたっては

利用しにくい交通体系となっているため、輸

送量も減少傾向となっています。

　近年の急速な少子高齢化や人口減少、運転

免許の返納などにより交通手段のない町民の

増加を見据え、市街地までの利便性の高い公

共交通網の構築や、町民の広域な生活移動を

支える公共交通のあり方などについて、まち

づくりと公共交通が連携した公共交通施策を

展開していく必要があります。

❖第８節　道路・交通網の整備
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■主要な施策と主要事業

　 主要幹線道路の整備

　強①高規格自動車道等の整備促進

　近隣市及び道央圏と安全で短時間での

移動や輸送を可能とするため、北海道横

断自動車道の整備促進や国道及び道道整

備について関係機関に要望します。

　 生活道路の整備

　強①生活道路の整備の促進

　生産・生活道路として町道の整備促進

を図ります。

　 快適で安全な道路環境の整備

　強①快適で安全な道路環境づくりの促進

　歩道の設置などを進め、交通安全対策

の促進を図ります。

　　②道路環境の整備の促進

　地域にあった植樹などを進め、景観に

配慮した道路整備の促進を図ります。

　 公共交通網の整備

　強①浜中町地域公共交通網形成計画の策定

　市街地までの公共交通（町内公共交

通）・広域な生活移動を支える公共交通

（広域公共交通）について、町民のニー

ズに即した、「浜中町地域公共交通網形

成計画」を策定し、交通網の整備を図り

ます。

■関連する主な計画等

　　浜中町橋梁個別施設計画（令和元年度～令和10年度）

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

橋梁の修繕完了箇所（累計） 橋 4 11 17

公共交通の利便性満足度 ％ 3 30 50
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＊�ストックマネジメント…これまでに整備された基盤施設や公共施設、建築物（ストック）を有効活用し、社会需要や老朽度判定、
改修費用などを総合的に勘案した上で、改修や用途変更、解体など管理（マネジメント）の方向性を決めること。

■施策の目的

　人命・産業の源である、安全・安心な水道

水を提供するため、「浜中町水道ビジョン」

を基に、老朽化した水道施設の更新を計画的

に進めます。また、生活排水やし尿の適切な

処理を行うため、下水道施設の維持管理に努

めます。下水道整備が困難な地域については、

引き続き合併処理浄化槽の設置により、環境

保全に努めます。

■現状と課題

　本町における水道事業は、昭和33年度に

創設され、4次の拡張を経て、60年以上に

わたり事業運営を遂行し、安心・安全な水道

水の提供に努めてきました。一方、水道施設

は老朽化が進み、その多くが耐震化改修及び

更新を必要としています。

　水道事業では、平成29年度に水道施設の

耐震化改修及び更新計画を踏まえた「浜中町

水道ビジョン」を策定し、平成30年度から

事業を進めているところです。

　計画では、「浄水場・配水池・管路」を今

後20年間で改修・更新する予定ですが、限

られた財源の中で適切・効率的に事業を進め

る必要があります。また同時に、安定した水

質を維持するため、水源である「深井戸」「三

郎川（表流水）」の保全に努める必要があり

ます。

　下水道事業については、下水道汚水管渠の

面整備が終了したため、今後は水洗化率の向

上を図る必要があります。また、ストックマ

ネジメント＊計画に基づき施設の延命化を行

い適切な維持管理を図る必要があります。

　し尿処理については、下水道処理区域では

ない地域などへの対策として合併処理浄化槽

の設置を進めてきました。しかし、依然とし

て未設置の地域もあることから、今後さらに

合併処理浄化槽の設置に取り組んでいく必要

があります。

　また、老朽化が進んでいる衛生センターに

ついては、修繕、点検などにより適切な維持

管理に努めるとともに、新たな最終処分場の

建設に併せ、今後の方向性について検討して

いく必要があります。

❖第９節　上・下水道の整備
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■主要な施策と主要事業

　 水道事業の基盤強化

　強①水道施設の耐震化改修及び更新

　「浜中町水道ビジョン」の施設・管路

更新計画を基に耐震化改修及び更新事業

を進めます。

　　②水質の保全

　水源である「深井戸」「三郎川（表流水）」

の水質維持に努めます。

　 下水道施設の維持管理

　強①下水道施設の適切な維持管理

　地域ごとに整備されている処理場やポ

ンプ場の適切な維持管理に努めます。

　 し尿等の適切な処理

　強①生活用雑排水の処理

　自然環境を守るため、下水道集合処理

が難しい地域については、引き続き合併

処理浄化槽の普及促進を図ります。

　強②し尿等の処理

　衛生センターでのし尿処理などを含

め、下水道関連事業による環境保全を図

ります。

■関連する主な計画等

　　浜中町水道ビジョン（平成30年度～令和19年度）

　　下水道ストックマネジメント改築・修繕計画（令和元年度～令和５年度）

　　一般廃棄物処理基本計画（平成20年度～令和４年度）

　　循環型社会形成推進交付金事業実施計画（令和元年度～令和５年度）

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

配水施設耐震化率 ％ 42.9 71.3 91.1

町内の水洗化率 ％ 80.4 82.9 85.4

合併処理浄化槽設置基数 基 6 6 6
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【基本目標３】
災害に強く町民によりそったまちづくり第３章

■施策の目的

　治山事業による森林の維持造成を通じて、

山地災害などから地域住民の生命や財産を守

るとともに、水源涵養機能や国土保全機能に

よる生活環境などの向上や保全を図り、安全

で住みよい定住条件を整備します。災害など

に対処する危険箇所の監視に努め、自然環境

の保全とあわせ町民の安全と財産を守るため

の治山・治水対策を推進します。

■現状と課題

　町民の安全と財産を守り、自然豊かな環境

を維持していくためにも土地保全対策は重要

です。

　本町では、主に海岸線や集落周辺の急傾斜

地崩壊の恐れのある危険地域が多く、復旧治

山事業や予防治山事業を中心に計画的に整備

を行ってきました。しかし、保安林などは樹

齢とともに水源涵養機能も低下しつつあり、

さらなる保安林の規模拡大や造成などの整備

が求められております。近年多発する異常気

象や大規模災害に対応するべく、林地保全対

策を強化しなければなりません。

　河川については、町内に210の普通河川

があり、集中豪雨や融雪時などには、増水す

るものの、現在まで、大きな洪水被害は発生

していません。

　しかし、町内河川のほとんどが、原始河川

であり河岸浸食や屈曲による決壊の危険もあ

ることから、計画的に危険箇所の点検と整備

を進めなくてはなりません。

　また、海岸の貴重な自然を守り、漁業を維

持するためにも安全な利用を図るための海岸

保全対策が求められています。

❖第１節　町土の保全
　

第
３
章　
【
基
本
目
標
３
】災
害
に
強
く
町
民
に
よ
り
そ
っ
た
ま
ち
づ
く
り



58

第
３
部

基 

本 

計 

画

■主要な施策と主要事業

　 治山の推進

　強①治山対策

　山地災害などを防ぐため、危険地域の

点検と現状を把握し、復旧治山事業及び

予防治山事業の展開を図り町民の生命と

財産を守ります。

　強②保安林の整備

　保安林の維持と保全を図るため、保安

林指定区域の拡大と、計画的な保安林整

備を行い小規模治山事業などの展開を図

ります。

　 治水の推進

　強①治水対策

　洪水などの被害を防止するため関係機

関と連携を図りながら治水対策を進めま

す。

　強②河川環境保全

　浸水被害を防止するため、排水路や河

川の維持管理に努めます。

　 海岸保全の推進

　強①漁港・建設・農地海岸の保全

　北海道と連携し海岸浸食の実態を把握

し、海岸侵食対策や津波高潮対策に努め

ます。

　強②港湾海岸の保全

　霧多布港海岸における防潮堤や防波堤

など、施設の維持管理を図り、充実した

津波高潮対策に努めます。

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

保安林面積と機能維持 ha 10,979 10,979 10,979
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＊�Ｊアラート…全国瞬時警報システム。衛星通信と市町村の同報系防災行政無線等を利用し、緊急情報を住民へ瞬時に伝達するシ
ステムのこと。

■施策の目的

　地震や津波など自然災害の発生を想定し、

関係機関と連携しながら防災体制の確立を図

り、避難施設や受援体制の整備など、「浜中

町地域防災計画」に沿って防災対策を進めま

す。また、各家庭・事業所などへ啓発を行う

ことで町民の防災意識の高揚を図り、避難訓

練参加率の向上に努めます。

■現状と課題

　近年、大雨や地震などによる大規模自然災

害が全国各地で発生し、尊い命が奪われる事

態が相次いで発生しています。本町において

も過去幾度にわたり地震やそれに伴う津波、

暴風雨など自然災害による甚大な被害を受け

ており、また、政府の地震調査委員会からは、

千島海溝でマグニチュード8.8以上の超巨大

地震の発生が切迫している可能性が高いとさ

れ、その地震に伴う津波の発生も危惧されて

います。さらに本町は、67kmにも及ぶ海岸

線を有し、浜中湾と琵琶瀬湾の2つの湾に挟

まれている地形から到達する津波の沿岸最大

水位が高くなると想定されていることや津波

から避難するための高台までの距離が遠い地

域があるなど、地理的な特徴もあります。

　こうした中、本町では「浜中町地域防災計

画」に沿って防災対策を進めてきました。自

治会・町内会や関係機関などと連携した津波

防災避難訓練を毎年5月24日のチリ地震津

波の日に実施しているほか、津波避難計画の

策定、ハザードマップの各戸配布、防災講演

会の開催、保育所や学校での防災教育や避難

訓練などを実施してきました。また、津波避

難道の整備や監視カメラの設置、防災コンテ

ナや避難施設への災害備蓄品の整備、防災行

政無線の整備などを推進してきました。さら

に、公共施設の耐震化や防潮堤の嵩上げ工事、

防災センター機能を備えた役場新庁舎の建設

などソフト、ハードの両面から防災・減災対

策を実施しています。

　しかし、災害がいつ起きてもおかしくない

という状況を強く心に留め、想定される災害

に平時から備える必要があります。今後も自

然災害の発生を想定した避難訓練や防災講演

会、防災教育などを継続して実施し、防災意

識の向上を図る必要があります。また、非常

通信の要であるＪアラート＊や防災行政無線

を適切に管理し、計画的に更新する必要があ

るほか、各避難施設の災害備蓄品の更新と充

実に努めるとともに、老朽化が進んだ公共施

設や設備の更新の時期に差しかかっているこ

とから、大規模改修や耐震化を実施する必要

があります。さらに、被災時を想定した新庁

舎などの機能の活用方法や行政の業務継続体

制の確立、速やかに災害からの復旧が図れる

よう関係機関などとの協力体制を確立し、災

害に強いまちづくりを進める必要がありま

す。

❖第２節　防災体制の整備
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■主要な施策と主要事業

　 防災対策の推進

　強①防災施設等の整備

　避難所や避難道などの整備を継続して

行うとともに、災害備蓄品の適切な管理

に努めます。

　強②防災情報の収集と伝達

　関係機関などから防災情報を収集し、

防災行政無線などにより迅速・的確な情

報の伝達に努めます。また、防災行政無

線の適切な維持管理に努めます。

　強③減災対策の促進

　ライフラインとなる上・下水道の耐震

化を進めるほか、民間住宅への耐震化支

援を行うことで減災対策の促進を図りま

す。

　 防災意識の向上

　強①防災意識の向上

　避難訓練や防災講演会を実施し、津波

などの自然災害への備えを見直すきっか

けを作るほか、学校などで防災教育を実

施し、防災意識の向上を図ります。

　 避難体制の整備

　強①避難体制の整備

　ハザードマップや町ホームページで避

難場所など防災情報の周知を行うととも

に、避難行動要支援者への対策を進め、

避難しやすい体制づくりに努めます。

　 行政機能の確保

　強①行政機能の確保

　災害時における業務継続体制を確立

し、行政施設の機能維持を図ります。

■関連する主な計画等

　　浜中町地域防災計画

　　浜中町強靭化計画

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

災害備蓄率 ％ 55.2 70 85

避難所充足率 ％ 76.7 93.3 100

避難訓練の参加率 ％ 18.5 20 23
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■施策の目的

　町民の防火意識の高揚と、防火管理体制の

充実強化を図り、火災予防に努めます。また、

消防職員の技能向上や消防施設、設備などの

拡充を進めるとともに、消防団員の確保に努

め、消防力の強化に努めます。救急現場及び

搬送途上における応急措置の迅速な対応を推

進するとともに、町民に対する応急手当の普

及啓発を行い救命率の向上に努めます。

■現状と課題

　近年、全国では大規模な火災、大雨や地震

などによる大規模自然災害が発生していま

す。本町でも年に数件の火災が発生しており、

また、地震や津波などの自然災害の発生が危

惧されるなど、町民の生命や財産を守る消防

力の向上が求められています。

　消防体制については、常備消防として釧路

町、厚岸町、浜中町の3町が構成する釧路東

部消防組合が設立され、霧多布市街に浜中消

防署が、茶内市街に茶内分遣所が置かれてい

ます。

　本町ではこれまで、消防職員の技能向上や

地域特性にあった消防車両や資機材の配置、

地域消防団員の確保や育成に努めてきまし

た。今後も資機材の計画的な更新や増強、消

防団員の確保や装備の充実、町民の防火意識

の向上などを図り、緊急時には速やかな対応

ができる体制を整えておく必要があります。

　救急体制では、事故や緊急時の高度な応急

処置と搬送体制を維持し、町民の命を守るた

め救急体制の充実を図ってきました。今後も

高齢者人口の増加が予想されることから、計

画的な救急車両や資機材の更新と救急救命士

の確保、救命率向上に向けた一般住民への応

急手当の普及が必要です。

　また、自然災害発生時には避難誘導や救命

救急活動、消火活動など様々な対応が求めら

れることから、訓練の実施や関係機関との連

携など災害対応の強化を一層進める必要があ

ります。

❖第３節　消防・救急体制の整備
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■主要な施策と主要事業

　 消防体制の整備

　強①消防体制の強化

　消防職員及び消防団員の確保や育成に

努め、消防体制の強化を図ります。

　強②消防設備の充実

　消防車両や救急救助資機材、通信指令

施設などの計画的な更新を行うととも

に、必要に応じて設備の増強も検討し、

消防施設の充実を図ります。

　強③防火意識の向上

　幼年消防クラブの活動や歳末警戒など

を継続して実施するほか、火災予防の啓

発を推進し、防火意識の向上を図ります。

　 救急体制の整備

　強①救急体制の機能維持

　救急車など救急資機材の充実を図ると

ともに、それに従事する救急救命士を安

定的に確保し、救急体制の維持を図りま

す。

　強②救命意識の向上

　救命講習を実施して、ＡＥＤの使用方

法や心配蘇生法を普及し、救命意識の向

上を図ります。

　強③災害時医療体制の強化

　平時から浜中診療所や近隣の医療機関

と連携し、津波などの自然災害時におけ

る医療体制の強化を図ります。

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

消防団員数 人 167 180 195

救命講習の実施 件 22 30 40

第
３
章　
【
基
本
目
標
３
】災
害
に
強
く
町
民
に
よ
り
そ
っ
た
ま
ち
づ
く
り



笑顔輝く共創のふるさとを 未来へ
　自然とともに生きる 豊かな大地と海のまち はまなか

63

第
３
部

基 

本 

計 

画

【基本目標４】子どもから大人まで
安心して暮らせる未来のまちづくり第４章

■施策の目的

　超高齢化社会と少子化による人口減少時代

に対応し、共に助け合いながら生活できる地

域社会づくりと子どもが安全で健やかに育つ

ための環境づくりを推進します。

■現状と課題

　本町は、高齢人口の急速な増加と出生児数

の減少による少子高齢化や、個人の価値観の

多様化、核家族化の進行など様々な要因によ

り、私たちを取り巻く地域社会の状況は大き

く変化しています。また、地域住民同士のつ

ながりの希薄化や相互扶助機能の低下など、

近所付き合いをはじめとしたコミュニティ活

動が少しずつ停滞している地域も見受けられ、

さらに高齢者のみの世帯やひとり暮らし高齢

者の増加によって、地域福祉の役割は一層重

要なものになっています。

　この地域福祉ニーズの複雑化・多様化に対

応するためには、公的サービスの充実だけで

はなく、地域住民・関係団体などが一体とな

り、「自助」「共助」「公助」の考え方のもと、

互いに連動しながらそれぞれの役割を担うこ

とが、これまで以上に必要不可欠となります。

そして、住み慣れた地域や家庭の中で、全て

の町民がゆとりや潤い、生きがいを感じなが

ら、健やかに安心して暮らせる福祉活動を推

進することによって、はじめて「地域共生社

会」を実現することが可能となります。

　今後も高齢者や障がい者を始め、全ての町

民が地域社会の中で自立した生活を営み、積

極的に社会参加していく上で必要な社会資本

への投資や生活環境の整備を図っていかなけ

ればなりません。

　さらには、地域福祉の中心的な役割を担う

社会福祉協議会、民生児童委員協議会の活動

も年々重要度が増してきており、それをフォ

ローアップする支援体制の充実や、自治会・

町内会、福祉団体やボランティア組織を育成

するとともに、地域福祉のネットワークづく

りと町民の福祉意識の高揚を図っていく必要

があります。

❖第１節　地域福祉
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■主要な施策と主要事業

　 地域で支え合う基盤体制の確立

　強①地域支援体制の確立

　社会福祉協議会や民生児童委員協議会、

自治会・町内会、ボランティア団体と連

携し、各種福祉制度の普及を促進します。

　　②関係団体への活動支援

　地域福祉に関わる各種関係団体の活動

支援に努め、地域福祉活動の一層の充実

を図ります。

　強③地域福祉教育活動の推進

　災害時など地域住民が必要に応じて福

祉活動に関われる講座などの啓発推進に

努めます。

　 住みよい環境づくりの推進

　　①地域共生社会の普及推進

　浜中町地域活動支援センター（旧榊町

小学校）を「共生型地域福祉拠点」に位

置付けし、障がい者や高齢者との交流を

推進し、福祉意識の醸成に努めます。ま

た、共生型事業の継続実施や共生型サロ

ンの定期開催を推進します。

　　②生活環境の整備

　高齢者や障がい者（児）に配慮した公

共施設の整備や、バリアフリー化の推進

に努めます。

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

共生型事業参加者数 人 97 130 150
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■施策の目的
　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし
続けることが出来るよう、健康づくりや介護
予防への取組や地域での支え合いの体制づく
りを進めます。
　また、高齢者が希望する介護保険サービス
を受けられる体制の確立を推進するととも

に、必要なサービス情報を速やかに提供する
体制を構築します。さらに、介護保険制度に
ついて分かりやすく解説することにより、制
度について理解を深めるとともに、適正化事
業を実施することにより、適正な運営と介護
負担軽減に努めます。

■現状と課題
　わが国の人口減少や少子高齢化社会は今後
もさらに進行し、医療や介護の需要が大きく
なることが見込まれており、本町でも同様に
増加傾向で推移しています。高齢者人口は、
平成18年より後期高齢者が前期高齢者を上
回り、平成31年3月末の高齢化率は31.2％
となっています。また、介護認定者数は平成
27年をピークにやや減少傾向となっており、
平成31年3月末現在で260人、認定率14.1
％と、介護保険制度の開始以来、他市町村と
比較して低い値で経過しています。
　この要因としては、昔ながらの地域のつな
がりや助け合いが機能していること、さらに
は一次産業が主産業の本町において、就労に
携わっている元気な高齢者が多いことが影響
していると考えられます。しかし、介護人材
やサービスが不足している一方で高齢者人口
が増加し、認知症高齢者も増加することが予
測されています。これにより介護が必要な状
況になっても住み慣れた地域で安心して暮ら
し続けることができる体制づくりが今後の課
題となっています。
　本町では「第7期高齢者保健福祉計画・介
護保険計画」を平成30年3月に策定し、介護
保険制度を含めた高齢者施策の体系的な推進、
円滑な実施を目指した数々の取組を進めてき
ました。

　介護予防の取組として、運動機能向上を目
的とした「ハツラツ倶楽部わっはっは」、外
出機会が少なく体力の衰えが気になる方を対
象とした「ほのぼのくらぶ」を開催し、平均
寿命の伸長に伴う自分に合った生活機能の維
持・向上が図られるよう努めています。また、
介護保健サービスだけではなく、軽微な生活
支援サービスや外出支援サービスを提供、平
成28年度より隔年で介護初任者研修を町内
開催するなど、介護人材の確保にも取り組ん
でいます。さらに平成30年度からは、配食
サービスによる高齢者の見守りも開始してい
ます。
　今後は、限られた医療・介護資源を有効活
用する中での、地域の特性に応じたサービス
提供がもとめられており、医療・介護・予
防・生活支援・住まいを総合的に行う「地域
包括ケアシステム」を推進する必要がありま
す。さらには、本町は特別養護老人ホームと
認知症を対象としたグループホームがありま
すが、どちらにも該当しない介護支援者に対
応する施設を町外に依存している状況にある
ことから、在宅での生活が困難な高齢者に対
する施設サービスなどの充実も求められてい
ます。
　また、今後も計画に基づき、介護サービス
事業の内容把握や関係機関と連携を図りつ

❖第２節　高齢者福祉
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つ、介護給付費について受給者本人への通知
や統計的な分析などを行うことにより、幅広

い視点から介護保険事業の適正化を推進して
いく必要があります。

■主要な施策と主要事業
介護予防・日常生活支援総合事業の推進

　強①健康づくりの推進
　より良い生活習慣への取組に向けて、
健康教室や広報により啓発活動を推進し
ます。

　　②介護予防の推進
　介護予防教室の展開や地域で必要な支
援が受けられるようにサービスの充実を
図ります。

　強③見守りネットワークの充実
　認知症サポーターの養成講座や関係機
関との連携により、認知症への理解を深
め、介護者の負担軽減に向けての支援体
制の充実を図ります。

　　④福祉サービスの充実
　高齢者への日常生活用具の貸し出し、
Ｔ字ステッキの交付など各種助成事業の
充実に努めます。

　

介護保険制度の円滑な運営とサービスの充実促進
　　①介護保険サービスの充実
　居宅サービスなどを安定的に供給する
ための体制づくりを推進します。

　　②適正な事業運営の確保
　介護給付費適正化事業に取り組み、適
正なサービス事業所への指導、監督に努
めます。

　　③介護保険事業の啓発普及
　ケアマネージャーの訪問や広報誌やホ
ームページを活用し、きめ細かい周知啓
発に努めます。

　 社会参加といきがいづくりの促進
　　①いきがいづくりの交流推進
・�高齢者が各種交流を通じ、各地域でい
きいきと生活できるよう、老人クラブ
などの運営を支援します。
・�高齢者のいきがいとくつろぎを生みだ
す「共生型サロン」の定期開催を推進
します。

　　②シルバー組織の基盤づくり
　高齢者（高齢者事業団）が企画した軽
作業事業に積極的に支援し、組織の安定
化に努めます。

■関連する主な計画等
　　浜中町第７期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成30年度～令和２年度）

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

介護初任者研修受講者数 人 14 20 20

介護保険認定者 人 260 265 265
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■施策の目的

　障がい者（児）が地域の中で自立し、安心

して生活することが出来るよう、障がい福祉

サービスの充実を図りながら、住み慣れた地

域での社会参加への機会を促進します。

■現状と課題

　平成31年3月末現在の各障がいに係る手

帳を所持している町民は、身体障害者手帳

295人、療育手帳65人、精神障害者福祉保

健手帳15人で、人口の5,812人に対しそれ

ぞれ5.08％、1.12％、0.26％となっており、

特に近年は療育手帳所持者が増加していま

す。また、障がいの重度化や障がい者の高齢

化がより顕著になっています。

　このような状況の中、障がい福祉制度につ

いては、平成24年には「障害者虐待防止法」

の施行、平成25年には「障害者総合支援法」

が施行され、障がい者の定義に難病が追加、

さらに平成28年には「障害者差別解消法」

が施行されるなど、障がいのある人を取り巻

く環境は大きく変化しています。

　本町では、現状や課題などの検討を行い、

現行計画を見直しした「第3期障がい者計

画」、「第5期障がい者福祉計画」及び「第１

期障がい児福祉計画」を平成30年3月に策

定し、障がい者への理解を深め、権利擁護や

差別解消、虐待防止を図る取組に努めてきま

した。また、発達の遅れまたは障がいのある

児童とその家族が、身近な地域で専門的かつ

適切な助言が得られるよう、子ども発達支援

センターの設置及び専門機関の専門職による

巡回相談や、各保育所及び学校を巡回する事

業などを実施しています。さらに、社会資源

の充実を図るべく、旧榊町小学校を「浜中町

地域活動支援センター・子ども発達支援セン

ター」に改修し、平成30年度より移転供用

を開始しましたが、地域活動支援センターに

おける就労部門の事業所化や、子ども発達支

援センターの開所日数の増加、さらには交通

や建物のバリアフリー化だけでなく「心のバ

リアフリー化」を推進するため、障がいのあ

る人もない人も分け隔てなく関わる共生型事

業の普及など、障がい者施策の総合的な推進

に努める必要があります。

　今後も障がい者の社会参加を促進していく

とともに、住み慣れた地域で安心して、生き

生きと自立した生活を送るために地域社会全

体で障がい者を理解し、支えていくことが必

要です。また、指定通所施設などに通園して

いる児童数は年々増加しており、近郊で利用

できる施設が厚岸町子ども発達支援センター

１カ所に限られ、定員の都合上、早期に継続

的な専門支援につなげられないことがあるた

め、通所可能な施設などの拡充についての検

討が必要です。

❖第３節　障がい者（児）福祉
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■主要な施策と主要事業

　 安心な日常生活支援の充実

　　①療育機能の充実

　発達の遅れや障がいの疑いのある児童

とその保護者などの相談を受けるととも

に、早期療育体制の充実に努めます。

　　②障がい福祉サービスの充実

　障がい者が安心して生きがいのある生

活を送れるよう、在宅支援用の各種制度

や居宅介護支援など訪問サービスの充実

に努めます。また、近年需要が増えてい

る「児童発達支援（未就学児）」及び「放

課後デイサービス（就学児）」の受入枠

の拡大に向けて、子ども発達支援センタ

ーの開所日数の増加を図るべく、関係機

関との協議を継続します。

　強③地域生活支援の充実

　相談支援体制の機能強化を図り、障が

いのある人やその家族のニーズに対応で

きる体制の整備に努めます。

　 社会参加の促進

　　①雇用と就労の推進

　障がい者が勤労意欲を持ち個人の労力

に応じた雇用の場を確保し、働きやすい

環境づくりを進めます。また、浜中町地

域活動支援センターの就労部門を早期に

就労継続支援事業所に移行するなど、共

同で作業できる場の整備を推進します。

　　②共生型事業の普及推進

　障がい者の社会参加や健康増進を目的

として、文化的活動、スポーツやレクリ

エーションに親しめる共生型事業の継続

実施や、生きがいとくつろぎを生みだす

共生型サロンの定期開催を推進します。

■関連する主な計画等

　　浜中町第３期障がい者計画（平成30年度～令和５年度）

　　浜中町第５期障がい福祉計画（平成30年度～令和２年度）

　　浜中町第１期障がい児福祉計画（平成30年～令和２年度）

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和 5年度 令和11年度

就労継続支援事業所利用者数 人 実績なし 10 15

子ども発達支援センター開所日数 日/週 1 2 3
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■施策の目的

　浜中町の未来を担う子どもたちが、心身と

もに健康で安心して成長できるよう、子育て

世帯へ妊娠期から子育て期にわたるまでの切

れ目のない支援を行い、あわせて経済的負担

の軽減を図ることで、子育て世代が安心して

妊娠、出産、育児ができる環境づくりを推進

します。

■現状と課題

　全国的に人口減少が進行し、子育て支援は

喫緊の課題となっています。また、子どもを

取り巻く環境も大きく変化し、様々な問題を

抱えています。

　本町では、多種多様な子育て相談に対応し、

きめ細かな育児サポートの充実を図るため、

平成29年度に子育て世代包括支援センター

を設置し、妊娠期から子育て期にわたるまで

の切れ目のない支援を実施し、安心して妊娠、

出産、育児ができる環境づくりに努めていま

す。また、妊産婦健康診査の一部助成や妊産

婦健康診査等通院支援事業を行い、妊産婦や

子育て家庭の経済的負担の緩和を図っていま

す。

　今後も子どもたちのすこやかな成長を支援

するために、保健、医療、福祉、教育機関が

一体となり、多面的な子育て支援対策を推進

する必要があります。

　また、近年、全国的に医療費が高騰する

中、本町においては「子ども医療費助成」制

度を創設し、平成19年度からは助成対象年

齢を中学校卒業まで拡大し、非課税世帯であ

れば初診時一部負担金のみで医療機関を受診

できるよう支援してきました。平成22年10

月からは窓口負担の完全無料化、さらに、平

成28年度からは高校生世代まで対象年齢の

引き上げを実施しています。

　保育所については、認可保育所２カ所、へ

き地保育所３カ所で多様な需要に対応した保

育サービスの提供や、霧多布・茶内保育所で

一時預かり保育事業を実施し保育の負担軽減

を図っています。また、町内２カ所に子育て

支援センターを開設し交流の場の提供や育児

相談及び子育ての情報提供に努めており、今

後も取組を進める必要があります。

近年急増している児童虐待については、直接

的な身体的虐待以外にもネグレクト（育児放

棄）や、精神的虐待など事案が複雑化してお

り、児童相談所への相談件数も増加の一途を

たどっています。

　本町では、民生委員児童委員や主任児童委

員、関係機関との連携による「要保護児童対

策協議会」の開催を通じて児童の安全確保に

努めており、今後も子どもたちの命を守るこ

とを第一に、虐待通報時の安全確認の徹底や、

事案に応じた子どものアフターケア、さらに

は未然防止のための広報活動や子育て相談支

援体制の充実を図っていかなければなりませ

ん。また、放課後児童の健全育成活動の充実、

子育てサークルへの独自支援などを図る必要

があります。

❖第４節　子育て支援・児童福祉
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■主要な施策と主要事業

　 子育ての支援機能の充実

　　①子育て相談・支援体制の充実

　子育て世代包括支援センターを中心

に、妊娠期から子育て期にわたるまでの

切れ目のない支援を実施します。

　　②経済的負担の軽減

　子ども医療費助成や児童手当制度など

各種助成事業を実施し、子育て世帯の経

済的負担の軽減を図ります。

　 保育の充実

　　①保育サービスの充実

　働きながら子育てできる、利用しやす

い保育所を目指します。

　強②保育施設の充実

　施設の適切な管理に努め、計画的な改

修や更新を図り、保育環境の充実に努め

ます。

　　③育児支援の充実

　子育て支援センターでの親子の交流の

場の提供、育児の相談・援助、情報の提

供など、育児サポートの充実につとめま

す。

　 明るい家庭づくりの推進

　　①児童虐待の防止

　各種相談機関などと連携協力を深め、

予防啓発活動や相談支援、訪問による育

児支援強化を図り、児童虐待の予防や早

期発見・早期対応に努めます。

　 児童の健全育成・環境づくり

　　①児童福祉施設の充実

　「子どもの居場所」の確保や「親のい

こいの場」の設置について、使用されて

いない公共施設の利活用を含め検討しま

す。

　　②放課後児童の健全育成

　「放課後児童クラブ」の機能の充実を

図り、安全対策を含め、利用しやすい環

境整備に努めます。

■関連する主な計画等

　　浜中町子ども・子育て支援事業計画

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

子育て支援センターの利用者数 人 706 770 850

一時預かり保育の利用者数（述べ人数） 人 242 500 600

放課後児童クラブ利用者数 人 54 60 60

受給者の割合 ％ 100 100 100

この地域で子育てをしていきたい人の割合 ％ 87.2 90.0 90.0
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■施策の目的

　ひとり親家庭が社会的に自立した生活が送

れるよう、援護対策を積極的に進め、地域全

体での支援を推進します。また、経済的に不

安定な状態にある低所得者についても生活の

安定、向上と自立を図るため、適切な相談、

指導や就労機会の拡大に努めながら、各種支

援資金貸付制度などの活用を促進します。

■現状と課題

　母子家庭の多くは、家庭環境の変化や離婚

などによるものであり、経済的問題、療育・

精神面の問題など、様々な問題を抱え、その

内容も多岐にわたっており、また、父子家庭

においても、同様に家事の問題や子どもの療

育などの問題を抱えています。また、扶養意

識の低下や核家族化、離婚など社会構造の変

化や複雑化を反映し、社会的・経済的に弱い

立場にある高齢者世帯や母子世帯、傷病者世

帯などが多くなっており、これに伴う生活保

護申請件数も増加しています。特に生活困窮

世帯の子どもの多くは、学習面や生活面に多

くの課題を抱えていることから、学習支援や

日常生活支援、子どもの居場所づくりなどを

通じて、子どもの将来の自立に向けた支援を

行い「貧困の連鎖」をいかに食い止めるかが

課題となっています。

　本町では、民生委員児童委員及び主任児童

委員による相談・指導や各種福祉制度の活用

などにより、母子・父子世帯の自立に努めて

いますが、今後も母子等福祉資金などの各種

福祉制度の情報発信と、そのニーズを充分に

把握しながら、援護対策を積極的に進め、社

会的に自立した生活ができるよう援助してい

く必要があります。

　さらには、生活保護世帯の生活の安定と自

立、また、経済的に不安定な状態にある低所

得者についても、生活の安定と向上、自立を

促し、民生委員児童委員及び主任児童委員と

連携し、生活相談体制の強化に努めます。

❖第５節　母子・父子・低所得者福祉
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■主要な施策と主要事業

　 母子・父子家庭の福祉対策

　　①相談・指導の充実

　母子・父子家庭の実態を把握し、生活・

就学・就労などのための相談・指導支援

に努めます。また、教育・保健・福祉分

野での連携体制の充実を図ります。

　　②援護対策の充実

　母子・父子家庭の自立支援のため、利

用ニーズを把握し、実態にあった福祉・

医療・生活制度の確立を図ります。

　 低所得者福祉対策の充実

　　①生活保護世帯への対策

　生活実態を的確に捉え、生活安定のた

めの生活保護法の適正運用の推進に努め

ます。また、民生委員や関係機関と連携

を図り、就労・生活などの安定、子ども

の将来の自立に向けた支援に努めます。

　　②低所得者世帯への対策

　各種生活支援資金貸付制度を教育、福

祉などの関係機関と連携し、有効的な活

用を推進します。

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

母子・寡婦福祉資金申請受付件数 件 1 2 3
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■施策の目的

　町立浜中診療所は、病床を有する町内唯一

の医療機関として、保健・医療・福祉との連

携さらには近隣の医療機関、消防署との連携

を図ります。また、少子高齢化に伴う医療ニ

ーズに対応した医療サービスの提供と救急医

療体制を確立させ、浜中・茶内歯科診療所と

ともに地域医療体制の充実を図ります。

■現状と課題

　本町には、有床の町立浜中診療所、町立歯

科診療所２カ所（浜中・茶内）のほか、民間

の調剤薬局１カ所が開設され地域医療を担っ

ています。しかしながら、医療ニーズの多様

化などから、多くの町民が設備の整った町外

の医療機関を利用している状況にあります。

　町立浜中診療所においては、常勤医1名体

制で診療を行っており、時間外診療や夜間・

休日などの救急対応も派遣医師の派遣期間に

限られるほか、乳幼児や内科以外の急患の受

入れができないなどの問題を抱えています。

　このため、2016年度より隣町の厚岸町と

協定を結び、町立厚岸病院への時間外、夜

間・休日の急患の受入れ対応をお願いしてい

ます。

　町立浜中歯科診療所においては、常勤医が

不在のため、町立茶内歯科診療所の常勤医が

週2日の出張診療を行っており、歯科医師の

確保が望まれています。また、両診療所とも

施設や設備の老朽化が進んでおり、定期的な

点検や計画的な修繕などが必要となっていま

す。

　少子高齢化、人口減が進む中、全国的に将

来的な医師不足が深刻な問題となっており、

医師や看護師などの医療従事者の確保に向け

て、大学や医師会などの関係団体や市町村が

一体となった取組を展開し、必要人数を上回

る医師が確保できると予想されている大都市

圏からの医師を配分するなど、国の施策が急

務となっています。

　生涯にわたり町民みんなが安心して暮らせ

る医療が受けられるよう、予防医療や在宅医

療などの医療サービスの提供と初期医療を担

う町立診療所の医療体制の充実を図るため、

近隣の医療機関、消防署との連携を強化し、

専門医派遣や救急医療体制の充実を図ってい

く必要があります。

❖第６節　医療体制の整備
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■主要な施策と主要事業

　 地域医療の充実

　強①町立診療所及び歯科診療所設備の充実

　施設・設備（医療機器等）を計画的に

整備し、機能維持に努めます。

　　②予防医療の充実

　保健・医療・福祉が連携しながら、健

康づくりと生活習慣病などの発病・重症

化予防に努めます。

　　③医療体制の確立

　内科以外の専門医派遣などの充実に努

めます。

　 広域・救急医療体制の確立

　強①広域医療体制の確立

　近隣の医療機関との医療連携を強化

し、広域医療体制の構築に努めます。

　強②救急医療体制の充実

　他の医療機関、消防署との連携を図り、

救急医療体制の確立に努めます。

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和 5年度 令和11年度

外来患者率 ％ 27.62 30 30

入院患者数１日平均 人 11.63 13 13

町立浜中歯科診療所患者数 人 1,546 1,700 1,700

町立茶内歯科診療所患者数 人 5,447 5,990 5,990
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■施策の目的

　壮年期死亡の減少、健康寿命の延伸及び生

活の質の向上を実現することを目的に、町民

が主体となった健康づくり運動を推進しま

す。

■現状と課題

　少子高齢社会の進展がますます加速する

中、互いに助け合いながらいきいきと暮らし

ていくために、町民一人ひとりが生活の質を

高め、健康寿命を延ばすことが一層求められ

ています。しかし、生活様式や食生活の変化、

ストレスの増加などにより、健康阻害要因は

多様化している状況です。

　本町では、壮年期死亡の減少、健康寿命の

延伸及び生活の質の向上を実現することを目

標に、「浜中町健康増進計画」を策定し、乳

幼児期から高齢期まで、それぞれのライフス

テージにおける健康課題をとらえ、課題ごと

の重点目標を定めて個人や家族、行政、関係

機関が協働して健康づくりに取り組んでいま

す。これからも、生活習慣病の発症及び重症

化の予防やそれぞれのライフステージにおい

て心身の健康の維持や向上など、健康づくり

の推進を図っていくことが重要です。

　また、感染症予防対策としての予防接種に

ついては、各種健診や相談時に予防接種の必

要性を説明し、適切な時期に受けてもらうよ

うに努めています。今後も、感染のおそれが

ある疾病の知識を普及するとともに、各種予

防接種を行うことにより健康増進を図り、感

染症の流行に対しては速やかに町民に周知す

るとともに、蔓延防止に取り組む必要があり

ます。

■主要な施策と主要事業

　 保健予防事業の推進

　　①成人保健事業の充実

・�関係機関と連携し、各種健（検）診及

び特定保健指導の取組内容の充実を図

るとともに、疾患の早期発見による重

症化の予防に取り組みます。　

・�健康的な栄養・食生活の普及を図りま

す。

・�歯周疾患検診・相談の実施により、歯

周疾患予防の知識の普及と口腔衛生の

推進を図ります。

　　②母子保健の充実

・�すべての妊産婦及び乳幼児の健康状態
を妊産婦・乳幼児健診や相談を通して
把握し、健康教育や相談体制の充実を
図るとともに、学校保健と連携し、就
学以降の子どもの健康づくりに取り組
むことで、安心して子どもを産み育て
られる環境づくりを進めます。
・�栄養相談・教室での食の情報提供によ
り、健康的な食生活の普及を図ります。
・�歯科相談・教室の実施により、歯科疾
患予防のための知識の普及と口腔衛生
の推進を図ります。

❖第７節　保健・健康づくりの推進
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　　③心の健康づくりの推進

・�町民の心の健康を目的とした各種精神

保健事業を推進するとともに、自殺対

策においては、「浜中町自殺対策推進

計画」による各種施策を推進し、誰も

自殺に追い込まれることのない社会の

実現を目指します。

　　④感染症予防対策の充実

・�感染の恐れがある疾病の知識を普及す

るとともに、発生、蔓延及び重症化を

予防するため各種予防接種を行うこと

により、健康増進を図ります。

・�感染症の流行に対しては速やかに町民

に周知し、蔓延防止に努めます。

　 保健・健康づくりの推進

　　①健康づくり体制の充実

・「浜中町健康増進計画」による総合的

な事業の展開に努めます。

・�広報や健康相談などにより健康に関す

る正しい知識の普及や健康づくりの意

識の高揚を図ります。

　　②健康づくり事業の推進

・�各種健康教室の充実と啓発事業を実施

し、総合的な健康づくりを推進しま

す。

■関連する主な計画等

　　浜中町健康増進計画（平成26年～令和５年）

　　浜中町自殺予防推進計画（平成30年～令和４年）

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和 5年度 令和11年度

肥満率　保育所年長児 ％ 11.4 減少 減少

　　　　小学５年生 ％ 20.0 減少 減少

　　　　成人男性 ％ 38.0 34.2 34.2

　　　　成人女性 ％ 36.2 32.6 32.6

喫煙率　成人男性 ％ 36.9 12.0以下 12.0以下

　　　　成人女性 ％ 10.9 減少 減少

乳がん検診無料クーポン券利用率 ％ 5.3 10.0 10.0

子宮がん検診無料クーポン券利用率 ％ 実績なし 10.0 10.0

妊娠の早期届出（12週未満率） ％ 84.4 100 100

中学１年生の一人平均むし歯数 本 0.54 減少 減少

睡眠による休養が十分にとれている者の割合 ％ 74.5 増加 増加
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■施策の目的

　町民の健康と老後の生活安定を維持するた

め、国民健康保険の適正な運営と後期高齢者

医療制度、国民年金制度の周知と普及に努め

ます。

■現状と課題

　本町の国民健康保険制度への加入割合は平

成31年3月末で42.5％と管内市町村と比較

して非常に高く、地域住民の健康維持・増進

に大きな役割を果たしています。しかしなが

ら、近年における医療の高度化や高齢化の急

速な進行などに伴い、医療費は増大し続けて

おり、国民健康保険を市町村単位で運営する

には限界がありました。そのため、平成30

年度から都道府県が市町村とともに運営を行

うよう制度改正され、これまで市町村単位で

賄っていた医療費を都道府県単位で賄うこと

から、スケールメリットを活かした運営が可

能となりました。将来的には道内どの市町村

に住んでも同じ保険税率となるよう、北海道

と市町村で検討が進められています。また、

医療費適正化などを目的として、特定健診や

各種保健事業などを積極的に実施すること

で、生活習慣病の予防や疾病の早期発見に取

り組んでいくことが重要視されています。

　後期高齢者医療は、制度がスタートし10

年が経過しました。本制度においても医療費

の増加は大きな課題であり、高額療養費限度

額の引き上げや保険料の軽減措置の縮小な

ど、制度の見直しが行われている状況から、

今後も住民の理解に努めていく必要がありま

す。

　国民年金制度は、不安のない老後生活を保

障するために必要不可欠なものであることか

ら、年金事務所と連携を図り、制度に対する

住民の理解を深めていく必要があります。

❖第８節　保険・年金
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■主要な施策と主要事業

　 国民健康保険の安定的な運営

　　①国民健康保険の安定的な運営

　特定健診や各種保健事業の推進など医

療費適正化を進め、医療費の抑制を図り

ます。また、保険税への理解を求め、被

保険者の納税意識の高揚に努めます。

　 後期高齢者医療制度

　　①後期高齢者医療制度の周知

　制度が十分に理解されるよう、北海道

後期高齢者医療広域連合と連携を図りな

がら適正な事務を進めるとともに、広報

誌やパンフレットなどにより情報の発

信・啓発に努めます。

　 国民年金

　　①国民年金の啓発普及

　制度が十分に理解されるよう、年金事

務所と連携を図りながら適正な事務を進

めるとともに、広報誌やパンフレットな

どにより情報の発信・啓発に努めます。

■関連する主な計画等

　　浜中町国民健康保険データヘルス計画

　　浜中町国民健康保険特定健康診査等実施計画

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

国民健康保険税の収納率（現年度分） ％ 98.30 97.00 97.00

後期高齢者医療保険料の収納率（現年度分） ％ 100.00 99.00 99.00
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＊�コミュニティ・スクール…学校運営協議会制度。地域住民等が学校運営に参画することにより、保護者や地域のニーズを反映さ
せることができるようにする仕組みや考え方を有する形態の学校のこと。

【基本目標５】豊かな学びを育み、
安心して暮らせる未来のまちづくり第５章

■施策の目的

　児童生徒の「生きる力」を育み、「主体的・

対話的で深い学び」の実現による児童生徒の

資質・能力の向上につながる取組ができる教

育環境の整備、教職員の学習指導や生徒指導

などの資質向上を図るための研修の充実や働

き方の見直し、学校・家庭・地域の連携・協

働による児童生徒の健全育成などの取組の充

実を図ります。また学校施設の老朽化を踏ま

えた計画的な維持改修を実施することにより

長寿命化を推進するとともに、将来の人口減

少を見極めた学校適正配置の協議を進めます。

　給食センターについては、衛生管理に務め、

地産地消を取り入れた給食内容の充実を図り

ます。

　霧多布高等学校については、存続を図るた

め町立高校としての特色ある教育内容の充実

を図ります。

■現状と課題

　平成31年4月1日現在、本町の児童生徒数

は小学校255人（4校）中学校157人(4校）

高等学校88人（1校）で、10年前と比べ小

学校で133人の減、中学校で23人の減、高

等学校で22人の減で、小中高合わせ178人

の減となっており、今後も児童生徒の減少が

見込まれています。

　学校・家庭・地域が連携・協働する中で、

子どもたちの健全育成に向けた取組を実施し

ていくことが必要とされ、国では「地域とと

もにある学校づくり」を推進しており、本町

では平成30年度に霧多布小学校をモデル校

として、令和元年度は全ての校区で「学校運

営協議会（コミュニティ・スクール＊）」を

設置しました。また、学校の情報発信の場と

して、平成30年10月より浜中町のホームペ

ージ内に「学校ホームページ」を開設し、学

校の情報を地域に発信しています。

　令和元年度より小・中・高等学校の校種間

連携事業のほか、保・小連携事業を実施して

おり、保育士及び教職員が子どもの実態を理

解し互いに共有することで、各校種間の円滑

な接続と保育及び教育活動の一層の充実を図

っています。

　ＩＣＴ教育の環境整備では、古くなったＬ

ＡＮ環境とパソコンの更新を行なっています

が、国による「教育ＩＣＴ推進のための三省

におけるアクション」において、クラウド化

が推奨されているなど、パソコン等を更新す

るだけではなく、専門的知識などを用いて、

ＩＣＴ教育の環境整備を検討する取組が必要

となっています。

　新学習指導要領において、情報活用能力の

育成や道徳の教科化、さらに小学校ではプロ

❖第１節　学校教育の充実
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＊スクールカウンセラー…教育機関において、心理相談業務等を行う心理専門家のこと。

グラミング教育の必修化や外国語の教科化が

新たに行われ、「主体的・対話的で深い学び」

の実現による児童生徒の資質・能力の育成が

求められていますが、そのためには教職員の

学習指導や生徒指導などの資質の向上が必要

となり、研修を行うほか、教職員の働き方を

見直し、児童生徒と向き合う時間を確保する

ことで、学習指導や生徒指導などの資質の向

上につながる取組が必要となります。

　校舎・屋体については、昭和49年度建設

を始め、霧多布小学校の屋体を除き築20年

以上が経過し、老朽化が進んでいます。す

べての学校施設で耐震化が図られています

が、今後は老朽化に対応すべく必要な改修工

事を実施し、施設の長寿命化を図る必要があ

ります。閉校施設の一部は地域の集会施設や

町有備品などの保管場所として活用していま

す。未利用施設は老朽化により使用困難な施

設もあることから解体も含め、今後の利活用

を検討します。さらに、教員住宅についても

校舎・屋体同様、老朽化に対応すべく改修工

事を実施し整備を図る必要があります。

　小中学校の適正配置に関する基本方針によ

り、今後は将来の人口減少などを勘案しなが

ら児童生徒の無限の可能性を尊重し、地域の

理解と協力を得て学校配置の適正化を検討す

る必要があります。

　スクールバスについては、適切な路線設定

による効率的な運行により、児童生徒の登下

校の負担軽減を図ってきました。今後も効率

的な運行を実施し、計画的な車両の更新によ

り遠距離通学手段の確保に努める必要があり

ます。

　各学校において地震や大津波などの災害を

想定した訓練を実施するなど、学校の実態に

応じた防災体制を確立しています。今後も家

庭や地域、関係機関と連携しながら、登下校

時などの安全対策、安全管理を推進すること

が重要となります。

　学校給食については、食生活を取り巻く社

会環境の変化により、食生活をはじめとする

基本的な生活習慣の乱れ、体力や運動能力の

低下など、健康面、体力面での様々な問題が

発生しており、その解決に向けた取組を充実

していく必要があります。

■主要な施策と主要事業

　 教育内容の充実

　強①「生きる力」の育成

・�豊かな心を育む道徳教育の実現のた

め、道徳教育の目標や児童生徒の発達

の段階・特性などを踏まえ、指導の充

実を推進します。また、読書活動の充

実と学校図書の整備、充実を図りま

す。

・�スクールカウンセラー＊を配置し、い

じめや不登校など、児童生徒の相談体

制の充実と学校・家庭・地域と連携を

図りながら、児童生徒の健全育成の推

進に努めます。

・�学ぶ楽しさを体感し、主体的に学ぶ力

を高め、全国学力・学習状況調査など

の結果を活用するなど、学習評価の充

実を図ります。

・�児童生徒の知識・技能、思考力・判断

力・表現力、主体的に学ぶ態度を養う

ための授業改善を推進します。
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・�児童生徒の体力・運動能力の状況を把

握し、学校の教育活動全体で体力向上

に努めます。

・�食に関する正しい知識や望ましい食習

慣の定着のため指導の継続と充実を図

ります。

　　②�地域の特色を活かした教育や学校運営

協議会制度の充実

・�地域の自然や人材を活用した自然体験

学習や勤労生産活動、職業体験学習な

どの取組を推進します。

・�保育所及び小・中・高等学校の校種間

連携による子ども同士や職員間の積極

的な交流により、子どもの育ちと学び

をつなぐための学習指導や生徒指導の

充実を図ります。

・�保護者及び地域住民などの学校運営へ

の参画や支援などを促進し、学校運営

の改善や児童生徒の健全育成に努めま

す。

　　③特別支援教育の充実

　特別な支援を必要とする児童生徒の状

況を的確に把握し、必要に応じた教育の

推進に努めるとともに、特別支援教育の

校内体制の整備と指導の充実を推進しま

す

　　④国際理解教育及び外国語教育の充実

　外国語指導助手の学校派遣による、実

践的な外国語教育の充実や他国の言葉や

文化に触れ国際理解を深める活動を推進

します。

　　⑤ＩＣＴ教育の充実

　児童生徒の情報活用能力を高める教育

の充実と、それに対応した、ＩＣＴ機器

と高速度通信環境の整備を図ります。

　　⑥�教職員の資質能力向上のための研修活

動の充実

・�児童生徒の「生きる力」を高めるた

め、教職員の資質能力向上研修などの

実施を推進します。

・�町教育研究所を本町教育研究の中枢的

機関と位置付け、浜中町教育の振興に

役立つ調査研究の推進を図ります。

　　⑦学校における働き方改革の推進

・�教職員の働き方を見直すことで、業務

の質、人間性・専門性を高め、児童生

徒へ効果的な教育活動を行い、教育の

質の向上を図ります。

・�学校、地域、保護者、さらに各公共団

体などの関係機関と連携し、学校種や

教職員の仕事の特性を考慮しつつ検

討・協議を行い計画的に「学校におけ

る働き方改革」の推進を図ります。

　 教育環境の整備

　強①校舎・屋体の整備

　災害避難施設に位置付けられた施設も

あることから、老朽化に対応すべく改修

を実施し施設の長寿命化を図ります。

　　②閉校施設の整備

　閉校施設の複合利用・民間活用などを

導入した利活用、景観・環境へ配慮し老

朽化した施設の解体を検討します。

　　③教員住宅の整備

　老朽化した教職員住宅の改修を計画的

に実施し住環境の整備を図ります。

　　④学校配置の適正化

　将来の人口減少などを勘案し、地域の

理解と協力を得て学校配置の適正化を検

討します。
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　　⑤スクールバス

　適切な路線設定による効率的な運行、

車両の計画的な更新により遠距離通学手

段の確保に努めます。

　強⑥児童生徒の安全確保

　災害を想定した学校の実態に応じた防

災体制、家庭・地域・関係機関と連携し

た安全管理を推進します。

　 学校給食の充実

　　①食の理解と望ましい食習慣の定着

　給食と関連した指導や栄養教諭による

食育の指導により、食に関する正しい理

解と望ましい食習慣の定着を図ります。

　強②学校給食提供の充実

　最新施設を活用し、環境衛生管理の徹

底を図り、小中学校に加え高等学校へ安

心・安全な給食を提供します。また、地

域素材を活かした給食メニューの開発に

努め、児童生徒の今日的な嗜好を考慮し

たメニューの充実、多様化を図ります。

　 高等学校教育の充実

　　①教育内容の充実

・�町立高校として、地域資源（人的・物

的・空間的）を最大限に活かして、巡

検学習や企業体験学習などを実施し、

特色のある教育活動を推進し、地域社

会に貢献する人材の育成を図ります。

・�海外交流派遣及び国内視察研修派遣事

業の内容の充実を図るとともに、学習

内容の地域への還元度を高める取組を

推進します。

・�学習指導や進路指導において、生徒の

ニーズに応えたきめ細やかな教育を推

進します。

・�ＩＣＴを活用した授業を展開し、知識

や技術はもとより、情報社会で生き抜

く力の育成に努めます。

　強②教育環境の整備充実

・�校舎などの計画的な維持管理を進めま

す。

・�スクールバスを運行し、通学手段と各

種学校行事などにおける生徒の移動手

段の確保に努めます。

・�情報化社会に対応する教育システムの

構築のため継続して教育用コンピュー

タの整備を図ります。また、教職員の

働き方改革を進めるためのＩＣＴ機器

の整備と活用を進めます。

・�持続可能な町立高校となるために、近

隣市町村からの通学の利便性の向上を

図ります。

・�高校教育にかかる費用の保護者負担の

軽減に努めます。

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

学校運営協議会を全ての学校に導入 ％ 10 100 100

学校閉庁日を年９日以上実施 ％ 100 100 100

霧多布高等学校への進学者 人 50 41 37
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＊�ブックスタート…読み聞かせなどを通じて親子のふれあいを深めることを目的に、赤ちゃんとその保護者に対し絵本等を配布す
ること。

■施策の目的

　町民の自主的・主体的な学習活動を支援し、

学びあい、教えあう相互学習などを通じて地

域づくり、仲間づくりを推進し、心身ともに

充実した豊かな生活を送るため、生涯各期に

おいて必要に応じた学習機会の提供に努めま

す。

■現状と課題

　人口減少や少子高齢化の進行、情報通信技

術の発展など社会環境が変化し、求められる

社会的ニーズが多様化しています。

　また近年は、共働き世帯が増え、核家族化

が進み、家族で触れ合う機会が減少している

ほか、地域コミュニティの機能は低下し、人

と人とのつながりが希薄化してきています。

　こうした中で、多様な学習活動を通じて、

町民一人ひとりが必要な知識・技術を身につ

け、地域の課題解決に向けて主体的に取り組

むことが求められています。

家庭・地域・学校が連携・協力して、個性や

能力を発揮し、学習活動の成果を地域づくり

に結びつけ、地域の教育力を向上させること

が必要です。

　このことから、町民が生きがいを持ち、健

康で心豊かな生活を送るため、乳幼児から高

齢者までの生涯各期に様々な学習機会を提供

するとともに、学習の場である町内各施設等

との連携を行うなど、学習環境の向上を図る

必要があります。

■主要な施策と主要事業

　 乳幼児期教育の充実

　　①親子のふれあいの促進

　親子で楽しめる芸術鑑賞会を開催する

ほか、絵本の読み聞かせ会、ブックスタ

ート＊事業を継続し、家庭内で絵本を通

じてふれあい、親子の絆を深める家庭教

育を推進します。

　　②親への学習機会の提供

　子育てに対する不安や悩みの解消につ

ながるよう子育てセミナーを開催するほ

か、関係部局・団体と連携して支援体制

の整備を図ります。

　 青少年期教育の充実

　強①学習機会の充実

　あらゆる体験を通じて、思いやりの心

や自主性、社会性を身に付けるため、各

種教室・講座の開催、芸術鑑賞の機会を

提供するほか、学校やコミュニティ・ス

クールと連携した学習活動の充実を図り

ます。

　　②リーダーの養成

　自立心と協調性を育み、次代を担う人

材を育成するため、派遣事業や各種リー

ダー養成事業を推進します。

　　③健全育成の推進

　インターネットの過度な利用など、生

❖第２節　社会教育の推進
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活習慣の乱れをなくし、早寝・早起き・

朝ごはん運動の定着など、より良い生活

習慣が身に付くよう各地区の健全育成会

と連携した啓発活動を推進します。

　 成人期教育の充実

　強①学習機会の充実

　地域の中心となり、主体的に活動を行

う人材を育成するため、情報の高度化、

価値観の多様化による社会的ニーズに対

応した学習情報を提供するとともに、関

係機関・団体と連携・協力した事業を展

開し、学習機会の充実を図ります。

　　②学習活動を行う団体の育成

　多様な活動目的を持って組織された団

体を支援し、各種活動への参加を推奨

し、継続的に活動する団体の育成に努め

ます。

　 高齢期教育の充実

　強①学習機会の充実

　趣味嗜好を通じた活動への参加を促進

し、健康で充実した生活を送るための学

習機会を提供します。

　強②知恵や技術の継承

　高齢者の豊かな経験を次世代に伝え、

知恵や技術を継承する活動を推奨しま

す。

　　③関係機関・団体との連携

　老人クラブや社会福祉協議会などの関

係機関・団体と連携し、健康、福祉の向

上に努めます。

　 学習拠点の充実

　　①総合文化センターの利用促進

　いつでも誰でも利用できる学習拠点と

なるよう、図書室や郷土資料室の充実を

図り、学習情報の収集、発信、資機材の整

備を進め、学習環境の向上に努めます。

　強②総合文化センター機能、施設の整備

　施設の老朽化が進んでいることから、

長寿命化のための計画的な改修、設備の

更新を行い、安全確保、機能維持のた

め、定期的に保守点検を実施します。

■関連する主な計画等

　　第７期浜中町社会教育中期計画

　　浜中町公共施設長寿命化計画（社会教育系施設編）

　　浜中町子ども読書活動推進計画

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

教育委員会主催の講演会の開催 回 4 5 5

教育委員会主催の講座などの実施 回 10 15 15

総合文化センター利用者数 人 19,054 20,000 20,000

図書室利用者数 人 2,125 2,500 2,500
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■施策の目的

　芸術鑑賞の機会を提供し、文化活動の活性

化を図るとともに、活動している団体やサー

クルを支援し、会員数の減少に歯止めをかけ、

指導者の育成、後継者の確保に努め、芸術文

化の振興を図ります。

　また、郷土芸能や伝統技術の保存・継承を

進めるとともに、郷土資料の展示・保存方法

を検討し、有効活用を図ります。

■現状と課題

　芸術や文化は、豊かな情緒と感性を育み、

人生に楽しみと潤いをもたらし、心の豊さを

実感できる社会に大きな役割を果たしていま

す。

　本町では、芸術・文化活動の推進のため、

関係団体への助成、文化協会所属の団体・サ

ークルに対して総合文化センターの無料開放

を行っているほか、町民へ芸術鑑賞機会を提

供するため、ＮＨＫの公開番組の誘致、児童

生徒を対象とした芸術鑑賞会の一般開放など

を積極的に推進してきました。

　しかしながら、文化協会所属の団体・サー

クルについては、高齢化などを理由に会員

数・団体数ともに減少しており、各地区で行

われている文化祭への参加も年々減少してい

ます。趣味嗜好が多様化し、人口減少や少子

高齢化が進む中で、地域の活性化のためにも

芸術文化の振興を図ることが必要です。

　文化財については、国指定の天然記念物で

ある霧多布泥炭形成植物群落を始め、タンチ

ョウやシマフクロウなどが生息しており、関

係団体と連携し、保護・保全に努めてきまし

た。埋蔵文化財については、前回の調査から

30年以上経過しており、情報が更新されて

いません。郷土資料とともに浜中町の歴史を

学ぶ上で重要なものとして有効活用するた

め、包蔵地の現地確認や保存方法を検討し、

適切に管理する必要があります。

❖第３節　芸術・文化活動の推進
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■主要な施策と主要事業

　 芸術・文化の振興

　　①芸術・文化活動の推進

　文化意識の向上を図るため、定期的な

芸術鑑賞機会の提供に努めるほか、活動

の成果を発表する場として各地区の文化

祭などへの参加を促し、芸術・文化活動

の活性化を図ります。

　　②文化団体の育成と支援

　各団体・サークルの活動を支援し、指

導者の育成、後継者の確保に努め、文化

協会の主催する文化祭やかるた協会の大

会運営に協力し、文化団体の支援に努め

ます。

　　③郷土芸能の振興

　浜太鼓などの郷土芸能活動の支援に努

め、各種イベントでの公演を推進し、郷

土芸能の普及や郷土愛の高揚を図りま

す。

　 文化財の保護・保全

　　①天然記念物の保護・保全

　関係機関・団体と連携して霧多布泥炭

形成植物群落やタンチョウ、シマフクロ

ウなどの天然記念物のほか、エトピリカ

などの希少動植物の保護・保全に努めま

す。

　　②埋蔵文化財の保全

　文化財の重要性への理解を深め、埋蔵

文化財包蔵地の保全に努めます。

　強③郷土資料の保存と活用

　浜中町の歴史を学ぶ上で重要な郷土資

料について、適切に管理・保存し、展示

するなどして有効活用を図ります。

■関連する主な計画等

　　第７期浜中町社会教育中期計画

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和 5年度 令和11年度

芸術鑑賞機会の提供 回 3 4 4

芸術・文化活動団体数 団体 30 30 30

文化祭、サークル発表会参加者数 人 270 同数程度 同数程度

郷土資料（台帳）の管理 点 実績なし 669 1,700
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■施策の目的

　町民が、生涯にわたり心身ともに健康で文

化的な生活を営むことができるよう、スポー

ツ活動を普及し、だれもが、いつでも、どこ

でも、気軽にスポーツを楽しむことのできる

環境の整備に努めます。

■現状と課題

　少子高齢化が進む中、健康への意識が高ま

っており、スポーツを通じた健康づくりに関

心が向けられています。

　また、幅広い年齢層の人々が様々な場所で

多種・多様なスポーツ・レクリエーション活

動を行い、心身の健康増進のためのスポーツ

を気軽に行えるような環境を整備していくこ

とが求められています。

　本町では、「町民皆
みな

一
いち

スポーツ」の推進を

図るため、水泳教室や野球教室などの開催や

町民体育祭として12競技の各種大会などの

開催に取り組んできました。しかし、少子高

齢化の影響やライフスタイルの変化により競

技人口は減少傾向となっています。

　このことから、スポーツ団体や学校及び地

域と連携し、だれもが生涯健康であり続ける

ためのスポーツ教室やスポーツイベントなど

の充実を図ることが重要です。また、気軽に

利用できるスポーツ施設の整備、維持管理と

活用の促進を図るとともに、スポーツ団体や

クラブ活動の支援と新たな指導者の育成を推

進し、スポーツ活動の普及に積極的に取り組

むことが求められています。

❖第４節　スポーツの振興
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■主要な施策と主要事業

　 スポーツ活動の振興

　　①個人・団体のスポーツ活動の支援

　個人や団体のニーズに対応した各種教

室などの開催や運動クラブ及びニュース

ポーツの普及を図ります。

　また、各種大会・競技への出場助成や

町有バスなどの有効活用を行い、保護者

の負担軽減を図ります。

　　②スポーツ活動の振興

　各種スポーツ団体や学校及び地域と連

携し、指導者育成に努め、各種競技会や

大会などの充実を図ります。

　　③スポーツ情報の提供

　各種スポーツ教室や大会などの情報提

供や優秀な成績を収めた選手の周知など

を行い、スポーツへの意欲の向上を図り

ます。

　

スポーツ団体支援と新たな指導者の発掘

　　①スポーツ団体への支援

　各種スポーツ団体への継続支援と新規

スポーツ団体の育成・支援、スポーツ協

会の組織拡充と自立支援を図ります。

　　②�スポーツ団体リーダーの養成と指導者

の発掘

　地域での継続した運動クラブの開催や

スポーツ活動を円滑に行うため、スポー

ツ団体などのリーダー養成と新たな指導

者の発掘に努めます。

　 スポーツ施設の充実

　　①スポーツ施設の利用促進

　気軽にスポーツ施設が利用できるよう

各種スポーツ情報の提供と活用、施設利

用のニーズに対する相談体制の充実及び

スポーツ教育教材などの整備、施設の利

用環境を向上する各種機材の購入などに

努めます。

　強②スポーツ施設・設備の充実

　安心・安全に利用できるよう施設設備

の整備・充実を図り、多様化する各種ス

ポーツに対応した機器の購入、定期的な

施設保守点検の実施、スポーツ施設の計

画的な改修と修繕を図ります。

■関連する主な計画等

　　第７期浜中町社会教育中期計画

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

スポーツ活動の振興（教室・大会開催） 回 29 35 35

スポーツ団体、個人支援 円 3,827,832 4,500,000 4,500,000

スポーツ施設の利用促進 人 34,887 37,000 40,000
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＊�ＳＮＳ…ソーシャル・ネットワーキング・サービス。社会的つながりを構築可能にするサービスのこと。代表的なものとして、
Facebook や Line などがある。

【基本目標６】地域とともに歩む創意に
満ちたまちづくり第６章

■施策の目的

　町民憲章の理念やまちの将来像の実現に向

けて、町民や行政などが連携して、共創のま

ちづくりが進められるよう参画機会の創出や

情報提供の充実を図ります。

　男女平等参画社会の実現については、男女

の性別に関係なく地域、職場、家庭など、あ

らゆる場面で平等に活躍でき、男女の人権が

尊重され生活することが可能となるよう社会

形成の推進に努めます。

■現状と課題

　情報化やグローバル化によりライフスタイ

ルなどが大きく変化し、価値観が多様化・高

度化している現在、地域的課題もまた多様化

しています。そのため、地域的課題の解決に

は行政のみならず、その地域に住む住民や地

域コミュニティなどの協力が不可欠です。

　今後、人口減少や少子高齢化がさらに進む

時代にあっては、住民や行政などがそれぞれ

の役割を発揮し、「自分たちのまちは自分た

ちでつくる」という意識を持ち、多様化する

地域課題の解決や住民主導による特色ある地

域づくりなど、共創によるまちづくりを進め

ることが求められます。そのため、町民の町

政への参画機会の創出や促進する仕組づくり

を進めるとともに、町政のわかりやすい情報

提供に努め、町民主体の住民自治による共創

によるまちづくりを推進する必要があります。

　また、将来にわたって、誰もがいきいきと

暮らすことのできる環境づくりを進めていく

ためには、男女が互いの人権を尊重しつつ責

任も分かち合い、家庭や職場、地域社会など、

あらゆる場面で個性と能力を十分に発揮でき

る男女平等社会の実現が不可欠です。今後も、

男女が平等に参画できる社会づくりを進める

必要があります。

　広報活動では、「広報はまなか」の発行に

より、各種行事をはじめとする行政情報やま

ちづくりのための各種計画などを町民に広く

情報提供するとともに、町民との情報共有に

努めています。平成28年度から横書きレイ

アウトに変更し、文字サイズも大きくし、写

真を多く取り入れることで、読みやすい広報

紙の作成に努めてきました。今後も的確でわ

かりやすい広報紙の発行に努める必要があり

ます。

　また、情報化社会の現在、町ではホームペ

ージを開設しており、迅速で正確な情報発信

を行うため、担当職員が入力、更新できる仕

組みを整備しています。今後も迅速で的確な

情報発信を行うとともに、情報ツールの変遷

により、ＳＮＳ＊などでの情報発信も検討が

必要となる可能性があります。

❖第１節　町民との共創によるまちづくり
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　公聴活動では、隔年でまちづくり懇談会を

開催し、町民や自治会・町内会の声を町政に

反映してきました。今後は、時期に関わらず

随時行うとともに、行政相談やアンケート調

査などを活用し、町民の声を広く聴ける機会

を創出する必要があります。

■主要な施策と主要事業

　 まちづくりへの町民参加の推進

　強①町民のまちづくりへの参加促進

　町民の意見が町政に反映できるよう、

各種計画策定時などにおいて町民参画の

機会の創出に努めます。

　強②共創のまちづくり活動の推進

　町民と行政が、それぞれの役割を意識

し、共創のまちづくり活動の推進を図り

ます。

　 男女平等参画の促進

　　①男女平等参画機会の推進

　意思決定の場における女性の参画を推

進するとともに、地域人材の育成、女性

団体活動の支援に努めます。

　 広報・広聴活動の充実

　強①広報・公聴活動の充実

　広報紙、ホームページや防災行政無線

などによる情報発信により住民サービス

の充実、向上に努めます。

■関連する主な計画等

　　浜中町における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画

（平成28年度～令和３年度）

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

人権相談の開設数 回 4 4 4

広報はまなかの発行 回 12 12 12

ホームページのプレビュー数 回 437,596 450,000 450,000
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■施策の目的

　地域の交流と相互扶助意識や連帯感の醸成

を促し、コミュニティ活動の活性化を図りま

す。また、コミュニティ活動の拠点となる施

設の整備を図ります。

■現状と課題

　ライフスタイルの多様化や核家族化にとも

ない、人と人とのつながりが希薄化し、地域

コミュニティの活動が衰退し、地域の力が低

下しつつあります。

　地域コミュニティは、個人や家族だけでは

解決できない地域課題を共助、相互扶助によ

り緩和・解決する大変重要な役割を担ってい

ます。また、生活環境の整備や地域文化の保

全、犯罪の抑止、世代間交流の場といった役

割も担っています。

　本町には28の自治会・町内会があり、地

域会館などや集会施設を拠点に地域活動を自

主的に展開しています。しかし、本町の自治

会・町内会を中心とするコミュニティ活動も、

戸数の減少や未加入世帯、高齢者世帯の増加

などにより活動が十分に行えない状況もでて

きています。このことから、最も身近なまち

づくりはコミュニティ活動という意識の醸成

を行いながら自発的・自主的な活動をより一

層支援し、活性化していく必要があります。

　また、自治会・町内会の施設として町内に

26施設が公の集会施設として整備されてい

ますが、その約半数は築30年を超え大規模

な修繕を控えています。

　平成28年度に公共施設等総合管理計画、

平成29年度に公共施設長寿命化計画（町民

文化系施設）を策定し、今存在する施設を計

画的に修繕し長く使用することで全体的な費

用の縮減・平準化に努めながら、コミュニテ

ィ活動の拠点として地域住民のニーズに合わ

せた施設管理を進める必要があります。

❖第２節　コミュニティ活動の推進
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■主要な施策と主要事業

　 主体的コミュニティ活動の推進

　強①自治会・町内会活動への支援

　地域コミュニティ意識の醸成や自治

会・町内会組織の拡充、活動の支援に努

めます。

　強②地域会館等の整備充実

・�公共施設等総合管理計画、公共施設長

寿命化計画（町民文化系施設）に基づ

いた施設の整備・修繕を行います。

・�緊急を要するものについては、各種計

画によらず必要に応じて補修を行いま

す。

・�灯油漏洩や雨漏りなど、大事に至る前

に日々の見回り点検を行います。

　 コミュニティ間の交流推進

　　①自治会・町内会間の交流活動支援

　自治会連合会と連携し、管内をはじめ

全道の研究会などへ参加し、交流を行い

ながら単位自治会の活性化を図ります。

■関連する主な計画等

　　浜中町公共施設等総合管理計画（平成28年～令和11年）

　　浜中町公共施設長寿命化計画（町民文化系施設）（平成29年～令和11年）

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

自治会・町内会への加入率 ％ 85.2 85.0 85.0

公の集会施設の修繕工事 件 1 1 1
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■施策の目的

　地方分権の進展に伴い地方自治体が果たす

べき役割と責任が問われる中、職員の定員管

理の適正化を図りながら、機能的、効率的な

組織機構の確立に努め、住民サービスの向上

を図ります。また、行政情報を町民にわかり

やすく知らせるため、情報公開に積極的に取

り組むとともに、公平・透明性の確保に努め

ます。

■現状と課題

　社会情勢の著しい変化や行政ニーズが複雑

化・多様化する今日、効率的な行政の推進を

図るためには、限られた人材を有効に機能さ

せ、迅速かつ柔軟な対応を可能とする組織機

構の再構成を進め、適正な事務事業の執行が

必要となっています。また、職員の資質向上

に努めるとともに、職員の自主研究を助長し、

その成果を確実に行政需要に反映させること

が必要であることから、例年職員の自己研鑽

研修を実施し、人材育成と能力開発に努めて

います。今後においても引き続き、行政改革

大綱の下、効果的で効率的な業務遂行のため

の組織機構の確立や自己研鑽を助長し、職員

の資質向上と意識の高揚を図る必要がありま

す。また、行政への住民参加が進むなかで、

行政の公平・透明性を確保するとともに、行

政の説明責任を果たすため、積極的な情報公

開に努め「わかりやすい、開かれた行政」を

推進し、町民からの行政に対する信頼性の向

上を図る必要があります。

❖第３節　開かれた行政運営の展開
　

第
６
章　
【
基
本
目
標
６
】地
域
と
と
も
に
歩
む
創
意
に
満
ち
た
ま
ち
づ
く
り



94

第
３
部

基 

本 

計 

画

■主要な施策と主要事業

　 行政運営の充実

　強①行政機構の整備

　効果的で効率的な組織機構により、複

雑化・多様化する行政ニーズに対応し、

定員管理の適正化と職員の適正配置によ

り、行政需要に対し柔軟かつ安定的な対

応に努めるとともに、職員数に適応した

組織づくりを適時行います。

　　②事務の効率化

　限られた人員で複雑化・多様化する行

政ニーズに対応するため、ＩＣＴ（情報

通信技術）を利活用した電子自治体化を

推進し、事務の省力化・効率化を図りま

す。

　　③職員の資質向上と意識の高揚

　社会を取り巻く環境の変化を的確に捉

え、その責務と役割を確実に認識しなが

ら地域に親しまれ、町民に信頼される職

員となるよう自己研鑽を助長し、人材の

育成と能力開発に努めます。また、定期

的な健康診断とストレスチェックの実施

により、心身ともに職員の健康管理に努

めます。

　　④情報公開の推進

　行政の情報を適切に公開するため、情

報公開制度の充実を図るとともに、町民

のプライバシーが侵害されないよう、個

人情報の保護に努めます。

　 庁舎等の環境改善

　強①庁舎等の整備促進

　執務環境の改善や事務の効率化、住民

サービス向上のための庁舎の整備に努め

ます。

■関連する主な計画等

　　第８次浜中町行政改革大綱（平成30年～令和２年）

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

職員研修会の数（全職員対象） 回 1 2 2

職員の自己研鑽研修の数 人 21 25 25
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■施策の目的

　人口減少社会を見据え、限られた財源を選

択と集中により計画的、効率的に投資すると

ともに、適正な課税・徴収に努め、健全な財

政運営を目指します。

■現状と課題

　近年、行政に対する町民ニーズの多様化や

高度化、人口減少や少子高齢化の進展、地域

経済の低迷、地方分権に伴う地方行財政制度

改革の急進、厳しい財政状況など、多くの課

題に直面している中にあっても、安定的な行

財政基盤の確立が必要です。

　一方、「個性ある地域の発展」や「独自性

による地域の活性化」が重視されており、自

らの責任や財源による、持続的な行政サービ

スの提供や自立的な地域づくりが求められて

います。

　このため、社会情勢を的確に見据えながら

長期的視点に立った、計画的・効率的な財政

投資と公共事業に取り組む必要があります。

　また、適正な課税に努め、納税者との納税

相談を重ねながら納税意識の高揚を図ること

で町税の収納率向上に努め、自主財源の安定

確保に努める必要があります。さらには、民

間活力を効率的に活かし業務の委託など、行

政運営に係る経費の削減に努める必要があり

ます。

■主要な施策と主要事業

　 健全な財政運営の推進

　強①健全な財政の運営

・�地方行財政制度の強化を関係機関に働

きかけるなど、地方分権型社会に適切

に対応できる財政基盤の確立に努めま

す。

・�地方債については、投資効果と将来に

おける財政負担のバランスに配慮し、

町債残高の圧縮を考慮した計画的な活

用に努めます。

　　②計画的・効率的な財政の運営

・�総合計画実施計画に基づいた長期的視

点に立った健全な財政の運営に努めま

す。

・�町民ニーズを的確に把握した施策の重

点化や効果的な予算配分により、収入

に見合った効率的な財政運営に努めま

す。

・�効率的な財政の運営を図るため、庁費

などの内部管理経費などの節減をはじ

めとする、徹底した経常経費の抑制に

努めます。

・�公営企業会計や特別会計については、

健全で効率的な運営に努めます。

　　③課税の適正化と納税の推進

　調査などを十分に行い、適正な課税に

努めるとともに、納税者との納税相談を

重ねながら納税意識の高揚を図り、滞納

整理機構などと協力しながら町税の収納

率向上に努めます。

❖第４節　健全な財政運営の推進
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■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

実質公債費比率 ％ 10.9 12.5 14.2

将来負担比率 ％ 28.9 151.2 106.6
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＊１　交流人口…その地域に訪れる（交流する）人口のこと。対義語は「定住人口」。
＊２　�関係人口…地域に住んでいる「定住人口」や観光などで訪れる「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様に関わる人々

のこと。

■施策の目的

　本町の出身者などで組織されている「ふる

さと会」への支援と交流活動を推進するほか、

町外から本町へ関わりを持つ交流人口＊１の

拡大に努めます。

　また、多文化共生に対する理解を深め、国

際感覚を持つ人材の育成を図ります。

　北方四島の早期返還に向け、啓発活動や返

還運動、交流活動などを積極的に推進します。

■現状と課題

　本町では地域間交流を通して、特産品や観

光などの魅力発信、異なる文化や風土にふれ、

広く見聞を深めることで「ふるさと　はまな

か」を再発見し、郷土愛を育む事業の実施な

どを行ってきました。また、本町の出身者な

どの組織として、「札幌ふるさと浜中会」や「首

都圏ふるさと浜中会」が組織されており、ふ

るさとを慕う出身者と町とのきずなを強め、

その結びつきを通じて、町を支える人脈づく

りに努めてきました。

　今後もこうした地域間交流を継続するとと

もに、人口減少社会においては交流人口や関

係人口＊の拡大により“浜中町のファン”を

増やす取組を推進し、地域の活性化を図って

いく視点を加えていく必要があります。

　また、人やモノ・情報の交流が世界的規模

で行われる現代社会において、地域において

も外国人観光客の増加や外国人の移住・就労

など、国際化が進んでいます。こうしたこと

から、外国人の受入体制の整備や相互交流を

通じた多文化共生の理解など国際感覚を持っ

た人材の育成が必要となっています。

　北方領土問題については、引き続き関係機

関と連携し、町民意識の高揚を図り、早期返

還に向けた運動を展開していく必要がありま

す。また、恒久的な平和の実現に向け、非核

平和の啓発活動を進める必要があります。

❖第５節　地域間交流・国際交流の推進
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■主要な施策と主要事業

　 地域間交流の推進

　　①ふるさと交流の推進

　「ふるさと浜中会」の支援と交流活動

に努め、本町のＰＲやまちづくりに活か

します。また、他地域との交流事業や民

間による地域間交流を促進し、交流人口

や関係人口の拡大に努めます。

　 国際交流の推進

　　①国際交流の推進

　国際理解教育や海外への研修を促進

し、国際感覚を持つ人材の育成を推進し

ます。また、外国人との相互交流を図り、

多文化共生の理解を深め国際交流を推進

します。

　強②国際化対応の推進

　外国人に対応した外国語表記での情報

提供に努めます。また、外国人への日本

文化の理解促進を図ります。

　 非核平和の推進

　　①恒久平和の希求

　「核兵器廃絶平和宣言の町」の理念の

もと、平和意識の醸成や核兵器廃絶に向

けた取組に努めます。

　 北方領土返還運動の推進

　　①北方領土返還運動の推進

　北方領土早期返還に向けての喚起運動

を関係機関との緊密な連携を図りながら

進めます。

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

交流事業の数（支援も含む） 件 7 7 7
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■施策の目的

　釧路管内や道東圏をはじめとした広域的な

発展に向けたネットワークの構築や行政連携

を進めます。

■現状と課題

　経済の発展や社会基盤の整備により、経済

活動や日常生活の範囲が拡大する現在におい

て、行政も市町村の区域を越えた広域的な対

応が必要となっています。また、急速に進む

人口減少は、財政規模の縮小や人手不足など

行政運営にも影響を及ぼし、より効率的で効

果的な行政運営を広域的に進めることが必要

となってきます。

　本町ではこれまで、安定した物流や安全な

移動に資する高規格道路整備の要望や釧路市

を中核とした広域医療体制の整備、近隣市町

村との観光ルートの形成など釧路管内や道東

圏での広域的なプロジェクトに参加し、取組

を進めてきました。

　今後は、人口減少社会を見据え、厳しい財

政運営や人手不足などの対策として、行政の

広域化を検討しなければなりません。また、

公共交通ネットワークの維持や環境衛生、災

害の復興支援など様々な分野で広域化による

効率的・効果的な行政運営を検討していく必

要があります。

　さらに、行政職員などについても広域的な

交流を促進し、ネットワークの形成に努めて

いくことが必要です。

■主要な施策と主要事業

　 広域行政の展開

　強①広域行政体制の検討

　効率的・効果的な行政運営を行うため

に、様々な分野での広域的な連携を検討

します。

　　②広域連携事業の推進

　広域で取り組むべき事業について、各

種協議会などに参加し、課題解決のため

の事業を推進します。

　　③職員の広域的な交流の推進

　職員の広域的な交流を推進し、ネット

ワークの充実に努めます。

■重要業績評価指標（ＫＰＩ）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 平成30年度 令和５年度 令和11年度

職員の広域的交流（期間累積） 人 1 2 4

❖第６節　広域行政の推進
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浜中町強靭化計画

❖第１節　国土強靭化の背景
　国では、平成23年（2011年）に発生し

た東日本大震災の経験を通じ、不測の事態に

対する我が国の社会経済システムの脆弱さが

明らかとなり、今後想定される首都直下型地

震や南海トラフ地震等の大規模自然災害への

備えが国家的な重要課題として認知されるこ

ととなりました。

　また、本町においても、太平洋沖における

大規模な地震・津波の発生が高い確率で想定

されているほか、過去の経験から、暴風雨・

暴風雪・高潮などの自然災害に対する備えが

喫緊の課題となっています。

　こうした中、国においては、平成25年

（2013年）12月に、「強くしなやかな国民

生活の実現を図るための防災・減災等に資す

る国土強靭化基本法」（以下「基本法」という。）

が施行され、平成26年（2014年）6月には、

基本法に基づく「国土強靭化基本計画」が閣

議決定され、北海道においても、高い確率で

発生が想定されている日本海溝・千島海溝周

辺海溝型地震をはじめ、火山噴火や豪雨・豪

雪などの自然災害リスクに対する取組を進め、

北海道の強靭化を図るための地域計画として、

「北海道強靭化計画」を平成27年（2015年）

3月に策定するなど、今後の大規模自然災害

に備え、事前防災及び減災に係る施策を総合

的に推進するための枠組みが順次整備されて

います。

❖第２節　浜中町強靭化計画の趣旨
　本町は、昭和27年（1952年）3月4日の

十勝沖地震津波、昭和35年（1960年）5月

24日のチリ沖地震による津波をはじめ、平

成5年（1993年）1月15日の釧路沖地震、

平成6年（1994年）10月4日の北海道東方

沖地震、平成15年（2003年）9月26日の

十勝沖地震津波、平成23年（2011年）3月

11日発生の東北地方太平洋沖地震津波など

の、地震・津波被害をはじめとした大規模自

然災害を数多く経験しており、防災・減災に

対する町民の意識も高く、これまでも安全で

安心なまちづくりを進めてきました。

　今後想定される大規模自然災害から町民の

生命・財産を守り、本町の持続的な成長を実

現するためには、本町における自然災害に対

する脆弱性を見つめ直し、事前防災や減災へ

の取り組みについて継続していく必要があり

ます。

　こうした基本認識のもと、総合計画で掲げ

る「笑顔輝く共創のふるさとを　未来へ　自

然とともに生きる　豊かな大地と海のまち　

はまなか」の構築のために、各分野の個別計

画を浜中町強靭化に関する指針とし、「強さ

としなやかさ」を備えたまちづくりを進めて

いくこととします。

 

国土強靭化の概要第１章
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❖第３節　浜中町強靭化計画の趣旨
　浜中町強靭化計画は、基本法第13条に基

づき、国土強靭化地域計画として定めます。

国土強靭化地域計画とは、国土強靭化の観点

から、地方公共団体における様々な分野の計

画等の指針となる計画であり、国における国

土強靭化基本計画と調和を保って作成するも

のとなります。

　本町では、第6期浜中町まちづくり総合計

画と一体的に策定し、各分野における施策に

国土強靭化の観点を加えることにより、共通

の指針として、自然災害リスクに対する地域

社会の強靭化を行う計画として位置付けます。

　また、北海道が策定した国土強靭化地域計

画である「北海道強靭化計画」に示されてい

る施策プログラムや釧路・根室地域での主な

施策の展開方向と整合を図ることにより、国

や北海道と調和した計画とします。

○根拠法令

「強くしなやかな国民生活の実現を図るため

の防災・減災に資する国土強靭化基本法」

第�４条　地方公共団体は、第2条の基本理念

にのっとり、国土強靭化に関し、国との適

切な役割分担を踏まえて、その地方公共団

体の地域の状況に応じた施策を総合的かつ

計画的に策定し、及び実施する責務を有す

る。

第�13条　都道府県又は市町村は、国土強靭

化に関する施策の総合的かつ計画的な推進

を図るため、当該都道府県又は市町村の区

域における国土強靭化に関する施策の推進

に関する基本的な計画（以下「国土強靭化

地域計画」という。）を、国土強靭化地域

計画以外の国土強靭化に係る当該都道府県

又は市町村の計画等の指針となるべきもの

として定めることができる。

❖第４節　推進の期間
　推進期間は社会情勢の変化や「国土強靭化

基本計画」及び「北海道強靭化計画」と調和

を図る必要性があることから、浜中町強靭化

計画の推進期間は、総合計画の実施計画にお

ける前・後期の期間に合わせ概ね５年ごとに

見直します。

一体的に策定 

浜中町 
強靭化計画 

基本計画・実施計画 

北海道 
強靭化計画 

国土強靭化 
基本計画 第６期浜中町 

総合計画 

指針 

調和
調和
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❖第１節　想定する自然災害リスク
　浜中町強靭化計画の対象となるリスクは、

大規模自然災害を対象とします。また、大規

模自然災害の範囲については、本町に甚大な

被害をもたらすと想定される自然災害全般を

対応すべきリスクの対象とします。

　本計画で想定する主な自然災害リスクにつ

いては、北海道強靭化計画に示されている大

規模災害のうち、本町に関連性のあるリスク

について、過去の被害状況や被害想定など、

災害事象ごとの概略を以下に示します。

①　地震

　根室沖、釧路沖、十勝沖の地震活動は極め

て活発であり、Ｍ7クラス以上の地震が多数

発生し、それに伴う地震・津波被害を受けて

います。

　本町における昭和20年以降の地震による

最大震度は、平成5年（1993年）1月15日の

釧路沖地震による震度6及び平成6年（1994

年）10月4日の北海道東方沖地震による震

度6、平成15年（2003年）十勝沖地震によ

る震度6弱（震度階級変更）が最大です。

○太平洋沖における海溝型地震

・�太平洋沖（根室沖）における30年以内に

Ｍ7.8～8.5程度の地震発生確率は、80％

程度

・�十勝沖から択捉島沖を発生領域とする超巨

大地震（17世紀型）は、発生が切迫して

いる可能性が高い

②　津波

　釧路・根室地方で観測した津波は、主なも

ので昭和27年（1952年）3月4日の十勝沖

地震津波から平成15年（2003年）9月26

日の十勝沖地震津波まで6回あり、昭和35年

（1960年）5月24日のチリ沖地震では、津

波高4.3ｍで最大の被害を受けています。

　また、平成23年（2011年）3月11日発

生の東北地方太平洋沖地震により、大津波警

報が発表され、チリ沖地震津波以降最大規

模（気象庁発表津波高：霧多布港最大2.6ｍ）

の津波により被害を受けています。

　北海道は、平成24年（2012年）6月28

日に東日本大震災の教訓を踏まえ、太平洋沿

岸の津波浸水予測図を改訂しました。その中

で、本町のほとんどの沿岸で、最大水位が

15ｍを越えるとされています。

○太平洋沖における海溝型地震による津波

・�釧路沖、根室沖を含む太平洋沖の海溝型

地震で、最大クラスの津波が発生した場

合、想定される沿岸最大水位は、琵琶瀬で

34.6ｍ、渡散布で30.6ｍ、藻散布で27.2ｍ

等と予想

浜中町強靭化計画の基本的な考え方第２章
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③　豪雨／暴風雨／高潮

　平成18年（2006年）10月7 ～ 8日の低

気圧や平成25年（2013年）9月16～ 17日

の台風18号による大雨、暴風被害、平成27

年（2015年）10月8日の台風23号による

暴風被害などにより、町道流失や家屋、牛舎、

公共施設等の損壊などの被害を受けています。

○台風や低気圧による大雨、暴風雨、高潮

・�近年増加傾向にある、勢力を保ったまま接

近する台風や急速に発達する低気圧等に伴

う大雨による浸水や暴風による建物等の破

損被害、高潮による被害

④　豪雪／暴風雪

　寒冷多雪地域である北海道では、大雪や雪

崩、吹雪による交通障害、家屋の倒壊、人

的被害が頻繁に発生しています。平成25年

（2013年）には、道東を中心とした暴風雪

により9名の死者を出す事案が発生し、本町

においても、国道44号をはじめ暴風雪によ

る交通障害が度々発生しています。

○低気圧による暴風雪

・�近年増加傾向にある急速に発達する低気圧

に伴う大雪や暴風雪による死傷者の発生や

建物等の損壊被害、交通障害による集落の

孤立や産業への影響

❖第２節　浜中町強靭化計画の推進目標
　本町における地域強靭化を推進する上での

目標を、国の基本計画や北海道強靭化計画の

「基本目標」、「事前に備えるべき目標」に即し、

本町の現状や災害の切迫性等に応じて次のよ

うに定めます。

Ⅰ　基本目標
　いかなる災害が発生しようとも、
①　人命の保護が最大限図られること。
②　�町及び地域の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること。
③　�町民の財産及び公共施設に係る被害を最小にとどめること。
④　迅速に復旧復興がなされること。

Ⅱ　事前に備えるべき目標
①　�大規模災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる。
②　�大規模災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる。
③　�大規模災害発生直後から必要不可欠な行政機能を確保する。
④　�大規模災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、
交通ネットワーク、情報通信機等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る。

⑤　�大規模災害発生後であっても、必要不可欠な経済活動を維持する。
⑥　制御不能な二次災害を発生させない。
⑦　迅速かつ円滑な復旧・復興活動を確保する。
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❖第１節　脆弱性評価の考え方
　大規模災害等に対する脆弱性を分析・評価

すること（以下「脆弱性評価」という。）は、

地域強靭化に関する施策を策定し、効果的、

効率的に推進していく上で必要不可欠なプロ

セスであり（基本法第9条第5項）、国の基本

計画においても、脆弱性評価の結果を踏まえ

た施策の推進方針が示されています。

　本町としても、本計画に掲げる地域強靭化

に関する施策の推進に必要な事項を明らかに

するため、国が実施した評価手法等を参考に、

以下の枠組みにより脆弱性評価を実施しまし

た。

脆弱性評価第３章

脆弱性評価を通じた施策検討の流れ 

リスクシナリオ 
「起きてはならない
最悪の事態の設定」 

【脆弱性評価】 
事態回避に向けた現
行施策の対応力につ

いて分析・評価 

推進すべき施策 
プログラムの策定 

（総合計画実施計画）

第
３
章　

脆
弱
性
評
価



笑顔輝く共創のふるさとを 未来へ
　自然とともに生きる 豊かな大地と海のまち はまなか

107

第
４
部

浜
中
町
強
靭
化
計
画

❖第２節　リスクシナリオ「起きてはならない最悪の事態」の設定
　「国土強靭化基本計画」及び「北海道強靭

化計画」との調和を図り、「備えるべき目標」

として7つの目標を設定し、その妨げとなる

ものとして、18項目の「起きてはならない

最悪の事態」を本町の特性を踏まえたものと

して設定しました。

備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

1 人命の保護

1－1 地震等による建築物等の大規模倒壊や火災に伴う死傷者の発生

1－2 大規模津波等による死傷者の発生

1－3 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水

1－4 暴風雪及び豪雪による交通途絶等に伴う死傷者の発生

1－5 積雪寒冷を想定した避難体制等の未整備による被害の拡大

1－6 情報伝達の不備・途絶等による死傷者の拡大

2
救助・救急活動等の迅

速な実施

2－1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

2－2 消防、警察、自衛隊等の被災等による救助・救急活動の停滞

2－3 被災地における医療・福祉機能等の麻痺

3 行政機能の確保 3－1 町内外における行政機能の大幅な低下

4 ライフラインの確保

4－1 エネルギー供給の停止

4－2 食料の安定供給の停滞

4－3 上下水道等の長期間にわたる機能停止

4－4 町外との基幹交通及び地域交通ネットワークの機能停止

5 経済活動の機能維持 5－1 供給網の寸断や中枢機能の麻痺等による企業活動等の停滞

6 二次災害の抑制 6－1 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

7 迅速な復旧・復興等
7－1 災害廃棄物の処理の停滞等による復旧・復興の大幅な遅れ

7－2 復旧・復興等を担う人材の絶対的不足

❖第３節　脆弱性評価の手順
　前項で定めた18項目の「起きてはならな

い最悪の事態」ごとに、関連する現行の施策

の推進状況や課題等を整理し、事態の回避に

向けた現行施策の対応力について、分析・評

価を行い、地域の弱点を洗い出すことが脆弱

性の評価になります。
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❖第４節　脆弱性評価の結果
１　人命の保護  

【1－1】�地震等による建築物等の大規模倒壊や火災に伴う死傷者の発生

【1－1－1】住宅・建築物等の耐震化

（住宅・建築物等の耐震化）

　○�公営住宅については、第二次浜中町公営

住宅等長寿命化計画に基づき耐震改修を

計画的に進める必要があります。また、

民間住宅については、住宅・建築物安全

ストック形成事業（耐震）に基づき浜中

町既存住宅耐震改修費補助金交付事業を

実施していますが、国の補助を受け実施

しているため要件が厳しく補助実績が無

いことから、安心住まいる促進事業など

による町独自の補助制度を検討する必要

があります。

（公共施設の耐震化）

　○�小・中・高等学校や医療施設、社会教育

施設など不特定多数の集まる施設の耐震

化については、計画的な耐震化が進めら

れていますが、今後老朽化が進む施設の

大規模改修や用途廃止した施設の除却な

どを浜中町公共施設等総合管理計画や浜

中町公共施設長寿命化計画を基に進める

必要があります。

【1－1－2】建築物の老朽化対策

（建築物の老朽化対策）

　○�民間住宅については、安心住まいる促進

事業により新築・リフォームに対し助成

を行うことにより、住宅の安全性、耐久

性及び居住性の向上が図られています。

また、浜中町空家等対策計画を策定し、

管理不全な状態となった空家等に対する

措置について必要な事項を定めています。

今後、この計画に沿って町民の生活環境

に対する重大な損害の発生防止に取り組

む必要があります。

（公共施設の老朽化対策）

　○�公共施設については、浜中町公共施設等

総合管理計画に基づき、利活用や統廃合

を進めるとともに、浜中町公共施設長寿

命化計画に基づき、維持管理や改修費用

の平準化を行いながら長寿命化を進める

必要があります。

【1－1－3】避難場所等の指定・整備

（避難場所の指定・整備）

　○�浜中町地域防災計画に基づき避難場所や

避難所を指定しています。また、津波防

災避難訓練の実施により指定避難場所へ

の実践的な避難訓練を実施しています。

今後は、どこにいても最寄りの避難場所

が分かるよう周知を行うとともに、様々

な自然災害を想定した避難場所の整備を

進める必要があります。
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【1－1－4】緊急輸送道路等の整備

（緊急輸送道路等の整備）

　○�緊急輸送道路や津波避難路は、地震直後

から発生する緊急輸送や津波避難を円滑

かつ確実に進めるために必要不可欠な道

路であることから、国や北海道、他市町

村と連携して整備に取り組む必要があり

ます。また、被災時の動線確保のため沿

道建築物の耐震点検を行う必要がありま

す。

【1－2】大規模津波等による死傷者の発生

【1－2－1】津波避難体制の整備

（津波避難計画の策定）

　○�津波災害に対し、地震・津波発生直後か

ら２～３日の間、住民の生命、身体の安

全を確保するための浜中町津波避難計画

を策定しています。今後、国や北海道に

より新たな津波浸水想定の設定がなされ

た時には、適宜計画の改定を進める必要

があります。また、役場新庁舎の建設に

伴い見直しが必要となります。

（津波ハザードマップの作成）

　○�津波ハザードマップについては、数十年

ごとに発生すると想定される津波及び数

千年に一回程度発生すると想定される最

大クラスの津波に対応したハザードマッ

プを作成し、町内全戸に配布をしていま

す。今後、国や北海道により新たな津波

浸水想定の設定がなされた時には、ハザ

ードマップの見直しや避難体制の再整備

が必要となります。

（津波避難施設の整備）

　○�浜中町地域防災計画に基づき避難場所や

避難所を指定しており、津波災害の際は

避難が必要な町民を受入可能な収容能力

を確保しています。また、避難所まで距

離のある地区においては一時的な避難を

支援するため高台に防災コンテナを配置

し、食料や飲料、防災資機材等の備蓄を

しています。今後も地域の実情に応じた

整備を行う必要があります。

（津波避難道路の整備）

　○�本町は高台まで距離のある地区があり、

車での避難が想定されています。浜中町

津波避難計画に位置付けられた避難目標

地点までの避難を円滑かつ確実に実施す

るため、同計画に位置付けられた津波避

難路の２車線化や交点の改修などの整備

を進めるとともに、津波避難路上の橋梁

については、「浜中町橋梁長寿命化修繕

計画」に基づき、予防保全型の修繕及び

耐震補強を行う必要があります。

（避難誘導に係る表示板等の設置）

　○�避難誘導に役立つ各種標識、表示板等の

設置については、津波避難場所に津波避

難場所表示板を設置するとともに、海抜

表示板を設置しています。今後、浜中町

津波避難計画等に基づき、避難場所の周

知や津波避難場所の見直しに伴う表示板

の設置等について計画的に進める必要が

あります。

（避難行動要支援者の避難対策）

　○�災害対策基本法に基づき「避難行動要支

援者名簿」を整備し、町内会・自治会・

民生児童委員に名簿提供しています。ま

た、消防や警察と協力連携の上、災害時

の安否確認・避難支援等を実施していま
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＊�Ｌ１津波…レベル１津波。発生頻度が高く、津波高は低いが大きな被害をもたらす津波。Ｌ１は、数十年から百数十年に一度程
度、Ｌ２は数百年から千年に一度の頻度で発生するレベルの津波の基準。

すが、津波は一刻も早い高台への避難が

求められることから、要支援者の避難と

ともに支援者の安全確保も必要なことか

ら、運用について検討を深める必要があ

ります。

【1－2－2】海岸保全施設等の整備

（海岸保全施設等の整備）

　○�本町は、過去幾度となく津波災害に襲わ

れています。現在、霧多布港海岸防潮堤

嵩上改良事業や建設・漁港海岸保全事業

（津波・高潮対策事業）により、Ｌ１津

波＊に対する対策を行っています。今後

も国や北海道と連携して事業を進める必

要があります。

【1－3】�異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水

【1－3－1】河川改修等の治水対策

（河川改修等の治水対策）

　○�洪水や高潮その他による水災を警戒・防

御し、被害を軽減するための組織及び活

動を浜中町地域防災計画で定めています

が、ノコベリベツ川等大雨による浸水害

に対応したハザードマップが整備されて

いないため、作成について検討する必要

があります。

【1－4】�暴風雪及び豪雪による交通途絶等に伴う死傷者の発生

【1－4－1】�暴風雪時における道路管理体

制の強化

（暴風雪時における道路管理体制）

　○�除雪するために除雪出動基準を定め、道

路パトロールにより道路交通状況や降雪

状況の確認を行うことで効果的な道路管

理体制の整備を進めています。また、暴

風雪時の車の立往生などを防止するため

にも、暴風雪時の外出についての注意喚

起や通行止め箇所等を防災行政無線によ

り町民に情報提供を行っています。

【1－4－2】除雪体制の確保

（除雪体制の確保）

　○�緊急輸送道路や避難路については、国や

北海道などの関係機関も含め優先的な除

雪体制を確立していますが、一般道路に

ついては、除雪作業の遅滞が懸念されて

います。町道においては、安定した除雪

体制を構築するため、町所有機械貸与業

者２社と町内業者６社で効率的な除雪を

進めていますが、除雪車両の老朽化や除

雪事業者確保について課題があります。

今後は、除雪車両の計画的修繕や老朽化

した除雪機械の更新を適切に行うととも

に、除雪事業者の確保について取り組む

必要があります。
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【1－5】�積雪寒冷を想定した避難体制等の未整備による被害の拡大

【1－5－1】冬季も含めた帰宅困難者対策

（公共交通機関の運行停止時による帰宅困難

者対策）

　○�積雪や低温など北海道の冬の厳しい自然

環境を踏まえ、地域における移動困難者

対策が必要であり、一時避難場所の確保

や周知など、冬季を含めた帰宅困難者の

避難対策の取り組みを進める必要があり

ます。

【1－5－2】�積雪寒冷を想定した避難所等

の対策

（積雪寒冷を想定した避難所等の対策）

　○�積雪や低温など北海道の冬の厳しい自然

環境を踏まえ、避難所における冬季防寒

対策として毛布、ストーブ等の資機材の

備蓄を進めており、今後も確保に努める

必要があります。

【1－6】情報伝達の不備・途絶等による死傷者の拡大

【1－6－1】関係機関の情報共有化

（災害時における情報連絡体制の確保）

　○�衛生携帯電話や無線機の適宜更新を行い、

津波防災避難訓練などで情報伝達訓練を

行うことで、迅速かつ的確な情報伝達が

行えるよう訓練する必要があります。

（防災情報共有システムの運用）

　○�災害時優先電話や衛星携帯電話、北海道

防災情報システムを活用して関係機関との

情報共有を今後一層図る必要があります。

【1－6－2】�住民等への情報伝達体制の強化

（住民等への情報伝達体制の強化）

　○�全国瞬時警報システム（Ｊアラート）を

利用して防災行政無線を自動的に起動し、

住民へ速やかに地震発生等の情報を周知、

伝達しています。今後は、スマートフォ

ンなどの端末から防災行政無線を放送で

きる仕組みなど防災行政無線以外の多様

な通信機器からの伝達方法についても考

える必要があります。

（地域コミュニティの強化）

　○�災害時には「自助」や「公助」とともに

「共助」として地域コミュニティによる

住民間のつながりが不可欠であることか

ら、一番身近な組織である自治会・町内

会への加入促進の取組や、学校や地域が

一体となった活動など地域ぐるみの防災

や減災へ向けた取組を支援する必要があ

ります。

【1－6－3】避難行動要支援者対策

　○�災害対策基本法に基づき「避難行動要支

援者名簿」を整備し、自治会・町内会や

民生児童委員に名簿提供しています。ま

た、消防や警察と協力連携の上、災害時

の安否確認・避難支援等を実施していま

すが、迅速・確実な情報伝達のため、今

後も名簿の更新や整理、運用について検

討する必要があります。
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【1－6－4】�地域防災活動、防災教育の推進

（地域防災活動の推進）

　○�毎年５月２４日の津波防災避難訓練や防

災講演会、避難所運営研修会などを開催

し、防災に関する知識及び技能の向上と、

住民に対する防災意識の啓発を図ってい

ます。今後は、避難訓練の継続と町民が

参加しやすい仕組みづくりを進める必要

があります。また、地域防災の中核であ

る消防団の活動体制を強化するため、消

防本部との災害時情報共有体制の向上及

び大規模自然災害を想定した教育訓練の

さらなる実施や装備品の充実等が必要で

す。

（防災教育の推進）

　○�海岸地区にある保育所、小・中・高等学

校で津波避難訓練を実施しているほか、

高校生が防災紙芝居を作成し、小学校で

の読み聞かせの実施や被災体験者の経験

談を聞くなど、各学校で過去の津波被害

を教訓とした防災教育を実施しています。

今後も過去の教訓が活かせるよう継続実

施していく必要があります。

２　救助・救急活動等の迅速な実施 　

【2－1】�被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

【2－1－1】�物資供給等に係る連携体制の

整備

（物資供給等に係る連携体制の整備）

　○�釧路管内８市町村防災基本協定をはじめ、

民間団体も含め13の協定を締結し、物

資や燃料等の供給について広域的に相互

の協力体制を構築しています。また、学

校給食センターを改築し、緊急時には炊

き出しが行えるよう整備しました。今後

も様々な協定を検討するほか、停電時で

も施設が的確に運用できるよう検討する

必要があります。

【2－1－2】非常用物資の備蓄促進

（非常用物資の備蓄促進）

　○�避難所や防災備蓄庫に食糧や飲料水、毛

布等の非常用物資を備蓄していますが、

すべてを賄いきれないので、各家庭や企

業等においても最低３日間程度の備蓄を

奨励していく必要があります。
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【2－2】�消防、警察、自衛隊等の被災等による救助・救急活動の停滞

【2－2－1】�防災訓練等による救助・救急

体制の強化

（防災訓練等による救助・救急体制の強化）

　○�町が行う津波防災避難訓練や防災事業な

どの様々な機会を通じ、消防、警察、自

衛隊、行政等の関係機関の連携体制を確

認しており、今後も迅速な災害対応への

錬度を高めていく必要があります。また、

役場新庁舎に併設される防災広場の活用

方法について、協議や訓練を進める必要

があります。

【2－2－2】�救急活動等に要する情報基盤、

資機材の整備

（救急活動等に要する情報基盤、資機材の整備）

　○�災害時にも消防や警察、自衛隊、行政等

の関係機関が迅速・正確に連絡が取れる

よう連絡体制の強化と通報訓練が必要で

す。また、日赤浜中町分区など救助・救

急活動の側面支援を行う団体への支援や

連携体制の構築も必要です。さらに、様々

な災害に対応できる資機材の整備や備蓄

場所の検討が必要となります。

（応急手当の普及啓発）

　○�大規模自然災害時においては、負傷者が

多数となり消防による救助・救急活動が

遅れる可能性があることから、現在実施

している消防による救急救命講習などの

活用により、町民に対し応急手当の普及

を図る必要があります。

【2－3】�被災地における医療・福祉機能等の麻痺

【2－3－1】被災時の医療支援体制の強化

（被災時の医療支援体制の強化）

　○�浜中診療所は津波浸水予想区域にあるた

め、被災時には状況に応じた適切な医療

救護活動を実施するために、医療施設及

び行政関係者間で災害時医療に係る支援

体制の構築を図ることが必要です。

【2－3－2】災害時における福祉的支援

（災害時における福祉的支援）

　○�災害に備えた地域防災体制づくりを進め、

自治会・町内会や警察、消防等の関係機

関との情報の共有化を図ることで、高齢

者や障がい者などの要配慮者の安全の確

保や、要配慮者のうち災害時の避難等に

支援が必要な避難行動要援護者への支援、

受入先の確保などの拡充を図る必要があ

ります。 第
３
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＊�業務継続計画（ＢＣＰ）…災害発生時などに資源（人や物、情報等）に制約がある状況下でも適切に業務を進めるために備えて
おく計画のこと。

【2－3－3】防疫対策

（防疫対策）

　○�災害発生時には、速やかな感染症予防対

策が必要であり、感染症の発生及び避難

所内における感染症の蔓延等を防止する

ためには、平時からの感染症対策として

定期的な予防接種を実施することが重要

です。また、感染症防止のための資機材

の整備について検討する必要があります。

（応急トイレの整備）

　○�災害発生時の避難場所等におけるトイレ

の確保は、衛生上重要な問題であるため、

簡易トイレや災害用トイレ袋などの備蓄

に努める必要があります。

３　行政機能の確保 　 

【3－1】�町内外における行政機能の大幅な低下

【3－1－1】行政の業務継続体制の整備

（災害対策本部機能の強化）

　○�災害対策本部については、職員の不在な

どにより柔軟に体制を構築する必要があ

ることから、順序や職員の参集基準、通

信手段の確保などを明確にするとともに、

訓練において機能の検証する必要があり

ます。

（行政の施設機能維持、業務継続体制整備）

　○�行政の施設機能維持のため役場新庁舎を

高台に移転し、防災機能を強化するとと

もに、既存公共施設の耐震化や停電対策

を行っています。今後は、職員が被災し

た場合においても、町民生活や社会経済

活動に対する最低限の行政サービスを継

続し、町民の生命、身体及び財産の保護

並びに町内の経済活動への影響を最小限

に抑えることを目的に業務継続計画（Ｂ

ＣＰ）＊の策定を検討する必要がありま

す。

【3－1－2】広域応援・受援体制の整備

（広域応援・受援体制の整備）

　○�災害時の災害応急体制の確保を図るため

に、釧路管内８市町村防災基本協定を締

結していることから、その効果的な運用

を行うために受援体制の構築を図る必要

があります。

４　ライフラインの確保  

【4－1】エネルギー供給の停止

【4－1－1】�再生可能エネルギーの導入拡大

（再生可能エネルギーの導入拡大）

　○�再生可能エネルギーは、災害時における

既存エネルギーの供給停止に代わるエネ

ルギーとしての活用の期待も高まってい

ることから、地域の特性を生かし、蓄電

との組み合わせによる様々な再生可能エ

ネルギーの導入拡大を推進していく必要

があります。
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【4－1－2】石油燃料等供給の確保

（石油燃料等供給の確保）

　○�釧路管内８市町村防災基本協定をはじめ、

民間団体も含め13の協定を締結し、物

資や燃料等の供給について広域的に相互

の協力体制を構築しています。今後も災

害時において連携できる協定を積極的に

締結し体制を強化する必要があります。

【4－2】食料の安定供給の停滞

【4－2－1】食料生産基盤の整備

（農業・漁業の担い手確保）

　○�農業・水産業は、高齢化や後継者不足な

どの大きな課題を抱えており、担い手の

減少は地域食材の供給減や食料自給率の

低下にも繋がることから、次世代の担い

手育成や確保に対する支援を進める必要

があります。

（農業・漁業の生産基盤の確保）

　○�農業・水産業における生産者の経営安定

化を図るために農業基盤整備や水産資源

の増大のための漁場整備等に取り組んで

いることから、今後も生産量増加を図る

とともに、災害に強い農地や港湾、漁港

施設等の生産基盤整備について進める必

要があります。

【4－3】�上下水道等の長期間にわたる機能停止

【4－3－1】水道施設等の防災対策

（水道施設等の防災機能の強化）

　○�水は、生活に必要不可欠であるほか、産

業活動を支える重要なライフラインで、

災害時にも安定的に供給する必要があり

ます。そのため発災後に低下した水道機

能を速やかに復旧させる必要があり、危

機管理体制の強化のため、今後も応急給

水・応急復旧に係る体制の構築と受援体

制の整備に向けてさらなる強化を図る必

要があります。

（水道施設等の耐震化、老朽化対策）

　○�災害時においても、水の安定的な供給の

ため、水道ビジョン計画で示す基幹管路

及び施設の耐震化改修及び更新（水道施

設耐震化更新事業）を計画的に進める必

要があります。

【4－3－2】下水道施設等の防災対策

（下水道施設等の耐震化、老朽化対策）

　○�下水道は、上水道と同じく生活に必要不

可欠であるほか、産業活動を支える重要

なライフラインで、公衆衛生を確保する

上でも災害時にも安定的に機能する必要

があります。そのため下水道ストックマ

ネジメントにより、計画的な耐震化、老

朽化対策を進める必要があります。
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【4－4】�町外との基幹交通及び地域交通ネットワークの機能停止

【4－4－1】交通ネットワークの整備

（交通ネットワークの整備）

　○�災害時には、救難救急活動や物資供給が

見込まれることから、災害に強い高規格

道路の早期建設の要望やそこから市街地

へ連絡する道路の整備について平時から

継続して行う必要があります。

【4－4－2】�道路施設の防災対策、耐震化、

老朽化対策

（道路施設の防災対策、耐震化、老朽化対策）

　○�道路は、災害時には迅速な避難や救難救

急活動、物資輸送に必要なことから、橋

梁、道路付属物等の定期的な点検を実施

し、各施設の健全性を確認するととも

に、損傷が確認された施設について、「浜

中町橋梁長寿命化修繕計画」等に基づき、

予防保全型の修繕を実施する必要があり

ます。

【4－4－3】港湾・漁港の機能強化

（港湾・漁港の機能強化）

　○�霧多布港及び各漁港については、災害時

に海上からの緊急物資や救難支援の人員

輸送に活用される可能性があることから、

施設について耐震化、耐津波化を国や北

海道と連携して進める必要があります。

５　経済活動の機能維持  

【5－1】�供給網の寸断や中枢機能の麻痺等による企業活動等の停滞

【5－1－1】企業の業務継続体制の強化

（企業の業務継続体制の強化）

　○�災害を想定した中小企業の業務継続計画

策定の奨励や平時からの経営体質・基盤

の強化を促進するため、後継者対策をは

じめ各業種関係団体と連携しながら企業

支援する必要があります。

【5－1－2】被災企業等への金融支援

（被災企業等への金融支援）

　○�国や北海道では、災害に伴う経済環境の

急変等により影響を受けた中小企業者等

の事業の早期復旧と経営の安定を図るた

めの金融支援を実施しており、引き続き

こうしたセーフティネット策を確保する

とともに情報提供を行う必要があります。第
３
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６　二次災害の抑制  

【6－1】�農地・森林等の荒廃による被害の拡大

【6－1－1】森林、湿原の保全

（森林の整備・保全）

　○�災害等に起因する森林の荒廃は、国全体

の国土強靭化に大きな影響を与える問題

となります。このため、大雨や地震等の

災害時における土石・土砂の流出や表層

崩壊など山地災害を防止するため、森林

の多面的機能の持続的な発揮に向け、林

業の担い手確保や造林、間伐等の森林整

備や林道等の道路網整備を計画的に推進

する必要があります。また、森林の食害

を減らすため、ハンターの確保や育成を

行いエゾシカ被害の防除を進める必要が

あります。

（湿原の保全）

　○�霧多布湿原は、国の天然記念物に指定さ

れ、ラムサール条約登録湿地への登録や

北海道遺産に認定されるなど、多様な野

生生物の重要な生育・生息地であるほか、

水質浄化機能や大雨の際に河川の水を一

時的に貯留する遊水機能など、町民の生

活環境の保全にも重要な役割を担ってお

り、今後も保全活動を推進する必要があ

ります。

【6－1－2】�農地・農業水利施設等の保全

管理

（農地等の保全管理）

　○�基幹的な水利施設は農業に不可欠な基本

インフラであり、農業生産力を支える重

要な役割を担っています。本町では、農

地・水保全多面的機能支払事業等により、

かんがい排水事業等を展開し、農地の生

産環境を保全してきました。今後も老朽

化等の施設更新を適宜図っていく必要が

あります。

（農業用水道の保全管理）

　○�かんがい排水事業用水施設管理事業や地

域水道管理事業により、農村地区への安

定した水の供給を図ってきました。今後

も適正な施設管理により安定した水の供

給に努める必要があります。

７　迅速な復旧・復興等  

【7－1】�災害廃棄物の処理の停滞等による復旧・復興の大幅な遅れ

【7－1－1】災害廃棄物の処理体制の整備

（災害廃棄物の処理体制の整備）

　○�災害時においては、通常廃棄物と併せて

莫大な量の災害廃棄物の迅速かつ適正な

処理が求められます。本町では焼却施設

が無く、根室市に搬入しているため、広

域的な受け入れについて協議をする必要

があります。また、町内の処理施設につ

いても平時における体制の整備を進める

ほか、災害時の処理について災害廃棄物

処理計画の策定を検討する必要がありま

す。
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【7－2】�復旧・復興等を担う人材の絶対的不足

【7－1－2】�災害対応に不可欠な建設業と

の連携

（災害対応に不可欠な建設業との連携）

　○�災害からの早期復旧には、建設業者との

連携が不可欠なことから浜中町建設業協

会と協定を締結しています。今後は、情

報共有など連携を深め災害応急対策等を

円滑に進めることで、災害の拡大防止と

被災施設の早期復旧を図る必要がありま

す。

（建設業の担い手の確保）

　○�減少する建設業就業者及び技能労働者に

ついて、災害時の復旧・復興はもとより

今後対応が迫られる施設の老朽化対策な

どを着実に進めていくためにも、若年層

を中心とした担い手確保対策を支援する

必要があります。
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❖第１節　強靭化の推進に向けた分野の設定
　18項目の「起きてはならない最悪の事態」ごとに行った脆弱性評価の結果をもとに、これを

回避するために取り組むべき施策を検討しました。

　取り組むべき施策については、第６期浜中町まちづくり総合計画の６つのまちづくり基本目標

に基づき、分野を設定します。

《設定する分野（まちづくり基本目標）》

　①　�【産業】産業の垣根を越えて、みんなで築きあげる活力あるまちづくり

　②　�【自然・環境】自然を守り未来につながる住みよいまちづくり

　③　�【防災】災害に強く町民によりそったまちづくり

　④　�【福祉・医療】子どもから大人まで安心して暮らせる未来のまちづくり

　⑤　�【教育・文化】豊かな学びを育み、未来に向かって挑戦し続ける人づくり

　⑥　�【まちづくり・行財政】地域とともに歩む創意に満ちたまちづくり

❖第２節　各分野の強靭化に向けた施策
　総合計画の各分野（まちづくりの基本目標）における施策と脆弱性評価で設定した18項目の「起

きてはならない最悪の事態」の関係を124ページからの表（マトリクス）の通り整理しました。

　強靭化に向けた施策については、「第６期浜中町まちづくり総合計画」における基本計画及び

実施計画に位置付けることで、具体性をもった着実な取組とします。

強靭化に向けた施策第４章
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❖第３節　施策プログラムの重点化
　施策を推進するに当たっては、「北海道強靭化計画」における釧路・根室地域の主な施策の展

開方向に資する政策や本町の現状や災害の切迫性等に応じて次の施策プログラムを重点化します。

※■は、重点化項目です。

備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態 施策プログラム

1 人命の保護

1－1
地震等による建築物等の大規
模倒壊や火災に伴う死傷者の
発生

【1－1－1】住宅・建築物等の耐震化

【1－1－2】建築物の老朽化対策

【1－1－3】避難場所等の指定・整備

【1－1－4】緊急輸送道路等の整備

1－2
大規模津波等による死傷者の
発生

【1－2－1】津波避難体制の整備

【1－2－2】海岸保全施設等の整備

1－3
異常気象等による広域かつ長
期的な市街地等の浸水

【1－3－1】河川改修等の治水対策

1－4
暴風雪及び豪雪による交通途
絶等に伴う死傷者の発生

【1－4－1】暴風雪時における道路管理体制の強化

【1－4－2】除雪体制の確保

1－5
積雪寒冷を想定した避難体制
等の未整備による被害の拡大

【1－5－1】冬季も含めた帰宅困難者対策

【1－5－2】積雪寒冷を想定した避難所等の対策

1－6
情報伝達の不備・途絶等によ
る死傷者の拡大

【1－6－1】関係機関の情報共有化

【1－6－2】住民等への情報伝達体制の強化

【1－6－3】避難行動要支援者対策

【1－6－4】地域防災活動、防災教育の推進

2
救助・救急活
動等の迅速な
実施

2－1
被災地での食料・飲料水等、
生命に関わる物資供給の長期
停止

【2－1－1】物資供給等に係る連携体制の整備

【2－1－2】非常用物資の備蓄促進

2－2
消防、警察、自衛隊等の被災
等による救助・救急活動の停
滞

【2－2－1】防災訓練等による救助・救急体制の強化

【2－2－2】救急活動等に要する情報基盤、資機材の整備

2－3
被災地における医療・福祉機
能等の麻痺

【2－3－1】被災時の医療支援体制の強化

【2－3－2】災害時における福祉的支援

【2－3－3】防疫対策

3
行政機能の確
保

3－1
町内外における行政機能の大
幅な低下

【3－1－1】行政の業務継続体制の整備

【3－1－2】広域応援・受援体制の整備
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4
ライフライン
の確保

4－1 エネルギー供給の停止
【4－1－1】再生可能エネルギーの導入拡大

【4－1－2】石油燃料等供給の確保

4－2 食料の安定供給の停滞 【4－2－1】食料生産基盤の整備

4－3
上下水道等の長期間にわたる
機能停止

【4－3－1】水道施設等の防災対策

【4－3－2】下水道施設等の防災対策

4－4
町外との基幹交通及び地域交
通ネットワークの機能停止

【4－4－1】交通ネットワークの整備

【4－4－2】道路施設の防災対策、耐震化、老朽化対策

【4－4－3】港湾・漁港の機能強化

5
経済活動の機
能維持

5－1
供給網の寸断や中枢機能の麻
痺等による企業活動等の停滞

【5－1－1】企業の業務継続体制の強化

【5－1－2】被災企業等への金融支援

6
二次災害の抑
制

6－1
農地・森林等の荒廃による被
害の拡大

【6－1－1】森林、湿原の保全

【6－1－2】農地・農業水利施設等の保全管理

7
迅速な復旧・
復興等

7－1
災害廃棄物の処理の停滞等に
よる復旧・復興の大幅な遅れ

【7－1－1】災害廃棄物の処理体制の整備

7－2
復旧・復興等を担う人材の絶
対的不足

【7－1－2】災害対応に不可欠な建設業との連携
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❖第４節「起きてはならない最悪の事態」と
総合計画との対照表 マトリクス

人　命　の　保　護 救助・救急活動等の迅速な実施 行政機能
の確保 ライフラインの確保 経済活動の

機能維持
二次災害
の抑制 迅速な復旧・復興等

1－1 1－2 1－3 1－4 1－5 1－6 2－1 2－2 2－3 3－1 4－1 4－2 4－3 4－4 5－1 6－1 7－1 7－2

基
　
本
　
目
　
標

施 策 の 大 綱 主　要　な　施　策

地
震
等
に
よ
る
建
築
物
等
の�

大
規
模
倒
壊
や
火
災
に
伴
う�

死
傷
者
の
発
生

大
規
模
津
波
等
に
よ
る
死
傷�

者
の
発
生

異
常
気
象
等
に
よ
る
広
域
か�

つ
長
期
的
な
市
街
地
等
の
浸�

水 暴
風
雪
及
び
豪
雪
に
よ
る
交�

通
途
絶
等
に
伴
う
死
傷
者
の�

発
生

積
雪
寒
冷
を
想
定
し
た
避
難�

体
制
等
の
未
整
備
に
よ
る
被�

害
の
拡
大

情
報
伝
達
の
不
備
・
途
絶
等�

に
よ
る
死
傷
者
の
拡
大

被
災
地
で
の
食
料
・
飲
料
水�

等
、
生
命
に
関
わ
る
物
資
供�

給
の
長
期
停
止

消
防
、
警
察
、
自
衛
隊
等
の�

被
災
等
に
よ
る
救
助
・
救
急�

活
動
の
停
滞

被
災
地
に
お
け
る
医
療
・�

福
祉
機
能
等
の
麻
痺

町
内
外
に
お
け
る
行
政
機
能�

の
大
幅
な
低
下

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
停
止

食
料
の
安
定
供
給
の
停
滞

上
下
水
道
等
の
長
期
間
に
わ�

た
る
機
能
停
止

町
外
と
の
基
幹
交
通
及
び
地�

域
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
機�

能
停
止

供
給
網
の
寸
断
や
中
枢
機
能�

の
麻
痺
等
に
よ
る
企
業
活
動�

等
の
停
滞

農
地
・
森
林
等
の
荒
廃
に
よ�

る
被
害
の
拡
大

災
害
廃
棄
物
の
処
理
の
停
滞�

等
に
よ
る
復
旧
・
復
興
の
大�

幅
な
遅
れ

復
旧
・
復
興
等
を
担
う
人
材�

の
絶
対
的
不
足

【
産
業
】
産
業
の
垣
根
を
越
え
て
、

　
　
　
　
み
ん
な
で
築
き
あ
げ
る
活
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り

農業の振興

生産基盤の整備 ● ● ●
自然と調和した農業の展開 ● ●
担い手の育成・確保 ● ● ●
６次産業化及び地産地消の推進 ●

林業の振興
森林の整備と木材普及 ●
鳥獣被害防止対策の推進 ●
林業従事者の育成・確保 ● ●

水産業の振興

漁業生産の安定 ● ●
漁業基盤の強化 ● ●
消費者志向に即した水産業の推進 ●
魅力ある漁村づくり ●

商工業の振興
商工業活性化対策の推進 ● ●
商工業活動の促進 ● ●
地域ブランド化の推進 ● ●

観光業の振興
ホスピタリティの充実 ● ●
観光客誘致に向けた活動推進 ●

【
自
然
・
環
境
】
自
然
を
守
り
未
来
に
つ
な
が
る
住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り

土地利用
計画的な土地利用の推進 ● ●
地籍情報の補完 ● ●

自然保全・景観形成
自然環境の保全 ● ●
自然エネルギーの利活用と省エネの推進 ●

環境保全・環境衛生 ゴミ処理対策の推進 ●
公園・緑地・墓地整備 公園・緑地の整備 ● ● ●
交通安全・防犯対策 防犯対策の推進 ● ● ●

住宅・住環境の整備
快適な町営住宅の供給 ●
地域にあった住環境の整備 ●
空家等の適切な管理の推進 ●

情報通信の整備 情報通信の整備 ● ● ● ● ● ●

道路・交通網の整備

主要幹線道路の整備 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
生活道路の整備 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
快適で安全な道路環境の整備 ● ● ● ● ● ●
公共交通網の整備 ●

上・下水道の整備
水道事業の基盤強化 ● ●
下水道施設の維持管理 ● ●
し尿等の適切な処理 ● ●

【
防
災
】
災
害
に
強
く

町
民
に
よ
り
そ
っ
た
ま
ち
づ
く
り

町土の保全
治山の推進 ● ●
治水の推進 ● ●
海岸保全の推進 ● ●

防災体制の整備

防災対策の推進 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
防災意識の向上 ● ● ● ● ● ● ●
避難体制の整備 ● ● ● ● ● ●
行政機能の確保 ● ● ● ● ● ● ● ●

消防・救急体制の整備
消防体制の整備 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
救急体制の整備 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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❖第４節「起きてはならない最悪の事態」と
総合計画との対照表 マトリクス

人　命　の　保　護 救助・救急活動等の迅速な実施 行政機能
の確保 ライフラインの確保 経済活動の

機能維持
二次災害
の抑制 迅速な復旧・復興等

1－1 1－2 1－3 1－4 1－5 1－6 2－1 2－2 2－3 3－1 4－1 4－2 4－3 4－4 5－1 6－1 7－1 7－2

基
　
本
　
目
　
標

施 策 の 大 綱 主　要　な　施　策

地
震
等
に
よ
る
建
築
物
等
の�

大
規
模
倒
壊
や
火
災
に
伴
う�

死
傷
者
の
発
生

大
規
模
津
波
等
に
よ
る
死
傷�

者
の
発
生

異
常
気
象
等
に
よ
る
広
域
か�

つ
長
期
的
な
市
街
地
等
の
浸�

水 暴
風
雪
及
び
豪
雪
に
よ
る
交�

通
途
絶
等
に
伴
う
死
傷
者
の�

発
生

積
雪
寒
冷
を
想
定
し
た
避
難�

体
制
等
の
未
整
備
に
よ
る
被�

害
の
拡
大

情
報
伝
達
の
不
備
・
途
絶
等�

に
よ
る
死
傷
者
の
拡
大

被
災
地
で
の
食
料
・
飲
料
水�

等
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生
命
に
関
わ
る
物
資
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給
の
長
期
停
止

消
防
、
警
察
、
自
衛
隊
等
の�

被
災
等
に
よ
る
救
助
・
救
急�

活
動
の
停
滞

被
災
地
に
お
け
る
医
療
・�

福
祉
機
能
等
の
麻
痺

町
内
外
に
お
け
る
行
政
機
能�

の
大
幅
な
低
下

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
停
止

食
料
の
安
定
供
給
の
停
滞

上
下
水
道
等
の
長
期
間
に
わ�

た
る
機
能
停
止

町
外
と
の
基
幹
交
通
及
び
地�

域
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
機�

能
停
止

供
給
網
の
寸
断
や
中
枢
機
能�

の
麻
痺
等
に
よ
る
企
業
活
動�

等
の
停
滞

農
地
・
森
林
等
の
荒
廃
に
よ�

る
被
害
の
拡
大

災
害
廃
棄
物
の
処
理
の
停
滞�

等
に
よ
る
復
旧
・
復
興
の
大�

幅
な
遅
れ

復
旧
・
復
興
等
を
担
う
人
材�

の
絶
対
的
不
足

【
産
業
】
産
業
の
垣
根
を
越
え
て
、

　
　
　
　
み
ん
な
で
築
き
あ
げ
る
活
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り

農業の振興

生産基盤の整備 ● ● ●
自然と調和した農業の展開 ● ●
担い手の育成・確保 ● ● ●
６次産業化及び地産地消の推進 ●

林業の振興
森林の整備と木材普及 ●
鳥獣被害防止対策の推進 ●
林業従事者の育成・確保 ● ●

水産業の振興

漁業生産の安定 ● ●
漁業基盤の強化 ● ●
消費者志向に即した水産業の推進 ●
魅力ある漁村づくり ●

商工業の振興
商工業活性化対策の推進 ● ●
商工業活動の促進 ● ●
地域ブランド化の推進 ● ●

観光業の振興
ホスピタリティの充実 ● ●
観光客誘致に向けた活動推進 ●

【
自
然
・
環
境
】
自
然
を
守
り
未
来
に
つ
な
が
る
住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り

土地利用
計画的な土地利用の推進 ● ●
地籍情報の補完 ● ●

自然保全・景観形成
自然環境の保全 ● ●
自然エネルギーの利活用と省エネの推進 ●

環境保全・環境衛生 ゴミ処理対策の推進 ●
公園・緑地・墓地整備 公園・緑地の整備 ● ● ●
交通安全・防犯対策 防犯対策の推進 ● ● ●

住宅・住環境の整備
快適な町営住宅の供給 ●
地域にあった住環境の整備 ●
空家等の適切な管理の推進 ●

情報通信の整備 情報通信の整備 ● ● ● ● ● ●

道路・交通網の整備

主要幹線道路の整備 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
生活道路の整備 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
快適で安全な道路環境の整備 ● ● ● ● ● ●
公共交通網の整備 ●

上・下水道の整備
水道事業の基盤強化 ● ●
下水道施設の維持管理 ● ●
し尿等の適切な処理 ● ●

【
防
災
】
災
害
に
強
く

町
民
に
よ
り
そ
っ
た
ま
ち
づ
く
り

町土の保全
治山の推進 ● ●
治水の推進 ● ●
海岸保全の推進 ● ●

防災体制の整備

防災対策の推進 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
防災意識の向上 ● ● ● ● ● ● ●
避難体制の整備 ● ● ● ● ● ●
行政機能の確保 ● ● ● ● ● ● ● ●

消防・救急体制の整備
消防体制の整備 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
救急体制の整備 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

※「起きてはならない最悪の事態」を回避するための取組がある施策の欄に「●」を記しています。
※■は、重点化項目です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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❖第４節「起きてはならない最悪の事態」と
総合計画との対照表 マトリクス

人　命　の　保　護 救助・救急活動等の迅速な実施 行政機能
の確保 ライフラインの確保 経済活動の

機能維持
二次災害
の抑制 迅速な復旧・復興等

1－1 1－2 1－3 1－4 1－5 1－6 2－1 2－2 2－3 3－1 4－1 4－2 4－3 4－4 5－1 6－1 7－1 7－2

基
　
本
　
目
　
標

施 策 の 大 綱 主　要　な　施　策
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よ
る
広
域
か�

つ
長
期
的
な
市
街
地
等
の
浸�

水 暴
風
雪
及
び
豪
雪
に
よ
る
交�

通
途
絶
等
に
伴
う
死
傷
者
の�

発
生

積
雪
寒
冷
を
想
定
し
た
避
難�

体
制
等
の
未
整
備
に
よ
る
被�

害
の
拡
大

情
報
伝
達
の
不
備
・
途
絶
等�

に
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死
傷
者
の
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被
災
地
で
の
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・
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等
、
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に
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る
物
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の
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期
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消
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衛
隊
等
の�

被
災
等
に
よ
る
救
助
・
救
急�

活
動
の
停
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被
災
地
に
お
け
る
医
療
・�

福
祉
機
能
等
の
麻
痺

町
内
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に
お
け
る
行
政
機
能�

の
大
幅
な
低
下

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
停
止

食
料
の
安
定
供
給
の
停
滞

上
下
水
道
等
の
長
期
間
に
わ�

た
る
機
能
停
止

町
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と
の
基
幹
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通
及
び
地�

域
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
機�

能
停
止

供
給
網
の
寸
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や
中
枢
機
能�

の
麻
痺
等
に
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企
業
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の
停
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農
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の
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廃
に
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被
害
の
拡
大

災
害
廃
棄
物
の
処
理
の
停
滞�

等
に
よ
る
復
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復
興
の
大�

幅
な
遅
れ

復
旧
・
復
興
等
を
担
う
人
材�

の
絶
対
的
不
足

【
福
祉・医
療
】子
ど
も
か
ら
大
人
ま
で
安

心
し
て
暮
ら
せ
る
未
来
の
ま
ち
づ
く
り

地域福祉 地域で支え合う基盤体制の確立 ● ●
高齢者福祉 介護予防・日常生活支援総合事業の推進 ● ●
障がい者（児）福祉 安心な日常生活支援の充実 ● ●
子育て支援・児童福祉 保育の充実 ● ● ● ●

医療体制の整備
地域医療の充実 ● ● ● ● ● ●
広域・救急医療体制の確立 ● ● ● ●

【
教
育・文
化
】豊
か
な
学
び
を
育
み
、

未
来
に
向
か
っ
て
挑
戦
し
続
け
る
人
づ
く
り

学校教育の充実

教育内容の充実 ●
教育環境の整備 ● ● ●
学校給食の充実 ● ●
高等学校教育の充実 ● ● ●

社会教育の推進

青少年期教育の充実 ●
成人期教育の充実 ●
高齢期教育の充実 ●
学習拠点の充実 ● ● ●

芸術・文化活動の推進 文化財の保護・保全 ●
スポーツの振興 スポーツ施設の充実 ● ● ●

【
ま
ち
づ
く
り・行
財
政
】地
域
と
と
も

に
歩
む
創
意
に
満
ち
た
ま
ち
づ
く
り

町民との共創によるまちづくり
まちづくりへの町民参加の推進 ● ● ●
広報・広聴活動の充実 ● ● ● ● ● ●

コミュニティ活動の推進 主体的コミュニティ活動の推進 ● ● ● ● ●

開かれた行政運営の展開
行政運営の充実 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
庁舎等の環境改善 ● ● ● ● ● ●

健全な財政運営の推進 健全な財政運営の推進 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
地域間交流・国際交流の推進 国際交流の推進 ●
広域行政の推進 広域行政の展開 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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❖第４節「起きてはならない最悪の事態」と
総合計画との対照表 マトリクス

人　命　の　保　護 救助・救急活動等の迅速な実施 行政機能
の確保 ライフラインの確保 経済活動の

機能維持
二次災害
の抑制 迅速な復旧・復興等

1－1 1－2 1－3 1－4 1－5 1－6 2－1 2－2 2－3 3－1 4－1 4－2 4－3 4－4 5－1 6－1 7－1 7－2

基
　
本
　
目
　
標

施 策 の 大 綱 主　要　な　施　策
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よ
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よ
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に
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能
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機
能�
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痺
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処
理
の
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幅
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れ
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復
興
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担
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の
絶
対
的
不
足

【
福
祉・医
療
】子
ど
も
か
ら
大
人
ま
で
安

心
し
て
暮
ら
せ
る
未
来
の
ま
ち
づ
く
り

地域福祉 地域で支え合う基盤体制の確立 ● ●
高齢者福祉 介護予防・日常生活支援総合事業の推進 ● ●
障がい者（児）福祉 安心な日常生活支援の充実 ● ●
子育て支援・児童福祉 保育の充実 ● ● ● ●

医療体制の整備
地域医療の充実 ● ● ● ● ● ●
広域・救急医療体制の確立 ● ● ● ●

【
教
育・文
化
】豊
か
な
学
び
を
育
み
、

未
来
に
向
か
っ
て
挑
戦
し
続
け
る
人
づ
く
り

学校教育の充実

教育内容の充実 ●
教育環境の整備 ● ● ●
学校給食の充実 ● ●
高等学校教育の充実 ● ● ●

社会教育の推進

青少年期教育の充実 ●
成人期教育の充実 ●
高齢期教育の充実 ●
学習拠点の充実 ● ● ●

芸術・文化活動の推進 文化財の保護・保全 ●
スポーツの振興 スポーツ施設の充実 ● ● ●

【
ま
ち
づ
く
り・行
財
政
】地
域
と
と
も

に
歩
む
創
意
に
満
ち
た
ま
ち
づ
く
り

町民との共創によるまちづくり
まちづくりへの町民参加の推進 ● ● ●
広報・広聴活動の充実 ● ● ● ● ● ●

コミュニティ活動の推進 主体的コミュニティ活動の推進 ● ● ● ● ●

開かれた行政運営の展開
行政運営の充実 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
庁舎等の環境改善 ● ● ● ● ● ●

健全な財政運営の推進 健全な財政運営の推進 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
地域間交流・国際交流の推進 国際交流の推進 ●
広域行政の推進 広域行政の展開 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

※「起きてはならない最悪の事態」を回避するための取組がある施策の欄に「●」を記しています。
※■は、重点化項目です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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浜中町総合計画策定審議会
　会長　栗　本　英　彌　様

浜中町長　松　本　　　博

第６期浜中町まちづくり総合計画基本構想について（諮問）

　浜中町では、平成22年度に「第５期浜中町新しいまちづくり総合計画」をスタートさ
せ、基本構想に掲げる本町の将来像「生命支える大地と海　自然と調和するまち・はま
なか　～未来につなごう豊かな環境～」の実現に向け、基本計画・実施計画に基づき各
種施策を展開しながら、まちづくりを進めてまいりました。
　この間、本町を取り巻く社会経済情勢は人口減少や少子高齢化の進行、経済の低迷、
大規模自然災害への対応など急速に変化しており、新たな時代に向けた諸課題への対応
が求められています。
　このような状況の下、現総合計画が令和元年度で終了いたしますことから、令和２年
度を始期とする「第６期浜中町まちづくり総合計画」を策定いたします。
　第６期浜中町まちづくり総合計画の策定にあたり、浜中町総合計画策定審議会条例第
２条の規定に基づき、貴審議会に基本構想について諮問いたします。

浜　　 企　　 画
令和元年10月16日
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令和元年12月２日

浜中町長　松　本　　　博　様

浜中町総合計画策定審議会
会長　栗　本　英　彌

第６期浜中町まちづくり総合計画基本構想について（答申）

　令和元年10月16日付けで諮問ありました第６期浜中町まちづくり総合計画基本構想に
ついて、本審議会において慎重に審議した結果、下記のとおり附帯意見を添えて答申し
ます。
　今後、総合計画で示す将来像の実現に向けて、当計画に掲げる様々な施策が的確に推
進されることを期待します。

記

　第６期浜中町まちづくり総合計画基本構想については、今後の本町の目指す将来像と、
その実現に向けた目指すべき方向性を明らかにしており、概ね妥当と判断します。

（附帯意見）
　　１�　第６期浜中町まちづくり総合計画の推進にあたっては、取組内容や進捗状況な

どを分かりやすく町民に情報発信し、広く情報共有がされるよう要望します。
　　　　また、実施した施策や事業の効果を検証する評価組織の設置を提案します。

　　２�　人口減少は地域に重大な影響を及ぼし、まちの存続に関わることから、その対
策についての施策や事業について、積極的に推進することを期待します。
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選 出 区 分 所　　　　属 役　　職 氏　　名 備　考

行 政 委 員 会 の 委 員 浜 中 町 教 育 委 員 教育長職務代理 栗　本　英　彌

〃 浜 中 町 農 業 委 員 会 会 　 　 長 梅　原　順　一 まちづくり委員

各種団体の役員及び職員 浜 中 漁 業 協 同 組 合 代表理事組合長 山　㟢　貞　夫

〃 散 布 漁 業 協 同 組 合 専 務 理 事 中　村　雅　人

〃 浜 中 町 農 業 協 同 組 合 代表理事組合長 高　岡　　　透

〃 浜 中 町 商 工 会 会 　 　 長 赤　石　　　眞

〃 浜 中 町 観 光 協 会 会 　 　 長 大　野　裕　幸 まちづくり委員

〃 大地みらい信用金庫浜中支店 支  店  長 川　端　篤　史

見 識 を 有 す る 者 浜 中 町 自 治 会 連 合 会 会 　 　 長 村　田　準　逸

〃 浜 中 町 女 性 協 議 会 会 　 　 長 今　　　裕　子 まちづくり委員

〃 浜 中 町 ス ポ ー ツ 協 会 会 　 　 長 石　黒　正　敏

〃 浜 中 福 祉 会 理  事  長 鈴　木　敏　文

〃 浜 中 町 社 会 福 祉 協 議 会 会 　 　 長 熊　谷　　　正

〃 霧 多 布 湿 原 ト ラ ス ト 理  事  長 小　川　浩　子

〃 釧路東部消防組合浜中消防署 署 　 　 長 武　田　信　昭
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　このまちづくり委員会は、令和２年度から令和11年度までの10年間を期間とした浜中町の新

たなまちづくりの計画である「第６期浜中町まちづくり総合計画」の策定にあたり、住民と役場

職員プロジェクトチームが協働して、これまでのまちづくりの点検や現在の課題、問題点の洗い

出し、それに対する解決策や方向性などを話し合い、今後のまちづくりに対する想いを町長へ提

言するために、町民からの公募をはじめ各団体や有識者など49名で組織されました。

　このまちづくり委員会では、「産業部会」「自然・生活環境部会」「防災・強靭化部会」「保

健福祉部会」「教育・文化部会」「行財政部会」の６つの専門部会を設置して、それぞれの分野

において「10年後の浜中町がこうあったらいいな」という将来像を思い描きながら、話し合い

を進めました。

　提言には、町民の合意形成が必要なものや財政的な問題で実現が難しかったり、すぐには取り

組めなかったりする内容があるかもしれませんが、よりよい浜中町を目指すための提言として話

し合った結果をまとめました。

　また、それぞれの専門分野での話し合いを行っていますが、他の分野にも関わることなどもあ

るため分野を越えての提言もありますが、専門部会それぞれの意見を尊重するため、調整等は行

わず部会ごとにまとめています。

　ここに示された提言が、次期総合計画の策定において、広く反映されることを願います。

産業部会　【産業の垣根を越えて、みんなで築きあげる活力あるまちづくり】

　　　提言１　未来を見据えた農業のまちにしよう！

　　　提言２　みんなの活力で、豊かで魅力あふれる水産物を安定して生産しよう！

　　　提言３　将来にわたって維持、存続できる活力あるまちにしよう！

　　　提言４　「浜中町だからできる」魅力あふれるまちにしよう！

自然・生活環境部会　【自然を守り未来につながる住みよいまちづくり】

　　　提言５　人・地域・世界がつながるまちにしよう！

　　　提言６　自然を守り、エコエネルギーを活用したまちにしよう！

　　　提言７　みんなが快適で住みよいまちにしよう！

防災・強靭化部会　【災害に強く町民によりそったまちづくり】

　　　提言８　安心・安全でおだやかに暮らせるまちにしよう！

　　　提言９　地域に根差した消防体制が整ったまちにしよう！

保健福祉部会　【子どもから大人まで安心して暮らせる未来のまちづくり】

　　　提言10　安心の地域医療体制を構築しよう！

　　　提言11　福祉分野の担い手を育成しよう！
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　　　提言12　子育てサポート体制を充実させよう！

教育・文化部会　【豊かな学びを育み、未来に向かって挑戦し続ける人づくり】

　　　提言13　地域ぐるみで子どもたちの成長を支える教育環境を確立しよう！

　　　提言14　学習活動を通じて地域の絆を築き、住民が学び続ける社会を作ろう！

　　　提言15　地域に根付いた文化を保全し、次世代に芸術・文化活動を継承しよう！

　　　提言16　生涯にわたり豊かな心と身体をもった人づくりをしよう！

行財政部会　【地域とともに歩む創意に満ちたまちづくり】

　　　提言17　町民が積極的にまちづくりに参加しよう！

　　　提言18　健全な財政運営を推進しよう！

　まちづくり委員会構成

　　委 員 長　安　藤　義　幸

　　副委員長　大　野　裕　幸

　　副委員長　今　　　裕　子

産業部会 自然・生活
環境部会

防災・強靭化
部　　　会 保健福祉部会 教育・文化

部　　　会 行財政部会

部　会　長 越田　正昭 菅野　正巳 渡部　　健 安藤　義幸 中原　潤一 小上　謙太

副 部 会 長 亀井　英昭 高木　研一
赤石　隆哲

平野　将透
小西　康介

上野　　仁
出口　将人 坂東　　薫

委　　　員 堀内茉里佳 立花ヤエ子 髙野　　裕 國井　　葵 南　　晃仁 梅原　昌美

委　　　員 吉野　将司 髙橋　利之 田中　英昭 井上　秀子 渡邊　　真 成田　祐一

委　　　員 三山　昌利 小松　克也 八戸　浩二 杉澤　正喜 大竹　栄子 田畑　秀子

委　　　員 栗岡　良輔 戸井　淑剛 梅原　順一 藤枝　敦子 山㟢　賢治 今　　裕子

委　　　員 三上　大輔 岩松　邦英 高野　　弘 江崎　倫正 宮㟢　猛彦 澤辺　雅史

委　　　員 永谷　　勝 菅田実津留

委　　　員 阿部　悠大

委　　　員 西村　充生

委　　　員 大野　裕幸

職員プロジェクトチーム

書　　　記
埒見　　堅 島　　　卓 南　　秀幸 藤原　真貴 木村　　睦 中山　正教

東海林圭太 鈴木　雅和 布川　将人 齋藤　健介 赤石　俊行 春日　良太

委　　　員 佐々木博幸 天岡　道芳 堀内　大地 舟橋美穂子 大友久美子 川村　則彦

委　　　員 二俣　太一 中山　和生 成田　尚弥 石森　　恵 三浦　孝章 赤沼　正彦

委　　　員 榎本　圭佑 會田　真也 村田　直樹
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第６期浜中町まちづくり総合計画 策定要綱
１　計画策定の背景・趣旨

　平成22年度から平成31年度を計画期間とする「第５期浜中町新しいまちづくり総合計画」（以

下、第５期総合計画）では、「生命支える大地と海　自然と調和するまち・はまなか」をテーマに、

町民と行政による協働を基本としたまちづくりを推進してきた。

　第５期総合計画も第４期総合計画までと同様、基幹産業である農・漁業の持続的発展を目指す

ことを計画の柱とし、本町が我が国の重要な食料供給地として、基幹産業の生産活動を維持・発

展させることができるよう、産業基盤の整備や担い手確保対策などを進めてきた。酪農業は、安

全で高品質な生乳生産に向け、北海道農業公社の草地畜産基盤整備事業や中山間活性化支払交付

金事業、町内の一般農道整備などを実施してきた。水産業は、各漁港や霧多布港湾等の水産関連

施設の整備や水産資源確保に向けた漁場整備などとともに、本町の新たな漁業として、カキやウ

ニ等の増養殖事業への支援を行ってきた。商工業は、消費動向が広域化・多様化、人口減少によ

る購買力の減退などを背景に、非常に厳しい経営状況にある中、プレミアム付き商品券発行事業

や中小企業特別融資など、経営改善普及に向けた支援を実施してきた。観光では、ルパン三世を

活用した地域活性化事業、管内や三町での広域連携による観光客誘致事業など、地域特性を活か

した観光振興に努めてきた。

　なお、本町の産業を守り続けるためには、生産年齢人口とともに産業の担い手確保対策が重要

課題であったことから、平成29年度には産業後継者就業交付金を創設するなど、就業支援に努

めている。

　環境対策では、「第２次浜中町環境基本計画」を策定し、産業振興と自然環境保全に向けた施

策に取り組んできた。公共施設、道路、橋梁、下水道などのインフラについては、その多くが年々

老朽化が進んでおり、その対策として「公共施設等総合管理計画」をはじめ、各分野で長寿命化

計画等を策定し、施設の適正な維持・更新に努めてきた。

　平成23年３月11日に発生した東日本大震災、さらには、平成24年６月に北海道から新たな

津波浸水予測図が発表されて以降、本町は「浜中町地域防災計画」の見直しを行いながら、地震・

津波をはじめとする災害への対策強化を図るため、防災行政無線や津波防災ステーションの更新

整備、霧多布港海岸等の防潮堤の嵩上改良、津波防災避難訓練などを実施し、一人ひとりの生命

と財産を守る「災害に強いまちづくり」を推進してきた。また、本町における防災中枢拠点を確

保するため、防災機能を併設した役場本庁舎の移転改築を実施することとし、平成32年度末の

完成を目指して整備を進めている。

　本格的な少子高齢化を迎える中、本町においても時機に応じた福祉施策を展開し、特に、子育

て支援に関しては、高校生世代までの医療費の無償化、保育施設の建設や保育料の負担軽減など

により、子どものいる方々が働きながら子育てできる環境の構築を目指している。
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　教育では、第５期総合計画の期間内において、実に６校の小学校が閉校することとなったが、

児童・生徒、教職員の安心・安全な教育環境の確保に向け、学校施設等の改修を進めるとともに、

通学バスの民間委託や遠距離通学者への助成など、児童生徒への教育支援を実施してきた。町

立高校である霧多布高等学校では、「浜中学」を中心とした特色ある高等教育が展開されている。

平成30年度からは新しい学校給食センターが運用を開始し、地場産の食材を活かした食育の推

進にも力を注いでいる。また、町民の生涯学習活動やスポーツ活動の推進に向け、町民ニーズに

応じた社会教育、社会体育関連事業に取り組んできた。

　本町の人口は、第５期総合計画がスタートした平成22年の国勢調査結果では6,511人であっ

たが、平成27年の国勢調査結果では6,061人となり、５ヵ年で450人、約6.9％の減少となっ

た。主な要因は、急速な少子高齢化や若年層の町外流出などによるものであり、人口減少とそれ

に伴う過疎化は、喫緊の大きな課題である。国は、平成26年度に人口の一極集中に歯止めをかけ、

地方創生を進めることを目的とした「まち・ひと・しごと長期ビジョン」、「まち・ひと・しごと

創生総合戦略」を策定し、これに伴い、都道府県及び市町村においても人口ビジョンと総合戦略

の策定が求められ、本町も平成27年度に人口の将来推計や目標数値等を示す「浜中町人口ビジョ

ン」、さらに、人口減少対策の方向性や具体的な施策を示す「浜中町創生総合戦略」を策定した。

　本町においては、人口減少対策の強化を図りつつ、基幹産業に携わる生産年齢人口をいかに確

保するかが求められる。将来にわたり、多くの人に浜中町に住み続けてもらうためには、産業と

関連した雇用創出と就業機会の確保に努め、町全体の活性化に一層取り組んでいかなければなら

ない。

　これまで、北海道内の自治体で多くの市町村合併が進められてきたが、本町においては自立の

まちづくりを目指して今日に至っている。地域と産業が輝けるまちづくりを推進するため、浜中

町の将来像を描くとともに、長期的視点に立った実効性のある総合計画の策定が求められる。

２　計画策定の基本姿勢

　新しい総合計画では、厳しい財政状況の中でその限られた財源を有効に活用しながら、総合的

かつ計画的に町政を推進する必要があることから、本町の未来への発展を成し遂げるため、まち

づくりの最上位計画と位置付ける。

　本町の有する豊かな自然環境の保全に努めながら、基幹産業である農・漁業を中心とした産業

振興を基本に、町民と行政が協働しながら、本町ならではの個性豊かなまちづくりを目指す。

（１）計画の基本姿勢

　・自然環境の保全を図り、産業振興を中心とした計画づくり

　・住民と行政の協働による開かれた計画づくり

（２）計画の基本テーマ

　浜中町の自然環境を未来へ引き継ぎ、基幹産業である農・漁業を中心とした産業振興、創造性

の豊かな人材育成を図ることを基本テーマとする。
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３　計画の名称

　新しい総合計画の名称は、「第６期浜中町まちづくり総合計画」とする。

４　計画期間、構成等

　計画期間は、平成32年度から平成41年度までとする。

　計画は、基本構想・基本計画・実施計画によって構成し、必要な事項は行政の各種計画と整合

性を図ることとする。

（１）基本構想

　基本構想は、浜中町の将来目標とその目標の達成に向けた基本的姿勢を示し、基本計画や

実施計画の基本理念となるものである。

（２）基本計画

　基本計画は、基本構想で設定された浜中町の将来像を実現するための方向性、さらには実

施計画の基本となる施策を示すものである。

（３）実施計画　

　実施計画は、平成32年度から平成36年度を前期、平成37年度から平成41年度を後期と

定め、基本構想や基本計画で定められた施策や大綱をいかに展開するかを具体的な事業等を

もって示したものであり、財政状況や総合計画の実効性確保等の点を鑑み、毎年度、３ヵ年

分の事業をローリングすることとする。

（４）重点プロジェクト事業

　重点プロジェクト事業については、基本構想が描く将来像の実現を目指す上で必要な重要

施策を示したものである。

（５）地域計画及び住民行動計画

　計画に沿った施策を進める上で、地域住民、民間企業等が具体的にどのような行動が求め

られているかを示したものである。

５　計画策定の推進体制

　第６期浜中町まちづくり総合計画は、町民と行政の協働という視点のもと、第５期総合計画を

踏襲しながら、町民参加を積極的に促した計画策定に努めるものとする。

　基本計画は10年間であるが、実施計画はより実効性を持たせるため、期間を前期５カ年とし、

後期到達年の前年、平成36年度に後期５カ年の計画を作成することとする。

（１）町民参加及び意見・提言の把握について

　①町民の要望は、アンケート調査や意見交換会などを通じ、広く収集・把握する。

　　○アンケート調査

　　　町民アンケート調査、町外移住者アンケート調査、観光客アンケート調査

　　　高校生アンケート調査、子どもアンケート調査
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　　○懇談会

　　　自治会との意見交換会、各種団体との懇談会、まちづくり子ども議会の開催

　②総合計画に対する町民からの提言、提案の募集

　　○町職員からの提言募集

　　○町民からの提言、提案の募集

　③小・中・高校生による絵画、作文、論文の募集

　　○町内小・中学生を対象に「未来の浜中町」絵画、作文募集

　　○北海道霧多布高等学校生徒による論文募集

（２）総合計画まちづくり委員会の設置

　①委員は、公募による者と町長からの委嘱による者をもって構成する。

　②委員人数は50名程度とし、分野毎に専門部会を設置する。

　③委員は、計画の策定終了までの任期とし、無報酬とする。

（３）町職員による策定組織

　①総合計画策定委員会の設置、業務

　副町長を委員長とし、各課長（等）で構成する総合計画策定委員会を設置する。

　総合計画策定委員会は、まちづくり委員会における協議内容やまちづくり懇談会等で収集、

把握した意見や提言をもとに、総合計画策定プロジェクトチームが取りまとめた素案を検討

協議し、最終的に計画の基本方針を定め、原案を町長に提出する。

　②総合計画策定プロジェクトチームの設置、業務

　計画策定にあたり、専門分野での重点プロジェクト事業の洗い出しや掘り起こしを行い、

計画の素案に反映させるため、係長以下の職員で構成する総合計画策定プロジェクトチーム

を設置する。

　総合計画策定プロジェクトチームの構成員は、各課から１名～２名をもって構成すること

とし、課長等の推薦により決定する。

　なお、プロジェクトチームは専門部会にそれぞれ相応数配置し、部会における協議によっ

て提案された項目毎に必要な調査や検討を行い、重点事項としての位置付けを図る。

　③各課におけるまちづくり推進についての会議開催

　計画策定にあたり、各課の担当分野毎に基本構想、基本計画、実施計画についての素案を

協議してまとめるとともに、計画全体についての提案を行う。

④町職員を対象とした、まちづくり推進に向けた提案の募集

　町職員から本町のまちづくり推進に向けた施策等の提案を募集する。

６　施　行

　この要綱は、平成30年５月１日より施行する。
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第６期浜中町まちづくり総合計画策定経過
平成30年度

月　日 内　　　　　　容

 ５月２日 第１回第６期浜中町まちづくり総合計画策定委員会

（第６期浜中町まちづくり総合計画策定要綱の審議）

第６期浜中町まちづくり総合計画策定要綱　施行

 　 22日 第２回第６期浜中町まちづくり総合計画策定委員会

（町民アンケート内容の審議）

第１回第６期浜中町まちづくり総合計画係長会議

（策定要綱・町民アンケートの説明）

 ６月１日 総合計画策定のための町民アンケート実施（６月20日まで）

（配布総数 2,322　回収数 660　有効回収率 28.0％）

 ７月10日 職員プロジェクトチーム進発式及び第１回委員会議

　　30日 まちづくり委員会進発式及び第１回まちづくり委員会　49名

まちづくり委員会専門部会開催

・産業部会　　　　　　　　委員11名　職員ＰＴ ５名（計５回開催）

・自然・生活環境部会　　　委員 ７名　職員ＰＴ ４名（計６回開催）

・防災・強靭化部会　　　　委員 ８名　職員ＰＴ ５名（計６回開催）

・保健福祉部会　　　　　　委員 ８名　職員ＰＴ ４名（計５回開催）

・教育・文化部会　　　　　委員 ８名　職員ＰＴ ４名（計６回開催）

・行財政部会　　　　　　　委員 ７名　職員ＰＴ ５名（計６回開催）

 ８月10日 総合計画策定のための旅行客アンケート実施（９月18日まで）

（配布総数 240　回収数 127　有効回収率 52.9％）

 ９月３日 総合計画策定のための小・中学生アンケート実施（９月28日まで）

（配布総数 256　回収数 249　有効回収率 97.2％）

総合計画策定のための高校生アンケート実施（９月28日まで）

（配布総数  98　回収数 90　有効回収率 91.8％）

総合計画策定に係る小・中・高校生　絵画、作文、論文の募集

（応募総数 絵画 173点　作文 150点　論文 11点）

12月７日 浜中町総合計画策定条例施行
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令和元年度

月　日 内　　　　　　容

 ４月15日 第５期浜中町新しいまちづくり総合計画に係る点検・評価報告書

 26日 第３回第６期浜中町まちづくり総合計画策定委員会

（基本構想骨子（案）、基本構想（素案）について）

 ５月28日 まちづくり委員会から町長へ　まちづくりへの提言書　提出

 30日 第４回第６期浜中町まちづくり総合計画策定委員会

（基本計画骨子（案）、基本計画の構成、強靭化地域計画について）

 ６月28日 第５回第６期浜中町まちづくり総合計画策定委員会

（基本構想将来像の検討、基本計画の作成について）

７月１日 総合計画策定に係る小・中・高校生　絵画、作文、論文の表彰

　絵画 小学生 ７名　中学生 ３名

　作文 小学生 ４名　中学生 ４名　論文　高校生 ２名

 ８月30日 第６回第６期浜中町まちづくり総合計画策定委員会

（基本構想（素案）、基本計画（素案）について）

９月30日 第７回第６期浜中町まちづくり総合計画策定委員会

（基本計画（素案）実施計画の作成について）

10月16日 第１回浜中町総合計画策定審議会

（委員委嘱15名、第６期総合計画基本構想の諮問）

11月５日 第２回浜中町総合計画策定審議会

（第６期総合計画基本構想の審議）

11月25日 第３回浜中町総合計画策定審議会

（第６期総合計画基本構想の審議、答申内容の検討）

12月２日 浜中町総合計画策定審議会　栗本会長より町長へ答申

12月５日 パブリックコメントの実施（12月27日まで）

　４件（１人）の意見提出

12月９日 総合計画町民説明会（総合文化センター　17名）

12月10日 総合計画町民説明会（茶内コミセン　18名）

12月11日 総合計画町民説明会（浜中農村環境改善センター　３名）

１月15日 浜中町議会議員全員協議会

（第６期総合計画基本構想の説明）

１月24日 第６期浜中町まちづくり総合計画（基本構想）町議会議決
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第６期浜中町まちづくり総合計画策定委員会委員名簿

職　名 役　　　　職 氏　　　名

委 員 長 副 町 長 松　本　　　賢

副委員長 教 育 長 内　村　定　之

委　　員 総 務 課 長 藤　山　　　巧

〃 税 務 課 長 梅　田　一　光

〃 町 民 課 長 佐々木　武　志

〃 福 祉 保 健 課 長 渡　部　直　人

〃 保 育 所 長 山　口　ひとみ

〃 防 災 対 策 室 長 石　塚　　　豊

〃 商 工 観 光 課 長 戸　井　洋　典

〃 建 設 課 長 渡　邊　　　馨

〃 水 道 課 長 高　野　　　薫

〃 水 産 課 長 細　越　圭　一

〃 農 林 課 長 久　野　義　仁

〃 診 療 所 事 務 長 齊　藤　清　隆

〃 出 納 室 長 山　平　歳　樹

〃 教育委員会管理課長 舟　橋　正　誉

〃 　　〃　　指 導 室 長 渥　美　清　孝

〃 　　〃　　生涯学習課長 澤　邊　昭　彦

〃 高 等 学 校 事 務 長 海　道　政　俊

〃 議 会 事 務 局 長 梅　村　純　也

〃 農 業 委 員 会 局 長 中　田　昌　浩

事 務 局 企 画 財 政 課 長 金　澤　　　剛

〃 　　〃　　企画調整係長 安　住　貴　志

〃 　　〃　　企画調整係 内　村　和　樹
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「浜中町の未来の姿」
霧多布高校　2年　鹿内いぶき

　私は、未来は浜中町民自らが浜中町を愛し、

浜中町民全員がこの町を活性化させたいと思

えるようになるべきだと考えます。なぜなら、

まずは自分たちから浜中町の良さを知り、浜

中町を活性化させていきたい。浜中町を広め

ていきたい。と思うことができなければ、浜

中町への望みはただの望みになってしまいま

すし、いくら理想の姿を描いていても、それ

を実際に行動にうつす人はいなくなります。

そうしてあっという間に浜中町の未来は閉ざ

されてしまうのです。

　私は、六月にコープはまなか店で三日間イ

ンターンシップを行いました。インターン

シップ中にお客様が、

「高校生が頑張ってくれていて、見ていると

元気が出るよ。」

　と、言ってくださりました。また、野いち

ごへ行った際には、

「若い人たちと交流できることが少ないから

交流できて嬉しい。」

　とも言ってくださいました。このように私

たち学生が町へ出て、町の方々との関わりを

持とうとすることはとても大きな意味のある

ことだと感じました。

　また、浜中学という授業で私は観光につい

て調べ、町民でも知らない観光スポットがあ

ることがわかりました。そこで、まずは外へ

浜中町を発信していくよりも、浜中町民への

町の魅力を伝えていった方がいいと思いまし

た。そのために、インターンシップで「高校

生が頑張ってくれているのを見ると元気が出

る。」と言っていただいたことを活かし、高

校生がもっと町のイベントに参加すること

で、活性化させていくことができると思いま

す。そして、浜中町を学ぶことのできる浜中

学という授業があるので、アピールしていく

ことで、町の魅力が町民の方々に伝わってい

くと思います。また、町の魅力が伝わること

によって、町を活性化させたい。という想い

が強まり、理想の姿へ近づけようと行動する

人が増えると思いました。

　したがって、私は私たち学生が町へ出て、

町民の声を聞いたり、浜中町の実態を知るこ

とにより、もっと町について考えることがで

き、それを魅力に変えて伝えることで、町の

方々は浜中町を愛し、活性化させたいという

気持ちが強まると考えました。そのためには

学生と町民がもっと交流できる場が必要だと

思いますし、浜中学で学んだことをもっと町

へ発信していく機会も必要だと思います。浜

中町ができることは、まだたくさんあります。

進歩していくことを、あきらめないでくださ

い。

「浜中町の未来の姿」
茶内中学校　3年　岡本しらべ

　私は、浜中町の未来の姿について、「明る

く元気があふれる町」にしたいと考えていま

す。そのために、浜中町の良さを最大限に生

かす必要があると思い、次の二つの視点で考

えました。

　まず一つ目は、「観光」です。ただ、観光

作文の部

「未来の浜中町」作文・絵画コンクール
入賞作品集
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客を増やすだけでなく、「また来たい」と思っ

てもらえる町にすることが重要だと考えま

す。浜中町は、自然がとても豊かで、日本で

五番目の大きさを誇る霧多布湿原がありま

す。また、ルパン三世の町で、温泉があり、

らくのうも盛んです。こういった浜中町の特

色をもっと発信していくために、SNSを使っ

て浜中町の良さを PR していくことで、興

味を持ってもらい、行きたいと思ってもらえ

るはずです。ルパン三世だけでなく、きれい

な星空やらくのうの見学もできると、いいと

思います。

　次に二つ目は、「公共施設」です。今の浜

中町は、公園や図書館が少ないと思います。

また、廃校になり、使われなくなった学校が

いくつもあります。その学校を利用して、公

園や図書館などの遊ぶ場や学ぶ場を作ること

で、子供が元気いっぱい遊んだり、本を読ん

だりと未来の浜中町を担う子たちの成長の場

になると考えます。

　これらのことを実現していくことで、私が

望む浜中町の未来の姿が明るく、元気があふ

れる町に近づくと考えます。この大好きな浜

中町の良さを多くの人に知ってもらい、より

素敵な町になることを期待しています

「浜中町の未来の姿」
茶内中学校　2年　雪田さくら

　私は、浜中町の未来について次の３つの視

点で考えました。

　まず１つ目は医療についてです。私の住ん

でいる、茶内は今年から診療所が無くなりま

した。そのせいで、インフルエンザなどの予

防接種が霧多布まで行かないと受けられませ

ん。しかし、浜中町は子供の医療費が無料と

いうのはいいと思います。なので、医療の活

性化をしてほしいです。

　つぎに２つ目は、子どもが遊べる場所をつ

くってほしいということです。霧多布の小中

学生はどこで遊ぶかわかりませんが、私たち

茶内の人は、トレーニングセンターか、噴水

公園しかありません。私たちが小学生の時は

噴水公園で遊んでいましたが、さすがに中学

生になると公園では遊ばなくなりました。し

かも、冬になると雪が降り、すごくつもるの

で、遊ぶ気になりません。そうなると冬はト

レーニングセンターしかありません。しかし

トレーニングセンターはさむくて遊べませ

ん。なので遊び場をつくってほしいです。

　最後に３つ目です。３つ目は、観光につい

てです。私は、道の駅を作ったら、もっと観

光客が増え、もっと浜中町全体が明るくなり

町が活性化されると考えました。このままだ

と浜中町が地図から消えてしまいます。なの

で、道の駅にコンブや、かに、牛乳などを売

ればいいと思いました。

　これら３つを変えることで浜中町全体が明

るくなりいい町になると思いました。そして

今思いついたことがあります。浜中町のPR

動画を作り YouTube などに上げれば町に

来てくれる人がいるかもしれません。作って

みてはどうですか。

「未来の浜中町」
茶内小学校　6年生　木口いぶき

　みなさんは浜中町のいいところはどこと聞

かれたらどれだけ答えられますか。私は浜中

町をとてもいい町だと思います。だから私は

いつになってもこのままの浜中町が続いてほ

しいと思います。

「
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　浜中町は自然に恵まれ産業も盛んです。そ

れに犯罪の話も聞きません。この町を続ける

ために私自身にもできることがたくさんあり

ます。例えば自然のことだとゴミ拾いや外来

種を見つけたら湿原の人に教えるなどするこ

とができます。なぜこのようなことをするか

というと自然がなくなると二酸化炭素が増え

環境の悪い浜中町になってしまいます。自然

がなくなるということはエゾカンゾウなどの

浜中町の花はなくなってしまいます。私は花

が大好きなので花がなくなってしまうのは絶

対にいやです。そのために私は自分でできる

ことはやっていこうと思いました。次に浜中

町は犯罪がとても少ないです。どうして犯罪

が少ないのかと友達に聞いてみたところ、

「仲がいいから」

　と言われました。私はその通りだと思いま

した。この仲の良さをこれからも続けていく

ためには浜中町の人とたくさんの交流をもつ

のが大切だと思いました。最後に農業につい

てです。浜中町にはたくさんの農家があった

り茶内にはタカナシもあります。このように

農業を続けるにはやはり自然が大切です。自

然は浜中町にはなくてはならないものなんだ

なと思いました。

　この今の浜中町を続けていくにはやはり自

然、産業、町民の仲の良さが必要だと思いま

した。なので私はこの三つのことで協力して

いけることは少ないけどできることは全力で

やろうと思いました。これからも今の浜中町

を続けていきたいです。

「浜中町をよりよくするために」
霧多布小学校　6年生　鈴木　羽奏

私は、浜中町が『住む人が多い豊かな町』に

なってほしいと考えています。それは、漁業

を受けつぐ人が増えてほしいのと浜中町を

もっと色々な人に知ってもらいたいからで

す。そのためには、二つの取り組みが必要だ

と思います。

一つ目は、浜中町の自然の写真、海産物の写

真、その海産物を料理した写真、色々な動物

の写真をのせたポスターを色々な場所に展示

したらいいと思います。そのことで、色々な

人に浜中を知ってもらったり、観光しに来る

人も多くなると思います。浜中町の自然の写

真、海産物の写真、その海産物を料理した写

真、色々な動物の写真とそれをのせるポス

ターが必要だと思います。

二つ目は、浜中町の海産物や、乳酸品を作っ

た料理を色々な場所で売ったり、レストラン

などで食べてもらったりしたらいいと思いま

す。そのことでその海産物や乳製品が有名に

なったり、その海産物をとったり、その食べ

物をつくった人が有名になったり、その食べ

物を色々な人に作ってもらえると思います。

そのためには、だれでも作れそうな簡単な食

べ物を考えること、そのレシピを作ることが

必要だと思います。

このように、浜中町を知ってもらう、浜中町

を受けつぐ人を増やすために、色々な自然の

写真、海産物の写真をのせたポスターを色々

な場所に展示したり、だれでも作れそうな料

理を色々なレストランで出してもらうことが

必要だと思います。

「希望溢れる浜中町の未来の為に」
霧多布高校　2年　小野　愛菜

　「超高齢化社会」現在の日本はよくこの言

葉で形容されます。それはここ、浜中町もも
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ちろん例外ではなく、住民の方々の高齢化が

着実に進んでいる現実があります。また、人

口が六千人を切るなど人口の流出も歯止めが

利かなくなっています。私は、全世代の住民

が暮らしやすい、そして私たち若い世代が残

りたいと思える様な浜中町にしていくために

三つのことを望みます。

　まず、一つめは住民意見の反映です。日常

生活を送っていると同級生やご近所さんが、

「こういうことをしてほしい。」ということを

話していることをよく耳にします。聞いてい

て「そう言われてみれば確かにそうだなぁ」

と思うことばかりで、実現はちょっと難しい

ものもありますが、すぐにできるものもたく

さんあります。ですから、気軽に意見を行政

の方々に伝えることができるよう、お店など

にアンケートBOXを設置していただくなど

仕組みを整えていただきたいです。

　二つめは、商業施設を増やすことです。浜

中町は、小売店が少なく家からの距離が離れ

ている人達も多いので、非常に不便です。ま

た、物価も高いため、隣町の厚岸町に行って

買い物をする人がとても多く、町内での消費

が縮小してしまっていると思います。若い人

たちが遊べる場所も無いので高校卒業を機に

町外へ行ってしまう人達が多くなっていると

感じます。

　三つめは、子育て世代への支援強化です。

浜中町さんは妊産婦健康診査等通院支援事業

や妊婦健康診査助成事業などを通し、他の地

域よりも手厚く子育てをする世帯へのサポー

トをされています。しかし、私が将来子ども

を産み、育てる母親になるとき、浜中町に住

み続けるということは素直に言うと不安しか

ないです。やはり町内に妊娠・出産に関する

医療機関がなく、一時間かけて通院しなけれ

ばならないということは万が一のことがあっ

た場合など様々な事を考えると産めないなと

思ってしまいます。病院の増設などというこ

とは現実的に考えて難しいので、経済的な援

助をはじめ、交通手段の確保など安心して子

どもを授かることができる制度を更に設けて

欲しいです。

　以上の三つが、私が十六年間生きてきてよ

り良い浜中町にしていくために必要だと感じ

たことです。私は将来もできればこの町に残

りたいと思っているので、幅広い世代の住民

の人達が暮らしやすい浜中町にしていくため

にご尽力していただけると幸いです。

「浜中町の未来の姿」
茶内中学校　3年　今野　　誉

　今の浜中町を、より良い町にするために私

は二つの視点で考えました。

　まず一つ目は、「子育て支援」「教育」の視

点です。「子育て支援」では、保育所の保育

時間の変更、子供の遊べる場所を増やすこと

が必要だと思います。浜中町は、酪農をして

いる人が多いので、その人達の働いてる時間

に、子供をあずかってくれる方が良いと思い

ます。公園や、町民が気軽に利用できる体育

館をつくり、様々なイベントを行ったら良い

と思います。「教育」では、高等学校に魅力

を増やした方が良いと思います。この学校に

しかない特色をつくることで、生徒数が増え、

地域の教育の活性化につながるのではないか

と思います。

　二つ目は、観光の視点です。浜中町には、

観光客の立ち寄れる施設や場所が少ないと思

います。乳製品や海産物など地域でつくられ
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たものを販売する所や食事ができる場所をつ

くったら良いと思います。廃校になった学校

を利用したり、道の駅をつくったりして、観

光客の立ち寄れる施設ができたら、嬉しいで

す。目の前が牧草地であれば、夏には牛が、

秋には牧草ロールを見ることができるので、

一年を通して素敵な景色が広がります。また、

ハーゲンダッツのお店が町内にあると、より

観光業は、さかんになると思います。販売は

もちろんのこと、店内でハーゲンダッツや、

ハーゲンダッツを使ったスイーツなどを食べ

ることができるお店をつくって欲しいと思っ

ています。

　以上の二つの視点以外にも、浜中町が良く

なれる面はたくさんあると思います。私は、

浜中町が今以上に住みやすく、より良い町に

なることを期待しています。

「浜中町の未来の姿」
茶内中学校　1年　吉田　彩葵

　私は浜中町の未来について医療と子育て支

援という視点で考えました。まず、医療につ

いては毎年流行ってしまうインフルエンザを

税金で医療費を援助し、義務づけるべきだと

思います。そうすれば感染者も減り、学級閉

鎖もなくなると思います。町民の健康が第一

なので、医療に力を入れるべきだと考えまし

た。子育て支援については、まず公園の遊具

の補修、建設をするべきだと思います。霧多

布にはしっかりとした遊具があったりします

が、茶内には昔建てられた危ないものしかな

いので、茶内の子供の人口が増えた今、遊具

の建設、整備を特化すべきだと思います。こ

れからの浜中町の未来を造る子供の感性を育

てるには、他の子と遊ぶことが大変大切に

なってきます。そのために遊ぶところがある

というのはとても便利なことであり、ゲーム

で遊ぶなど、普段家の中にいる子も楽しい遊

具で外でかけまわり、スポーツ活性化にもつ

ながるという、たくさんの利点が生まれます。

中学生の支援という点で考えてみると、まず

は勉強面のシーンを特化すべきだと思いま

す。小さい図書館を建てて、自習コーナーを

つくれば、よい勉強環境が作れて、妹や弟が

いて家だと勉強がはかどらないという人がた

くさんこれて、学力向上の土台となると思い

ました。次に大切なのは、部活面だと考えま

した。この浜中町には、幅広いスポーツが行

われています。スポーツ人口が多いからには、

大会、記録会をさらに盛んにして、浜中町中

の同じスポーツをしているもの同士の交流を

深めるべきだと思いました。それと並び、安

全面を気をつけていくことも大切で、例えば

リンク周りのスポンジをつけることなど、選

手の安全を優先していくことを第一に活動を

進め、活性化に向けていくことが大切だと思

います。これからの浜中町の発展に、自分の

できることから協力していきたいです。

「漁業がしやすい明るい街へ」
茶内小学校　6年　林　　颯太

　皆さんは浜中町が漁業にめぐまれていると

思いますか。僕は浜中町が漁業にめぐまれて

いると思います。でも今の浜中町はポイ捨て

などが各地でされています漁業の海岸にもゴ

ミなどがバラバラになって捨てられていま

す。ゴミが散らばっているせいか漁業の水あ

げ量はだんだん減っています。

　浜中町の水産概況によると平成元年の水

あげ量は三三 . 八二五 t だったのに対し平成
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二五年は八 . 一〇四 t にも減っていっていま

す。

　その漁業の水あげ量を増やすためには僕は

ゴミ拾いをしたほうがいいと思います。なぜ

かというとゴミによって魚の住む海の環境が

悪くなったり、魚がゴミなどを食べてしまっ

て病気になってしまうからです。そしてそれ

を人間が食べてしまったら大きな事故になっ

てしまうことも考えられます。そうすると漁

業がどんどん減っていってしまうから僕はゴ

ミ拾いなどをしたほうがいいと思います。

　また、ゴミが散らばっていると登校中、下

校中などの小学生、中学生、高校生などにあ

たると思います。なぜかというとそとに落ち

ていたキャップが僕の頭に当たり、そのとき

はとても痛かったのでゴミ拾いをしたほうが

いいと思いました。

　他にも漁業の高齢化が進んでいるので若い

人たちに呼びかけるなどをしたり小学生、中

学生、高校生などに呼びかけなどをして体験

などの交流会などを開いたら僕は浜中の漁業

は、増えつづけると思います。

　最後に僕たちにできることはゴミなどが落

ちていたらゴミを拾ってゴミを少なくして漁

業、産業などをさかんにして災害が起きた時

にいち早く逃げたりできるようにしたいで

す。ゴミ拾いをしたら楽しく、明るく、住み

やすい最高の浜中町になると思います。

「霧多布の豊かな自然」
茶内小学校　6年　山倉　琉奈

　みなさんは霧多布湿原を知っていますか。

霧多布湿原は春、夏、秋、冬にかけてキレイ

な鳥が見られるなどすごくキレイな湿原で

す。そんな霧多布湿原がなくなると、動物が

いなくなったり、花がなくなったりします。

そうすると二酸化炭素も吸ってくれません。

なので私は一番霧多布湿原が必要だと思いま

す。

　皆さんは二つの湿原を守る活動を知ってい

ますか。まず一つは、ナショナルトラスト運

動です。この活動は湿原を好きになってもら

うことと、自然を守る活動です。もう一つ活

動があります。それは募金や動物の保護など

の活動です。募金は湿原センターにあるぼき

ん箱で行われています。このお金は、霧多布

湿原の壊れた所を直すための補修代などに使

われています。

　私自身も学校で取り組んだことがありま

す。自然を好きになってもらうことをテーマ

に「NatureLOVE プロジェクト」という取

り組みをしました。五年生と三年生に自然の

ことを教えてあげたのです。例えば「外来種

は身近にもいるんだよ。」と教えました。

　皆さんは、ペットを飼っていますか。ペッ

トも危険になることもあります。可愛がって

いたペットも「引っ越すから、無理。」「もう

飼えない。」「餌代がかかるから。」などのそ

ういった理由で捨てる人が何人もいます。捨

てたらペットも外来種になってしまうので

す。ですからペットを飼うときは、ちゃんと

相談したり、話し合ったりすることが大事で

す。

　私は、自然を大切にし、動植物を大切にし

たいと思います。そしてもっともっと好きに

なってもらうために、色々調べてみたいと

思っています。たくさんの人に自然や動植物

を好きになってもほしいです。そうすること

で、霧多布の豊かな自然ができるのです。
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絵画の部

中学生の部

まちづくり絵画応募作品　まちづくり委員長賞

茶内中学校
伊藤　七珠
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中学生の部

まちづくり絵画応募作品　町長賞

散布中学校
南　ひな夢

散布中学校
倉田　聖梨
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小学生の部

まちづくり絵画応募作品　まちづくり委員長賞

茶内小学校
二瓶　弘成

散布小学校
本間　芽依
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小学生の部

霧多布小学校
北館　絢那

散布小学校
梅津　花歩
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小学生の部

まちづくり絵画応募作品　町長賞

霧多布小学校
柴田　穂香

浜中小学校
三田　千聖
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小学生の部

まちづくり絵画応募作品　まちづくり委員長賞

茶内第一小学校
松家　柊斗



ハ・マの二字を組み合わせ、ハを円形にして浜中・
琵琶瀬両湾を形どり、あわせて農漁の二大産業に支
えられている町の現勢を表徴するとともに町民の和
を、マは鋭くして天を指して、町勢の限りなき発展
を表す。

　わたしたちは無限に広がる大海原と大平原に包まれ、美しい自然の中に生き
る浜中町民です。
　先人のたくましい開拓精神を受け継ぎ郷土の未来の発展を願い、よりよい町
を築くためにこの憲章を定めます。

１　豊かな資源を生かし、生産を高め、活気のある町をつくりましょう
１　たがいに助け合い、あたたかいまちをつくりましょう
１　スポーツに親しみ、健康で楽しいまちをつくりましょう
１　子どもの夢を育て、幸せなまちをつくりましょう
１　文化を高め、きまりを守り、平和なまちをつくりましょう

●町の木【白樺】 ●町の花【えぞかんぞう】 ●町の鳥【エトピリカ】

　町　章（昭和38年11月３日制定）

　町民憲章（昭和53年10月１日制定）

　町の木・花・鳥（昭和53年10月１日制定）
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